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建　学　の　精　神

１．建学の理念

人間性に支えられた高度な工業技術者を広く学術の研鑽を通じて育成

する

２．教育目標

　豊かな人間性の錬成とすぐれた工業技術者の育成

３．モットー

　人を育て技術を拓く

ポ　　リ　　シ　　ー

１．アドミッション・ポリシー

　本学は，「広く学問の研鑽を通じて人間性に支えられた高度な工業技

術者を養成すること」を建学の理念として掲げ，「豊かな人間性の錬成

と優れた工業技術者の育成」を教育目標とし，責任感，誠実さ，協調性

などの徳育に重点を置いた人間性教育を基本姿勢としている。

　学生の受け入れに当たっては，本学の建学の理念・教育目標・教育方

針をよく理解し，基礎的学力を有する学生で，学習意欲に富む学生，活

力ある学生，目標達成意欲の強い学生，また，それぞれの学部の目指す

目標に沿った資質向上，自己の研鑽に務める学生を，広く受け入れるこ

ととしている。

２．カリキュラム・ポリシー

•全学共通教育として，総合共通教育科目を設けると共に，豊かな人間

性，社会人基礎力を育むためのキャリア教育科目群を配置する。
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•自信・気力・総意工夫力を高めるため各学科専門科目にゼミナール・

卒業研究などの専門総合教育科目群を配置する。

•産業界を支える技術者として基礎基本の確実な修得と応用性を高める

ため，専門教育科目群を配置する。

３．ディプロマ・ポリシー

　建学の理念の沿った育成目標

•豊かな人間性と社会人基礎力に富む技術者

•自信・気力・創意工夫に富む人材

•産業界を支える自立した実務型技術者・研究者・経営者・起業家

•地域社会，地域産業に貢献する技術者

は　　じ　　め　　に

　ひとつの国家には，国づくりの基本理念を表明する憲法，さらに理念

を具体化するための法律，その他もろもろの規則があります｡ ひとつの

大学でも事情は同じです｡ わが西日本工業大学の建学の精神は，｢人を

育て，技術を拓く｣ というモットーで表わされていますが，それを実現

するために，大学の構成・運営，学生の修学について，学則をはじめ,

いろいろな規則や規程が定められています｡

　規則ずくめというのは，ひとの自由な発想を抑えこんでしまいますの

で，好ましいことではありません｡ しかし，本学に学ぶ学生として守ら

ねばならぬルールがあるのは当然です｡ またもっと細かな事についても,

すべての処理をケース・バイ・ケースの判断にまかせると，いちいちの

処理に多くの時間を必要とし，また同じ問題に対する処置が必ずしも同
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じではないために，本来公平であるべき学生間に不公平を生じたり，甚

だしい場合には，考えちがいによるミスで当事者が迷惑することも，無

いとは言えません｡ だから，予想されるいろいろの問題に対して，処理

の方式の骨組みだけは，予めきちんときめておく必要があります｡ それ

から先のことは，当時者間で細かに配慮しながら処理をする――それが

良識的な方法だと思います｡

　このパンフレットは，本学の規則や規程のうち，学生諸君に直接関係

のある部分だけを，一冊にまとめたものです｡ 諸君は，これを本箱のす

みにしまいこむのではなく，いつも手の届く処に置いて，大学の生活で

何か新しい問題に直面したら，先ず最初に関係の個所をさがして読んで

みることが必要です｡

　法律や規則の類は冗長ならぬ様に，言葉を節約して表現されるのが普

通です｡ だから，このパンフレットを読んでも，まだはっきり理解でき

ない場合には，講義や授業については担当の教員に，生活全般について

はガイダンス担当の教員に，また事務的な手続きについては事務局の関

係の職員に，遠慮なくたずねて下さい｡ 疑問点をそのままにしないこと

が大切です｡ 規則を知らなかったり，または自分勝手の誤った解釈をし

たりすると，思いがけない不利益を招くことにもなりかねません｡

　学生諸君の本学に於ける生活が，実り多く，また，快適であることを,

心から祈ります｡

学生諸君に知らせる事項や連絡は，すべて掲示によって行っています｡

登校したら必ず掲示板を見て下さい｡ 掲示を見なかったことによって示達されたこ

とに対する責任を免れることはできません｡ そのため思わぬ不都合や不利を招くこ

とがありますから，常によく注意して下さい｡

掲示を必ず見ること
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　沿　　革

昭和11年　5　月 九州工学校設立　　設立者　小堺　秀次（夜間部土木科，電気科）
 初代校長　山田　正隆
昭和19年　3　月 個人から㈶九州工学校に設置者変更
昭和23年　7　月 九州高等工科学校に校名変更
昭和27年12月 学校法人九州工業学園並びに九州工業高等学校設立認可
 理事長　花田　二百
昭和32年　6　月 筑紫工業高等学校設立認可（福岡県筑紫郡太宰府町）
昭和38年　4　月 花田理事長辞任
 理事長　有田　一壽　就任
昭和42年　1　月 西日本工業大学設立認可　初代学長　嘉村　平八　就任
 （工学部四年制，機械工学科，電気工学科）
 場所　福岡県京都郡苅田町大字新津1633
昭和42年　4　月 西日本工業大学開学
昭和42年　6　月 西日本工業大学学長嘉村平八　病没
 理事長　有田　一壽　学長事務取扱
昭和42年10月 二代学長　大倉　三郎　就任
昭和42年12月 昭和43年より土木工学科，建築学科増設認可
昭和43年　4　月 機械，電気，土木，建築の四学科となる
昭和44年　4　月 教育職員免許状修得（正規の課程） のための認定申請許可
 （高２普　工業・中１普　職業）
昭和45年　2　月 第一種電気事業主任技術者認定校
昭和45年　4　月 教育職員免許状修得（聴講生の課程） のための認定申請許可
昭和45年　4　月 図書館竣工
昭和46年　4　月 ８号館（Ｆ棟），３階・４階増築およびＨ棟水理実験室竣工
 電気工学科に電子，電力コース設置
昭和47年　6　月 開学五周年記念式典挙行
昭和47年　8　月 厚生会館（Ｋ棟） 竣工
昭和48年　8　月 Ⅰ棟講義室および実験室竣工
昭和52年　4　月 三代学長　有田　一壽　就任
昭和52年10月 有田一壽学長併任を解く　四代学長　許斐　貢　就任
昭和53年　1　月 教育職員免許状修得（正規の課程） のための認定申請許可
 （高２普・中１普　数学）
昭和53年　3　月 開学十周年記念式典および総合体育館落成式典挙行
昭和53年　4　月 学校法人西日本工業学園と改称し，九州工業高等学校・筑紫工業高等学校

を学園分離
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昭和53年　4　月 情報処理センター設置（ＨＩＴＡＣ　Ｍ－150）
昭和53年　4　月 特待生制度創設
昭和55年　3　月 情報処理センター第一期工事竣工
昭和55年10月 地盤工学研究所設置
昭和58年　4　月 電気工学科に情報コース設置
昭和58年10月 情報処理センター第二期工事竣工
昭和59年　3　月 学友会部室新築移転
昭和60年　4　月 学生談話室改装工事竣工
 ブックセンター設置
昭和61年　4　月 土木工学科に経営管理コース設置
 建築学科に住居インテリアコース設置
昭和61年　3　月 大型電算機ＨＩＴＡＣ　Ｍ－150をＦＡＣＯＭ　Ｍ－360に更新
昭和61年　8　月 事務局改装工事竣工
 厚生会館改装工事竣工
昭和61年　9　月 学内グランド整備及び東門（含む道路） 設置工事竣工
昭和62年　3　月 20周年記念事業竣工（正門設置，庭園整備等）
昭和62年　4　月 機械工学科にＣＡＭＥ，ＭＥＳコース設置
昭和62年10月 開学二十周年記念式典挙行
昭和63年　4　月 五代学長　井上　順吉　就任
昭和63年12月 クラブハウス竣工
平成　2　年　4　月 教育職員免許状修得（正規の課程・聴講生の課程） 再課程認定申請許可
 （高１種・中１種　数学，高１種　工業）
平成　2　年　4　月 研究センター設置
平成　4　年　1　月 臨時定員増認可（平成４年度から平成11年度までの間）
 機械工学科130名，電気工学科140名，建築学科110名
平成　4　年　4　月 情報処理センターを情報科学センターに名称変更
平成　4　年　4　月 機械工学科ＣＡＭＥコース・ＭＥＳコースを機械工学コース・電子
 機械工学コースに変更
平成　4　年10月 開学二十五周年記念事業竣工（有朋館・空調設備等）
平成　4　年10月 開学二十五周年記念式典挙行
平成　5　年　4　月 六代学長　岡部　淳一　就任
 土木工学科に建設情報コース・環境情報コース・管理情報コースを設置
平成　8　年　3　月 キャンパスネットワーク稼働
平成　8　年12月 編入学定員設定認可
 機械工学科４名・電気工学科５名・土木工学科２名・建築学科２名
平成　9　年　4　月 各学科コースの再編成
 機械工学科：機械工学コース・生産システム工学コース
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 　　　　　　機械／経営システム工学コース
 電気工学科：電気システムコース・電子システムコース
 　　　　　　情報システムコース
 土木工学科：土木工学コース・都市システム工学コース
 建　築　学　科：建築学コース・建築／都市デザインコース
平成　9　年　8　月 開学三十周年記念事業竣工（有隣館）
平成　9　年10月 開学三十周年記念式典挙行
平成10年　4　月 七代学長　坂田　弘　就任
 生涯学習センター設置
平成11年　3　月 総合実験・実習センター竣工
平成11年　4　月 理事長　有田　一壽　病没
 理事長　入江　伸明　就任
平成11年11月 エネルギー棟竣工
平成11年12月 入学定員の増加（機械工学科100名，電気工学科110名，建築学科100名）
 及び平成15年度までの臨時入学定員の設定に係る学則変更認可
平成12年　3　月 教育職員免許状修得（高１種・中１種　数学，高１種　工業）
 再課程認定申請許可
平成12年　4　月 機械工学科コースの再編成
 機械コース，電子機械コース，交通機械コース
平成13年　4　月 土木工学科コースの再編成
 建設・構造コース，環境・防災コース，都市・交通コース
平成13年　5　月 研究棟竣工
平成14年　3　月 教育職員免許状修得（電気工学科：高１種・中１種　数学，高１種　工業,
 高１種　情報）再課程認定申請許可
平成14年　4　月 八代学長　坂本　正史　就任
平成15年　4　月 学科名称の変更（機械システム工学科，電気電子情報工学科，環境都市デ
 ザイン工学科）
 建築学科コース制の廃止
平成16年　4　月 情報デザイン学科（ＣＧ＆ＣＡＤコース，メディアデザインコース，ユニ
 バーサルデザインコース） を設置
 大学院工学研究科修士課程（生産・環境システム専攻） を開設
 入学定員の変更（機械システム工学科90名，電気電子情報工学科90名，環
 境都市デザイン工学科60名，建築学科75名）
 小倉サテライトキャンパス開設
平成17年　3　月 教育職員免許状修得課程認定申請許可
 （情報デザイン学科：高１種（情報），大学院：専修免（工業））
平成17年　4　月 機械システム工学科コース名称変更，交通機械コースを航空自動車コース
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 環境都市デザイン工学科コースの再編成，建設防災コース・環境デザイン
 コース
平成18年　3　月 教育職員免許状修得課程認定申請許可（情報デザイン学科　：　高一種（情報）,
 建築学科：高一種（工業））
平成18年　4　月 小倉キャンパス開校，デザイン学部開設（情報デザイン学科，建築学科）
 入学定員の変更（機械システム工学科110名，環境都市デザイン工学科40名）
 機械システム工学科コースの増設，デジタルエンジニアリングコース
平成19年　4　月 学科名称の変更（環境都市デザイン工学科を環境建設学科）
平成19年　5　月 開学四十周年記念式典挙行
平成20年　2　月 理事長　入江　伸明　病没
平成20年　3　月 理事長　鹿田　磨樹　就任
平成21年　4　月 九代学長　菊池　重昭　就任
 大学院・地域連携センター開設
 工学部学科の改組
 　総合システム工学科
 　（機械工学系，電気工学系，情報システム系，環境建設系）
 　デジタルエンジニアリング学科
 　（デジタルデザインコース，自動車・ロボットコース）
 情報デザイン学科コースの再編成
 　 メディアデザインコース，プロダクトデザインコース，キャリアデザイ

ンコース
平成23年　4　月 総合システム工学科系名称変更，電気工学系を電気電子工学系
 建築学科コースの再編成
 　 建築デザインコース，住居・インテリアデザインコース，環境設備デザ

インコース，建築構造デザインコース
 情報デザイン学科コースの再編成
 　 メディアデザインコース，プロダクトデザインコース，環境デザインコー

ス，キャリアデザインコース
平成24年11月 おばせキャンパス本館（A棟）竣工
平成25年　3　月 学園創立60周年・開学45周年記念事業「おばせキャンパスリニューアル

事業」完了
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１　西日本工業大学学則

　　　　第１章　　目　　　的
（目　　　的）
第１条　西日本工業大学（以下「本学」という。）は，工業に関する専門の学術と一般の
学芸とを教授研究し，かつ，人格の育成と陶冶を図り，もって文化の向上に寄与するこ
とを目的とする。

（自己点検・評価）
第１条の２　前条の目的及び社会的使命を達成し，本学の教育研究水準の向上に資するた
め，文部科学大臣の定めるところにより，教育及び研究，組織及び運営並びに施設及び
設備の状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものとする。

２　前項に加え，本学の教育研究等の総合的な状況について，政令で定める期間ごとに，
文部科学大臣の認証を受けた評価機関による評価を受けるものとする。

　　　　第２章　　組　　　織
（学部，学科及び入学定員）
第２条　本学に次の学部及び学科を置く。
　工　学　部
　　総合システム工学科　デジタルエンジニアリング学科
　デザイン学部
　　建築学科　情報デザイン学科
２　前項の学科の入学定員，３年次編入学定員及び収容定員は，次のとおりとする。

学　部 学　　　　　科 入 学 定 員 3年次編入学定員 収 容 定 員
工
学
部

総合システム工学科 165名 4名 668名
デジタルエンジニアリング学科  75名 2名 304名

デ
ザ
イ
ン

学　

部

建　 築　 学　 科  75名 2名 304名
情報デザイン学科  75名 5名 310名

（学部，学科の教育研究上の目的）
第２条の２　学部及び学科における教育研究上の目的は，次のとおりとする。
　⑴　工学部
　　 　本学の建学の理念に基づき，工学に関する理論及び技術を教授研究し，科学技術の
発展や持続可能な社会形成に寄与し，幅広い教養と専門性を修得した人材を養成する
ことを目的とする。
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　　　総合システム工学科
　　　 　本学の建学の理念，学部の目的に基づき，総合システム工学（機械，電気電子，

情報システム，環境建設）に関する理論及び技術を教授研究し，持続可能な社会形
成に寄与し，高度な専門性を修得した人材を養成することを目的とする。

　　　デジタルエンジニアリング学科
　　　 　本学の建学の理念，学部の目的に基づき，デジタルエンジニアリングに関する理

論及び技術を教授研究し，持続可能な社会形成に寄与し，高度な専門性を修得した
人材を養成することを目的とする。

　⑵　デザイン学部
　　　本学の建学の理念に基づき，デザインに関する理論及び技術を教授研究し，科学技
術の発展や健康で明るい社会形成に寄与し，幅広い教養と専門性を修得した人材を養
成することを目的とする。

　　　建築学科
　　　 　本学の建学の理念，学部の目的に基づき，建築に関する理論及び技術を教授研究

し，良好な社会環境・人間環境の形成に寄与し，幅広い教養と専門性を修得した人
材を養成することを目的とする。

　　　情報デザイン学科
　　　 　本学の建学の理念，学部の目的に基づき，情報デザインに関する理論及び技術を

教授研究し，良好な社会環境・人間環境の創造に寄与し，幅広い教養と専門性を修
得した人材を養成することを目的とする。

（学部，学科の人材養成に関する目的）
第２条の３　学部及び学科における人材養成に関する目的は，次のとおりとする。
　⑴　工学部
　　 　工学に関する理論的及び技術的知識と情報技術能力，実務的技術能力を修得した，
幅広い教養を備えた人間性豊かな専門性に富む人材を養成する。

　　　総合システム工学科
　　　 　総合システム工学（機械，電気電子，情報システム，環境建設）に関する理論的

及び技術的知識と情報技術能力，実務的技術能力を修得し，幅広い視野を持つ総合
性を備えた人間性豊かな高度専門職業人を養成する。

　　　デジタルエンジニアリング学科
　　　 　デジタルエンジニアリングに関する理論的及び技術的知識と情報技術能力，実務

的技術能力を修得し，幅広い視野を持つ総合性を備えた人間性豊かな高度専門職業
人を養成する。

　⑵　デザイン学部
　　 　豊かな人間性と幅広い教養を備え，デザインに関する理論及び技術的知識と情報技
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術能力，実務的技術能力を修得した専門性に富む人材を養成する。
　　　建築学科
　　　 　建築に関する理論的及び技術的知識と情報技術能力，実務的技術能力を修得し，

幅広い教養を備えた人間性豊かな専門性に富む人材を養成する。
　　　情報デザイン学科
　　　 　豊かな人間性と幅広い教養を備え，情報デザインに関する理論的及び技術的知識

と情報技術能力，実務的技術能力を修得した専門性に富む人材を養成する。
（大学院）
第２条の４　本学に大学院を置く。
２　大学院に関し，必要な事項は別に定める。
　　　　第３章　　附属・附設機関
（附属図書館）
第３条　本学に附属図書館を置く。
２　附属図書館に関し，必要な事項は別に定める。
（附属教育研究施設）
第４条　本学に附属教育研究施設として，情報科学センター，研究センター，総合実験実
習センター，教職教養センター及び国際教育センターを置く。

２　情報科学センターに関し，必要な事項は別に定める。
３　研究センターに関し，必要な事項は別に定める。
４　総合実験実習センターに関し，必要な事項は別に定める。
５　教職教養センターに関し，必要な事項は別に定める。
６　国際教育センターに関し，必要な事項は別に定める。
（総合体育館）
第５条　本学に総合体育館を置く。
２　総合体育館に関し，必要な事項は別に定める。
　　　　第４章　　職 員 組 織
（職 員 組 織）
第６条　本学に次の職員を置く。
　⑴　学　　長
　⑵　教　　授
　⑶　准 教 授
　⑷　講　　師
　⑸　助　　教
　⑹　助　　手
　⑺　事務職員
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　⑻　技術職員
　⑼　その他必要な職員
２　必要に応じ副学長を置くことができる。
（事 務 組 織）
第７条　事務組織に関し，必要な事項は別に定める。
　　　　第５章　　教　授　会
（教　授　会）
第８条　本学に教授会を置く。
２　教授会は，専任の教授・准教授をもって構成する。ただし，必要に応じて講師を加え
ることができる。

３　教授会の運営については，別に定める教授会規則による。
（教授会の審議事項）
第８条の２　教授会の審議事項は，次のとおりとする。
　⑴　学則その他重要な規則の制定・改廃に関する事項
　⑵ 　教育，研究に関する施設及び管理に関する重要な施設等の設置並びに改廃に関する
事項

　⑶　学部，学科，講座，学科目，研究及び研究施設等の設置並びに改廃に関する事項
　⑷　学生の定員に関する事項
　⑸　教員の採用及び昇任並びに非常勤講師の採用に関する事項
　⑹　名誉教授の選考に関する事項
　⑺　国際研究集会参加願に関する事項
　⑻　外国人奨学研究生の選考に関する事項
　⑼　学生の入学及び卒業の認定に関する事項
　⑽　研究生及び科目等履修生等の入学並びに修了に関する事項
　⑾　学生の修得単位の認定に関する事項
　⑿　学生の休学，退学，復学及び除籍に関する事項
　⒀　教育課程及びその履修に関する事項
　⒁　学生の賞罰に関する事項
　⒂　学生の福利厚生に関する事項
　⒃　学生の団体，学生活動及び学生生活に関する事項
　⒄　前各号のほか，本学の運営に関する重要な事項及び学長の諮問した事項
　　　　第６章　　学年，学期及び休業日
（学　　　年）
第９条　学年は，４月１日に始まり翌年３月31日に終る。
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（学　　　期）
第10条　学年を次の２学期に分ける。
　　前学期　４月１日から９月30日まで
　　後学期　10月１日から翌年３月31日まで
２　必要がある場合には，学長は，前項に定める学期の開始日及び終了日を変更すること
ができる。

３　１年間の授業を行う期間は，定期試験等の期間を含め，35週にわたることを原則とす
る。

（休　業　日）
第11条　休業日は，次のとおりとする。
　⑴　日曜日
　⑵　国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
　⑶　開学記念日（５月29日）
　⑷　春期休業日
　⑸　夏期休業日
　⑹　冬期休業日
２　前項第４号から第６号の休業日については，学長が別に定める。
３　必要がある場合は，学長は，本条第１項の休業日を臨時に変更することができる。
４　本条第１項に定めるもののほか，学長は，臨時の休業日を定めることができる。
　　　　第７章　　修業年限及び在学年限
（修 業 年 限）
第12条　本学の修業年限は，４年とする。
（在 学 年 限）
第13条　学生は，８年を超えて在学することができない。ただし，第20条第１項，第21条
第１項及び第22条第１項の規定により入学した学生は，第20条第３項，第21条第２項及
び第22条第２項により定められた在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学す
ることができない。

　　　　第８章　　入学，転科，休学，復学，退学及び除籍
（入学の時期）
第14条　入学の時期は，学年の始めとする。ただし，教育上支障がないと認めるときは，
学期の始めとすることができる。

（入 学 資 格）
第15条　本学に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とする。
　⑴　高等学校を卒業した者
　⑵　通常の課程による12年の学校教育を修了した者
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　⑶ 　外国において，学校教育における12年の課程を修了した者，又はこれに準ずる者で
文部科学大臣の指定した者

　⑷　文部科学大臣の指定した者
　⑸ 　高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）により文部科学大
臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃
止前の大学入学資格検定規程（昭和26年文部省令第13号）による大学入学資格検定
に合格した者を含む。）

　⑹ 　文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして，認定した在外教
育施設の当該課程を修了した者

　⑺ 　大学において，個別の入学審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学力が
あると認められた者で，18歳に達したもの

（入学の出願）
第16条　本学に入学を志願する者は，入学志願書・調査書に，所定の入学検定料と写真を
添えて，指定の期日までに願い出なければならない。

２　入学検定料は，別表２のとおりとする。ただし，特別に認められた場合は，その一部
を免除することがある。

３　納付済の入学検定料は，理由の如何にかかわらず返還しない。
（入学者の選考）
第17条　前条の入学志願者については，別に定めるところにより選考を行う。
（入学手続及び入学許可者の手続）
第18条　前条の選考の結果に基づき合格の通知を受け，入学をしようとする者は，所定の
期日までに，入学金その他の納付金を添えて保証人連署の誓約書（本学所定の様式）を
提出しなければならない。

２　学長は，前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。
３　入学を許可された者は，本学在学中，修学及び課外活動についてこの学則によるほか，
別に定める履修に関する規程及び学生規程に従わなければならない。

４　入学許可者の保証人は，父母又は近親者で独立の生計を営む成年者でなければならな
い。

５　保証人が死亡するか，又はこれを変更する必要が生じたときは，新保証人として連署
して新誓約書を提出しなければならない。

６　保証人は，その学生の在学中にかかわる事柄について責任を負うものとする。
（社会人・外国人留学生）
第19条　社会人及び外国の国籍を有する者で，本学に入学を志願する者があるときは，特
別の選考のうえ，入学を許可することがある。

２　外国人留学生の入学については，別にこれを定める。
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３　帰国子女の入学等については，本条の前２項の規定を準用する。
４　社会人入学生の入学については，別にこれを定める。
（転　入　学）
第20条　他大学工学部又はこれに準ずる学部の学生で，本学相当学科の２年次以上に転入
学を希望する者があるときは，欠員のある場合に限り，選考のうえ，入学を許可するこ
とがある。

２　転入学を志願する者は，現に在学する大学の学長の承認書を提出しなければならない。
３　転入学の時期は学年の始めとし，入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単
位数の取扱い並びに在学年数については，教授会の議を経て学長が決定する。ただし，
教育上支障がないと認めるときは，学期の始めとすることができる。

４　本学学生が他の大学に転入学を希望する場合は，その理由を付して保証人連署のうえ，
学長に願い出てその許可を得なければならない。

（編　入　学）
第21条　次の各号の一に該当する者で，本学に編入学を志願する者があるときは，選考の
うえ，相当年次に入学を許可する。ただし，２年次及び４年次の編入学については欠員
のある場合に限る。

　⑴　大学を卒業した者，または１年以上在学した者
　⑵　短期大学を卒業した者，または１年以上在学した者
　⑶　高等専門学校を卒業した者
　⑷ 　専修学校の専門課程を修了した者のうち学校教育法第82条の10の規定により大学
に編入学することができる者

　⑸　その他前各号と同等以上の学力があると認めた者
２　編入学の選考等については，第16条，第17条，第18条，第19条ないし第20条第３項の
規定を準用する。

（再　入　学）
第22条　病気その他やむを得ない事由により，本学を退学した者で同一学科に再入学を志
願する者があるときは，欠員のある場合に限り，審査のうえ，入学を許可することがある。
２　再入学の時期等については，第20条第３項の規定を準用する。
（転　　　科）
第22条の２　本学学生で転科を希望する者があるときは，欠員のある場合に限り，選考の
うえ，転科を許可することがある。

２　その他転科に関する必要な事項は，別にこれを定める。
（休　　　学）
第23条　病気その他やむを得ない事由により，３ヵ月以上修学することができないときは，
学長の許可を得て休学することができる。

― 15 ―



― 16 ―

２　休学を希望する者は，その事由を詳記（病気の場合は医師の診断書を添付する。）し，
保証人連署のうえ，学長に願い出てその許可を受けなければならない。

３　病気のため修学することが適当でないと認められる者については，学長は休学を命ず
ることができる。

４　休学中の授業料その他諸納入金は徴収しない。
（休 学 期 間）
第24条　休学期間は，引き続き１年，通算２年を超えることができない。ただし，特別の
場合は，通算３年まで認めることがある。

２　休学期間は，第13条に規定する在学年限に算入しない。
（復　　　学）
第25条　休学期間中にその理由が消滅した場合は，学長の許可を得て復学することができ
る。

（退　　　学）
第26条　病気その他やむを得ない理由により，退学しようとするときは，その理由を詳記
（病気の場合は医師の診断書を添付する。）し，保証人連署のうえ，学長に願い出てその
許可を受けなければならない。

（除　　　籍）
第27条　次の各号の一に該当する者は，教授会の議を経て学長が除籍する。
　⑴　授業料その他納付金の滞納が長期にわたる者
　⑵　第13条に定める在学年限を超えた者
　⑶　第24条に定める休学期間を超えてなお修学できない者
　⑷　長期間にわたり所在不明の者
　　　　第９章　　教育課程及び履修方法
（教 育 課 程）
第28条　本学の教育課程は，別表１に掲げる「教育課程表」のとおりとする。
（授業科目の編成及び履修方法等）
第29条　教育課程における授業科目は，総合共通科目，学部共通科目，専門教育科目及び
教職科目とに区分し，各授業科目は，これを必修科目，選択必修科目及び選択科目に分
けて体系的に各年次・学期に配列して編成するものとする。

２　各授業科目の授業は，原則として15週にわたる期間を単位として行うものとする。た
だし，教育上特別の必要があると認められる場合は，この期間より短い特定の期間にお
いて授業を行うことができる。

３　履修方法等その他必要な事項については，履修に関する規程として別にこれを定める。
（単位の算出基準）
第30条　各授業科目の単位算出基準は，45時間の学修を必要とする内容の構成をもって
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１単位とすることを標準とし，授業の方法に応じ，当該授業による教育効果及び授業時
間外に必要な学修等を考慮して，次の基準によるものとする。

　⑴　講義及び演習については，15時間の授業をもって１単位とする。
　⑵　講義演習，ゼミナール及びセミナーについては，30時間の授業をもって１単位とする。
　⑶　実験，実習，製図及び実技については，30時間の授業をもって１単位とする。
　⑷ 　前各号の規定にかかわらず，卒業研究及び学外実習に係る授業科目については，学
修の成果を評価して単位数を定めるものとする。

（単位の認定）
第31条　単位の認定は，科目担当教員が試験，論文又は平常の履修状況によってこれを行
う。

２　授業科目の成績判定は，原則として試験によって行う。ただし，演習，実験，実習，実技，
製図及び卒業研究などの授業科目については，平常の成績あるいは学修の成果を評価し
て行うことができる。

３　成績の評価は，優・良・可・不可の４種の標語をもって表し，優・良・可を合格とし，
不可を不合格とする。

第32条　本学は，教育上有益と認めるときは，学生が他の大学又は短期大学の授業科目を
履修することを認めることができる。

２　本学は，学生が前項の規定により履修した授業科目について，修得した単位を60単位
を超えない範囲で本学において修得したものとみなすことができる。

３　前２項の規定は，学生が外国の大学又は短期大学において修得した単位についても適
用する。

第32条の２　大学又は短期大学を卒業又は中途退学し，新たに本学の第１年次に入学した
学生の既修得単位について教育上有益と認めるときは，30単位を超えない範囲で，当該
単位を本学において履修修得したものとして認定することができる。ただし，この認定
に関して修業年限の短縮は行わない。

第32条の３　本学は，教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校
の専攻科における学修，その他文部科学省が定める学修を本学における授業科目の履修
とみなし，当該単位を本学において履修修得したものとして認定することができる。

２　前項の規定による単位の認定は，第32条第２項及び前条により，本学において修得し
たものとみなす単位数と合わせて30単位を超えない範囲で行うものとする。

第32条の４　第32条第３項，第32条の２及び前条の規定により，本学において修得したも
のとみなす単位の認定については，教授会の議を経て学長がこれを決定する。

第32条の５　大学認証資格として，本学に西日本工業大学環境ESDコーディネーター養成
課程を置き，別に定める資格取得のための授業科目を受講し，所定の単位を修得した者
に対して課程修了証明書及び環境ESDコーディネーター認定証を交付する。
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第33条　単位の認定は，別に定める履修に関する規程に従って履修した科目でなければこ
れを受けることができない。

第34条　単位の認定は，学費を完納した者でなければこれを受けることができない。
（教員の免許状授与の所要資格の取得）
第35条　教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許法（昭和
24年法律第147号）及び教育職員免許法施行規則（昭和29年文部省令第26号）に定める
所定の単位を修得しなければならない

２　本学の学科において当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類は，次の表に掲げ
るとおりとする。

学部 学　科 教員の免許状の種類（免許教科）

工　
　

学　
　

部

総合システム工学科

高等学校１種免許状 工業

中 学 校１種免許状 数学

高等学校１種免許状 数学

高等学校１種免許状 情報

デジタルエンジニアリング学科 高等学校１種免許状 工業
デ
ザ
イ
ン

学　

部

建 築 学 科 高等学校１種免許状 工業

情報デザイン学科 高等学校１種免許状 情報

３　前項の教育職員免許状を取得するための教育課程は，別表１に掲げるとおりとし，履
修方法等その他必要な事項については，教職課程規程として別にこれを定める。

　　　　第10章　　卒業及び学位の授与
（卒　　　業）
第36条　本学に４年（第20条第１項，第21条第１項及び第22条第１項の規定により入学し
た者については，それぞれ定められた在学すべき年数）以上在学し，第29条第３項で定
める履修に関する規程に基づいて履修し，合計126単位以上修得した者については，教
授会の議を経て学長が卒業を認定する。

（卒業証書及び学位の授与）
第37条　学長は，卒業を認定した者に対して，卒業証書を授け，学士（工学）の学位を授
与する。

　　　　第11章　　賞　　　罰
（表　　　彰）
第38条　優秀な学業成績又は模範となる行為のあった学生は表彰する。
２　表彰に関する規程は，別にこれを定める。
（懲　　　戒）
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第39条　学生が，本学の諸規則及び諸指示を守らないときは，教授会の議を経て学長が懲
戒する。

２　前項の懲戒の種類は，訓告，停学及び退学とする。
３　前項の退学は，次の各号の一に該当する者に対して行う。
　⑴　性行不良で改善の見込みがないと認められる者
　⑵　学力劣等で成業の見込みがないと認められる者
　⑶　正当の理由がなくて出席常でない者
　⑷　本学の秩序を乱し，その他学生としての本分に著しく反した者
　　　　第12章　　厚 生 施 設
（学　生　寮）
第40条　本学に学生寮を置く。
２　学生寮に関する規則は，別に定める。
　　　　第13章　　研究生，科目等履修生及び委託生
（研　究　生）
第41条　本学において，特定の専門事項について研究することを願い出る者があるときは，
本学の教育研究に支障のない場合に限り，選考の上，研究生として入学を許可すること
がある。
（入学資格者）
第42条　研究生として入学を志願することのできる者は，大学を卒業した者またはこれと
同等以上の学力を有すると認められる者とする。

（入学の出願手続）
第43条　研究生として入学を志願する者は，所定の入学願書に次の各号に掲げる書類及び
選考料を添え，学年始めの１カ月前までに学長に願い出なければならない。

　⑴　履歴書
　⑵　健康診断書
　⑶　最終出身学校の成績証明書
　⑷　志願者が就職中の者であるときは勤務先の所属長の承諾書
　⑸ 　志願者が外国の国籍を有する者であるときは，日本語能力証明書及び在日身元保証
人の身元保証書

２　前項の入学願書には，指導教員についての希望を記載することができる。
（入学の時期）
第44条　研究生の入学の時期は，学年の始めとする。
（在 学 期 間）
第45条　研究生の在学期間は，１年以内とする。ただし，引き続き在学を希望する者に対
しては，さらに在学期間を延長することができる。
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（講義・実験等への出席）
第46条　研究生は，指導教員及び授業科目担当教員の承諾を得て，講義，実験及び演習等
に出席することができる。

（研究報告書）
第47条　研究生は，在学期間の終了時に研究事項を記載した報告書を提出しなければなら
ない。

（入学金及び研究料）
第48条　研究生は，別に定める入学金及び研究料を納付しなければならない。ただし，前
年度に引き続き研究生となる者に対しては，入学金を免除する。

（科目等履修生）
第49条　本学において，特定の一又は複数の授業科目の履修を願い出る者があるときは，
本学の教育に支障のない場合に限り，選考のうえ，科目等履修生として入学を許可する
ことがある。

（入学の時期）
第50条　科目等履修生の入学の時期は，学期の始めとする。
（入学資格者）
第51条　科目等履修生として入学することのできる者は，次の各号に掲げる者とする。
　⑴　高等学校，高等専門学校，短期大学又は大学を卒業した者
　⑵　高等学校卒業程度以上の学力があると認められる者
　⑶　単位互換協定に基づき受講する者
　⑷　前各号に掲げられる者のほか，高大連携に基づく高校生の入学を認めることがある。
（入学の出願手続）
第52条　科目等履修生として入学を志願する者は，所定の入学願書に次の各号に掲げる書
類及び選考料を添え，学期始めの１ヵ月前までに，学長に願い出なければならない。

　⑴　履歴書
　⑵　健康診断書
　⑶　最終出身学校の成績証明書
　⑷　志願者が就職中の者であるときは，勤務先の所属長の承諾書
　⑸ 　志願者が外国の国籍を有する者であるときは，日本語能力証明書及び在日身元保証
人の身元保証書

（入学者の選考及び入学許可）
第53条　前条の志願者及び第41条における研究生の志願者については，教授会において選
考し，合格者に対しては学長が入学を許可する。
（在 学 期 間）
第54条　科目等履修生の在学期間は，入学の際に履修を許可された科目の授業が終了する
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学期末までとする
（試　験　等）
第55条　科目等履修生は，履修した科目につき試験を受けることができる。
２　試験に合格した者については，所定の単位を授与し，願いにより単位取得証明書を交
付する。

（入学金及び履修料）
第56条　科目等履修生は，別に定める入学金及び履修料を納付しなければならない。ただ
し，前学期に引き続き科目等履修生となる者に対しては，入学金を免除する。

（委　託　生）
第57条　官公庁その他の団体（以下「委託者」という。）が履修する科目を定めて委託生
を願い出た場合には，選考のうえ，教授会の議を経て委託生として入学を許可すること
がある。

（在 学 期 間）
第58条　委託生の在学期間は，１年以内とする。ただし，引き続き在学を希望する者に対
しては，さらに在学期間を延長することができる。

（授業料諸費用）
第59条　委託生の授業料諸費用は，委託者から徴収する。ただし，前年度に引き続き委託
生となる者の委託者に対しては，入学金を免除する。

（入 学 時 期）
第60条　委託生の入学時期は，学年の始めとする。
（試　験　等）
第61条　委託生は，履修した科目につき試験を受けることができる。
２　試験に合格した者については，所定の単位を授与し，願いにより単位取得証明書を交
付する。

（学則の準用）
第62条　特別の規定がない限り，本学則のうち，第11条，第27条，第39条及び第64条の規
定は，研究生，科目等履修生及び委託生に準用する。

　　　　第14章　　学　　　費
（学　　　費）
第63条　学生は，授業料その他の学費を納入しなければならない。ただし，特別に認めら
れた場合は，その一部を免除することがある。

２　入学金，授業料及び教育充実費の額は，別表２のとおりとする。
３　納入方法その他の取扱いについては，別にこれを定める。
（既納の入学金等）
第64条　納入済の入学金，授業料その他の学費は，返還しない。ただし，特別に認められ
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た場合は，その一部を返還することがある。
　　　　第15章　　公 開 講 座
（公 開 講 座）
第65条　学校教育法（昭和22年法律第26号）第69条の定めるところにより，社会人の教養
を高め，文化の向上に資するため，本学に公開講座を開設することがある。

　　　　第16章　　特別奨学生
（特別奨学生等）
第66条　人物，学力共に優秀な学生に対しては，選考のうえ，特別奨学生として授業料の
減免又は奨学金を支給する。適用を受ける奨学生は，次のとおりとする。

　⑴　 特別奨学生選抜入学試験を受けて採用された者については，特別奨学生として適用
する。

　⑵　在学中の学業成績によって選考された者は，学業奨励生として適用する。
２　スポーツ技能が特に優れ，人物及び修学態度が良好で，本学の課外活動の振興に著し
く寄与すると判断される学生に対しては，選考のうえ，スポーツ特別奨学生として，授業
料の減免又は奨学金を支給する。

３　人物，学力共に優秀な学生で，経済的理由により就学困難な学生に対しては，奨学生
として授業料の減免又は奨学金を支給する。

４　特別奨学生（学業奨励生を含む），スポーツ特別奨学生及び奨学生制度に関する必要
な事項は，別にこれを定める。

　　附　　則
１　本学則は，昭和42年４月１日から施行する。
２　本学則は，昭和44年４月１日から改正施行する。
３　本学則は，昭和45年４月１日から改正施行する。
４　本学則は，昭和46年４月１日から改正施行する。
５　本学則は，昭和47年４月１日から改正施行する。
６　本学則は，昭和48年４月１日から改正施行する。
７　本学則は，昭和52年４月１日から改正施行する。
８　本学則は，昭和53年４月１日から改正施行する。
９　本学則は，昭和55年４月１日から改正施行する。
10　本学則は，昭和56年４月１日から改正施行する。
11　本学則は，昭和57年４月１日から改正施行する。
12　本学則は，昭和58年４月１日から改正施行する。
13　本学則は，平成２年４月１日から改正施行する。
14　本学則は，平成３年４月１日から改正施行する。
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15　この学則は，平成３年10月24日に改正施行する。
16　この学則は，平成３年11月21日に改正施行する。
17　この学則は，平成４年４月１日から改正施行する。ただし，第２条の規定にかかわら
ず，機械工学科・電気工学科・建築学科については，平成４年度から平成11年度までの
間の入学定員を次のとおりとする。

学　　　科 入学定員
機 械 工 学 科 130名
電 気 工 学 科 140名
建 築 学 科 110名

18　この学則は，平成５年４月１日から改正施行する。ただし，平成４年度以前に入学し
た学生に対する改正後の学則第28条，第29条，第30条及び第36条の規定の適用につい
ては，なお従前の例による。

19　この学則は，平成５年12月１日から改正施行する。
20　この学則は，平成６年４月１日から改正施行する。
21　この学則は，平成６年５月27日から改正施行する。
22　この学則は，平成７年４月１日から改正施行する。
23　この学則は，平成８年４月１日から改正施行する。
24　この学則は，平成９年４月１日から改正施行する。
25　この学則は，平成10年４月１日から改正施行する。ただし，平成10年度以前に入学
した学生に対する改正後の学則第66条の適用については，なお従前の例による。

26　この学則は，平成11年４月１日から改正施行する。
27　この学則は，平成12年４月１日から改正施行する。ただし，第２条の規定にかかわ
らず，機械工学科，電気工学科及び建築学科については，平成12年度から平成15年度
までの間，各年度の入学定員を次のとおりとする。

入　　　学　　　定　　　員
年　度

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度
学　科
機械工学科 124名 118名 112名 106名
電気工学科 134名 128名 122名 116名
建 築 学 科 108名 106名 104名 102名

28　この学則は，平成12年４月１日から改正施行する。ただし，平成11年度以前に入学し
た学生に対する改正後の学則第66条の適用については，なお従前の例による。

29　この学則は，平成13年４月１日から改正施行する。ただし，平成12年度以前に入学
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した学生に対する改正後の学則第28条，第29条，第30条及び第36条の規定の適用につ
いては，なお従前の例による。

30　この学則は，平成14年４月１日から改正施行する。ただし，平成12年度以前に入学
した学生に対する学則第35条第２項の適用は，なお従前の例によるものとする。

31　この学則は，平成15年４月１日から改正施行する。ただし，第２条の規定にかかわ
らず，機械工学科・電気工学科・土木工学科については，平成15年３月31日に当該学
科に在学するものが当該学科に在学しなくなるまでの間存続するものとする。

32　この学則は，平成16年４月１日から改正施行する。ただし，平成15年度以前に入学
した学生に対する改正後の学則第29条の規定の適用については，なお従前の例による。

33　この学則は，平成17年４月１日から改正施行する。
34　この学則は，平成17年12月22日から改正施行する。
35  この学則は，平成18年４月１日から改正施行する。ただし，平成17年度以前に入学し
た学生に対する改正後の学則第28条，第29条及び第35条の規定の適用については，な
お従前の例による。

36  この学則は，平成19年４月１日から改正施行する。
37  この学則は，平成20年４月１日から改正施行する。
38  この学則は，平成21年４月１日から改正施行する。ただし，第２条の規定にかかわら
ず，機械システム工学科・電気電子情報工学科・環境建設学科については，平成21年３
月31日に当該学科に在学するものが当該学科に在学しなくなるまでの間存続するもの
とする。
39  この学則は，平成23年４月１日から改正施行する。
40  この学則は，平成22年12月27日から改正施行する。
41  この学則は，平成24年４月１日から改正施行する。
42  この学則は，平成25年４月１日から改正施行する。
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別表１

教　育　課　程　表
工　学　部
⑴　総合共通科目

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

人
間
・
社
会
科
学
系
科
目

70310 総 合 人 間 科 学 2 ◎ 2
70320 総 合 社 会 科 学 2 ◎ 2
70130 歴 史 学 2 2
71081 情 報 メ デ ィ ア 論 2 2
71091 日 本 国 憲 法 2 2
70190 健 康 科 学 2 2
70220 人 間 関 係 論 2 2
70151 体 育 Ⅰ 1 2
70161 体 育 Ⅱ 1 2
70210 日 本 文 化 と 社 会 2（◎） 2 留学生対象科目
71160 日本事情とビジネス 2（◎） 2 留学生対象科目
70920 連携講座（人間･社会科学） （　　　　随　　　　時　　　　）

語　

学　

系　

科　

目

76310 英 語 Ａ 2 ◎※ 2
76010 総 合 英 語 Ⅰ 2 ◎※（2）（2）
76020 総 合 英 語 Ⅱ 2 ◎※ （2）（2）
76320 総 合 英 語 Ⅲ 2 ◎※ （2）（2）
76070 英 会 話 Ⅰ 2 2
76080 英 会 話 Ⅱ 2 2
76410 中 国 語 Ⅰ 2 2
76420 中 国 語 Ⅱ 2 （　　　　随　　　　時　　　　）
76460 韓 国 語 Ⅰ 2 （　　　　随　　　　時　　　　）
76470 韓 国 語 Ⅱ 2 （　　　　随　　　　時　　　　）
76090 日 本 語 Ⅰ 2（◎） 2 留学生対象科目
76100 日 本 語 Ⅱ 2（◎） 2 留学生対象科目
76151 日 本 語 演 習 Ⅰ 1（◎） 2 留学生対象科目
76161 日 本 語 演 習 Ⅱ 1（◎） 2 留学生対象科目
76910 連 携 講 座（語 学 ） （　　　　随　　　　時　　　　）
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

総
合
教
育
系
科
目

75210 キャリアガイダンスⅠ 1 ◎ 2
75220 キャリアガイダンスⅡ 1 ◎ 2
75230 キャリアガイダンスⅢ 1 ◎ 2
75240 キャリアガイダンスⅣ 1 ◎ 2
75250 キャリアガイダンスⅤ 1 2
75100 自 主 研 究 （　　　　随　　　　時　　　　）
75910 連携講座（総合教育） （　　　　随　　　　時　　　　）

備考
　１　種別欄は，それぞれの科目について必修・選択の指定を示すものであり，◎印が必
修，無印が選択を示す。

　２　自主研究は，学則第32条の３の規定に基づく科目である。
　３　日本語Ⅰ・Ⅱ，日本語演習Ⅰ・Ⅱ，日本文化と社会，及び日本事情とビジネスは，外
国人留学生を対象として開講する科目である。

　４　入学段階で日本語能力試験１級合格を有しない留学生は，英語を選択，日本語を必
修として履修しなければならない。

　５　入学後のテストにより，英語Ａ・総合英語Ⅰ・総合英語Ⅱが必修となるグループと
総合英語Ⅰ・総合英語Ⅱ・総合英語Ⅲが必修となるグループとに分かれる。

　６　連携講座（人間・社会科学），連携講座（語学），連携講座（総合教育）は，単位互
換協定に基づく受講者に対する振替認定科目であり，学則第32条の規定に基づく科目
である。
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⑵　学部共通科目（工学部）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

学　
　

部　
　

共　
　

通　
　

科　
　

目

80241 工 学 実 験 1 ◎（2）（2）
80261 基 礎 数 理 学 2 2
80280 統 合 理 工 学 Ⅰ 2 ◎（2）（2）
80290 統 合 理 工 学 Ⅱ 2 2
80320 線 形 数 学 Ⅰ 2 ◎ 2
80330 線 形 数 学 Ⅱ 2 2
80410 解 析 学 Ⅰ 2 2
80420 解 析 学 Ⅰ 演 習 2 2
80430 解 析 学 Ⅱ 2 2
80470 統 計 学 Ⅰ 2 2
80450 応 用 数 学 Ⅰ 2 2
80511 情 報 処 理 基 礎 2 2
80522 基礎プログラミングⅠ 2 ◎ 2
80541 数 値 解 析 2 2
81110 環 境 学 概 論 2 ◎ 2
81160 環境と技術－技術者倫理－ 2 2
81170 資 源 エ ネ ル ギ ー 2 2
81140 環 境 と 情 報 2 2
81120 環 境 と 企 業 2 2
81130 環 境 と 法 2 2
80550 工 業 経 営 概 論 2 2
80560 非 破 壊 検 査 概 論 2 2

備考
１　種別欄は，それぞれの科目について必修・選択の指定を示すものであり，◎印が必修，
無印が選択を示す。

２　入学後のテストにより，前期に基礎数理学，後期に統合理工学Ⅰを受講するグループ
と，前期に統合理工学Ⅰ，後期に統合理工学Ⅱを受講するグループに分かれる。
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⑵　専門教育科目（総合システム工学科　機械工学系）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

共　
　

通　
　

科　
　

目

A0010 工 学 概 説 2 ◎ 2
A0340 代 数 学 Ⅰ 2 2
A0350 代 数 学 Ⅱ 2 2
A0360 幾 何 学 Ⅰ 2 2
A0370 幾 何 学 Ⅱ 2 2
A0380 幾 何 学 Ⅲ 2 2
A0390 幾 何 学 Ⅳ 2 2
A0480 統 計 学 Ⅱ 2 2
A0440 解 析 学 Ⅲ 2 2
A0460 応 用 数 学 Ⅱ 2 2
A0020 シ ス テ ム 工 学 2 2

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

B0031 ものづくり演習Ⅰ 2 ◎ 4
B0000 創 造 工 学 2 ◎ 4
B0051 ものづくり演習Ⅱ 2 ◎ 4
B0071 Ｃ Ａ Ｄ Ⅰ 2 ◎ 2
B0230 機 械 工 作 Ⅰ 2 ◎ 2
B3030 電 気 電 子 回 路 2 2
B0110 機 械 製 図 2 ◎ 4
B0152 機 構 学 2 ◎ 2
B0240 機 械 工 作 Ⅱ 2 ○ 2
B0091 材 料 力 学 Ⅰ 2 ◎ 2
B0102 機 械 力 学 Ⅰ 2 ◎ 2
B9050 機 械 工 作 技 能 Ⅰ 2 （ 4　 4）
B0160 機 械 要 素 Ⅰ 2 ◎ 2
B0182 機 械 材 料 Ⅰ 2 ◎ 2
B1020 材 料 力 学 Ⅱ 2 ○ 2
B1032 機 械 力 学 Ⅱ 2 ○ 2
B0121 流 体 力 学 Ⅰ 2 ◎ 2
B0131 工 業 熱 力 学 Ⅰ 2 ◎ 2
B0172 制 御 工 学 Ⅰ 2 ◎ 2
B0140 機械工学基礎実験 2 ◎ 4
B9060 機 械 工 作 技 能 Ⅱ 2 （4　 ４）
B2030 機 械 要 素 Ⅱ 2 ○ 2
B1211 Ｃ Ａ Ｄ Ⅱ 2 ○ 2
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

B0190 機 械 材 料 Ⅱ 2 ○ 2
B1070 流 体 力 学 Ⅱ 2 ○ 2
B1080 工 業 熱 力 学 Ⅱ 2 ○ 2
B3080 制 御 工 学 Ⅱ 2 ○ 2
B9110 総 合 演 習 Ⅰ 1 ◎ 2
B2010 機械工学応用実験 2 ◎ 4
B5010 デジタルエンジニアリング 2 2
B2040 機 械 設 計 製 図 2 ◎ 4
B1130 流 体 機 械 1 1
B4020 エ ン ジ ン 工 学 1 1
B2071 熱 機 械 1 1
B9120 総 合 演 習 Ⅱ 1 ◎ 2
B9130 総 合 演 習 Ⅲ 1 ◎ 2
B1113 Ｃ Ａ Ｅ 2 2
B5031 デジタルエンジニアリング演習 2 4
B3020 ロ ボ ッ ト 工 学 2 2
B1120 信 頼 性 工 学 2 2
B1151 Ｃ Ａ Ｍ 2 4
B4071 自 動 車 工 学 2 2
B1161 自 動 車 生 産 技 術 2 2
A9010 ゼ ミ ナ ー ル 1 ◎ 2
A9020 企 業 実 習 1 （随時）
A9991 卒 業 研 究 Ⅰ 3 ◎ 随時
A9992 卒 業 研 究 Ⅱ 3 ◎ 随時

備考
　１　種別欄は，それぞれの科目について必修・選択必修・選択の指定を示すものであり，
◎印が必修，○印が選択必修，無印が選択を示す。専門教育科目の選択必修○印から
10単位以上を修得しなければならない。

　２　授業時数を括弧書きしている科目は，前期又は後期に開講することを示す。
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⑶　専門教育科目（総合システム工学科　電気電子工学系）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

共　
　

通　
　

科　
　

目

A0010 工 学 概 説 2 ◎ 2
A0340 代 数 学 Ⅰ 2 2
A0350 代 数 学 Ⅱ 2 2
A0360 幾 何 学 Ⅰ 2 2
A0370 幾 何 学 Ⅱ 2 2
A0380 幾 何 学 Ⅲ 2 2
A0390 幾 何 学 Ⅳ 2 2
A0480 統 計 学 Ⅱ 2 2
A0440 解 析 学 Ⅲ 2 2
A0460 応 用 数 学 Ⅱ 2 2
A0020 シ ス テ ム 工 学 2 2

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

C0020 基 礎 電 気 回 路 Ⅰ 2 ◎ 2 ※情報シス系
受 講 科 目

C0050 基 礎 電 気 回 路 Ⅱ 2 ◎ 2 ※情報シス系
受 講 科 目

C0200 実 践 電 気 工 学 Ⅰ 2 2
C0140 エ ネ ル ギ ー 変 換 2 2
C0210 実 践 電 気 工 学 Ⅱ 2 2
C0220 実 践 電 気 工 学 Ⅲ 2 2
C0240 実践電気工学演習Ⅰ 2 2
C0250 実践電気工学演習Ⅱ 2 2
60240 制御システム工学 2 ◎ 2 ※Ｄ Ｅ 学 科

開 講 科 目

C1010 電 気 回 路 Ⅰ 2 ◎ 2
C1030 電 気 回 路 Ⅱ 2 2
C0100 電 気 基 礎 実 験 Ⅰ 2 ◎ 4 ※情報シス系

受 講 科 目

C0160 電 気 基 礎 実 験 Ⅱ 2 ◎ 4 ※情報シス系
受 講 科 目

C0080 電 気 磁 気 学 Ⅰ 2 ◎ 2
C1040 電 気 磁 気 学 Ⅱ 2 2
C0150 電 気 電 子 計 測 2 2 ※情報シス系

受 講 科 目

C0120 電 力 工 学 2 2
C2050 過 渡 解 析 Ⅰ 2 ◎ 2
C2120 過 渡 解 析 Ⅱ 2 ◎ 2
C2010 高 電 圧 工 学 2 2
C0230 実 践 電 気 工 学 Ⅳ 2 2
C2030 電 気 機 器 2 ◎ 2
C2040 電 気 設 計 製 図 2 4
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

C3140 電気電子工学実験Ⅰ 2 ◎ 4
C3150 電気電子工学実験Ⅱ 2 ◎ 4
C3080 電 気 電 子 材 料 2 2 ※情報シス系

受 講 科 目

C2020 電力伝送システムⅠ 2 ◎ 2
C2080 電力伝送システムⅡ 2 2
C2110 パワーエレクトロニクス 2 2 ※情報シス系

受 講 科 目

C2171 電 気 応 用 実 験 2 2
C2150 電気法規及び施設管理 2 2
C2160 電 力 発 生 工 学 2 2
D0040 情 報 処 理 応 用 2 ◎ 2 ※情報シス系

開 講 科 目

D0010 電 子 計 算 機 概 論 2 ◎ 2 ※情報シス系
開 講 科 目

D0070 基礎プログラミングⅡ 2 2 ※情報シス系
開 講 科 目

D0131 集 積 回 路 2 ◎ 2 ※情報シス系
開 講 科 目

D0091 電 子 回 路 2 ◎ 2 ※情報シス系
開 講 科 目

D3030 情報通信システムⅠ 2 2 ※情報シス系
開 講 科 目

D3100 情報通信システムⅡ 2 2 ※情報シス系
開 講 科 目

D3070 電子機器システム 2 2 ※情報シス系
開 講 科 目

D3010 電 子 デ バ イ ス 2 2 ※情報シス系
開 講 科 目

D3130 電 子 応 用 2 2 ※情報シス系
開 講 科 目

A9010 ゼ ミ ナ ー ル 1 ◎ 2
A9020 企 業 実 習 1 （随時）
A9991 卒 業 研 究 Ⅰ 3 ◎ 随時
A9992 卒 業 研 究 Ⅱ 3 ◎ 随時

備考
１　種別欄は，それぞれの科目について必修・選択の指定を示すものであり，◎印が必修，
無印が選択を示す。

２　電気電子工学実験Ⅰ・電気電子工学実験Ⅱを履修するためには，電気基礎実験Ⅰ・電
気基礎実験Ⅱを修得していなければならない。

３　卒業研究を履修するためには，履修に関する規定を満足し，なおかつ，電気電子工学
実験Ⅰ・電気電子工学実験Ⅱを修得していなければならない。
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⑶　専門教育科目（総合システム工学科　情報システム系）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

共　
　

通　
　

科　
　

目

A0010 工 学 概 説 2 ◎ 2
A0340 代 数 学 Ⅰ 2 2
A0350 代 数 学 Ⅱ 2 2
A0360 幾 何 学 Ⅰ 2 2
A0370 幾 何 学 Ⅱ 2 2
A0380 幾 何 学 Ⅲ 2 2
A0390 幾 何 学 Ⅳ 2 2
A0480 統 計 学 Ⅱ 2 2
A0440 解 析 学 Ⅲ 2 2
A0460 応 用 数 学 Ⅱ 2 2
A0020 シ ス テ ム 工 学 2 2

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

C0020 基 礎 電 気 回 路 Ⅰ 2 ◎ 2 ※電気工学系
開 講 科 目

C0050 基 礎 電 気 回 路 Ⅱ 2 ◎ 2 ※電気工学系
開 講 科 目

C0100 電 気 基 礎 実 験 Ⅰ 2 ◎ 4 ※電気工学系
開 講 科 目

C0160 電 気 基 礎 実 験 Ⅱ 2 ◎ 4 ※電気工学系
開 講 科 目

C0150 電 気 電 子 計 測 2 2 ※電気工学系
開 講 科 目

C3080 電 気 電 子 材 料 2 2 ※電気工学系
開 講 科 目

C2110 パワーエレクトロニクス 2 2 ※電気工学系
開 講 科 目

D5010 情 報 技 術 Ⅰ 2 2
D0040 情 報 処 理 応 用 2 ◎ 2 ※電気工学系

受 講 科 目

D0030 情 報 数 学 2 ◎ 2
D0010 電 子 計 算 機 概 論 2 ◎ 2 ※電気工学系

受 講 科 目

D0070 基礎プログラミングⅡ 2 ◎ 2 ※電気工学系
受 講 科 目

D0170 コミュニケーション技術 2 ◎ 2
D5020 情 報 技 術 Ⅱ 2 2
D5030 情 報 技 術 Ⅲ 2 2
D0131 集 積 回 路 2 ◎ 2 ※電気工学系

受 講 科 目

60240 制御システム工学 2 2 ※Ｄ Ｅ 学 科
開 講 科 目

D0091 電 子 回 路 2 ◎ 2 ※電気工学系
受 講 科 目

D4011 プ ロ グ ラ ミ ン グ 2 2
D4120 応用プログラミング 2 2
D4080 画 像 処 理 2 2
D4030 コンピュータ工学 2 ◎ 2
D4090 コンピュータネットワーク 2 ◎ 2
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

D4050 システムソフトウェア 2 ◎ 2
D5040 情 報 技 術 Ⅳ 2 2
D4040 情 報 構 造 2 2
D5050 情 報 実 験 Ⅰ 2 ◎ 4
D5060 情 報 実 験 Ⅱ 2 ◎ 4
D3030 情報通信システムⅠ 2 2 ※電気工学系

受 講 科 目

D3100 情報通信システムⅡ 2 2 ※電気工学系
受 講 科 目

D4110 ソフトウェア工学 2 2
D4100 デ ー タ ベ ー ス 2 2
D3070 電子機器システム 2 2 ※電気工学系

受 講 科 目

D3010 電 子 デ バ イ ス 2 2 ※電気工学系
受 講 科 目

D3110 マルチメディア工学 2 2
D4021 論 理 設 計 2 ◎ 2
D3130 電 子 応 用 2 2 ※電気工学系

受 講 科 目

A9010 ゼ ミ ナ ー ル 1 ◎ 2
A9020 企 業 実 習 1 （随時）
A9991 卒 業 研 究 Ⅰ 3 ◎ 随時
A9992 卒 業 研 究 Ⅱ 3 ◎ 随時

備考
１　種別欄は，それぞれの科目について必修・選択の指定を示すものであり，◎印が必修，
○印が選択必修，無印が選択を示す。

２　情報工学実験Ⅰ・情報工学実験Ⅱを履修するためには，電気基礎実験Ⅰ・電気基礎実
験Ⅱを修得していなければならない。

３　卒業研究を履修するためには，履修に関する規定を満足し，なおかつ，情報工学実験
Ⅰ・情報工学実験Ⅱを修得していなければならない。
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⑶　専門教育科目（総合システム工学科　環境建設系）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

共　
　

通　
　

科　
　

目

A0010 工 学 概 説 2 ◎ 2
A0340 代 数 学 Ⅰ 2 2
A0350 代 数 学 Ⅱ 2 2
A0360 幾 何 学 Ⅰ 2 2
A0370 幾 何 学 Ⅱ 2 2
A0380 幾 何 学 Ⅲ 2 2
A0390 幾 何 学 Ⅳ 2 2
A0480 統 計 学 Ⅱ 2 2
A0440 解 析 学 Ⅲ 2 2
A0460 応 用 数 学 Ⅱ 2 2
A0020 シ ス テ ム 工 学 2 2

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

E0000 環境建設創造工学 2 ◎ 2
E0230 Ｃ Ｇ デ ザ イ ン 2 ◎ 2
E0240 ＣＧデザイン演習 2 ◎ 2
E0251 Ｇ Ｉ Ｓ 2 ◎ 2
E0212 建 設 Ｃ Ａ Ｄ 2 ◎ 2
E0041 測 量 学 2 ◎ 2
E0051 測 量 学 演 習 2 ◎ 2
E0071 測 量 学 実 習 Ⅰ 2 ◎ 4
E0141 測 量 学 実 習 Ⅱ 2 ◎ 4
E0121 建 設 材 料 学 2 ◎ 2
E3510 構 造 工 学 2 ◎ 2
E3520 構 造 工 学 演 習 2 ◎ 2
E3530 地 盤 工 学 2 ◎ 2
E3540 地 盤 工 学 演 習 2 ◎ 2
E1021 コンクリート構造工学 2 ◎ 2
E3071 防 災 工 学 2 2
E0092 水 理 学 2 ◎ 2
E0093 水 理 学 演 習 2 ◎ 2
E4010 交 通 計 画 学 2 ◎ 2
E2060 橋 梁 工 学 2 2
E1041 道 路 工 学 2 ◎ 2
E0200 ネットワークプランニング 2 ◎ 2
E1030 河 川 工 学 2 ◎ 2
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

E3030 水 処 理 工 学 2 2
E4031 品 質 管 理 学 2 ◎ 2
E3042 環 境 計 量 学 2 ◎ 2
E2071 建 設 施 工 学 2 ◎ 2
E3050 海 岸・ 港 湾 工 学 2 2
E2090 廃 棄 物 処 理 工 学 2 2
E4090 都 市 計 画 2 2
E3550 環 境・ 建 設 法 規 2 2
E3560 環境・建設工学実験Ⅰ 2 ◎ （ 4　 4）
E3570 環境・建設工学実験Ⅱ 2 ◎ （ 4　 4）
E3660 基 礎 演 習 Ⅰ 2 ◎ 2
E3670 基 礎 演 習 Ⅱ 2 ◎ 2
E3650 環 境 建 設 設 計 2 ◎ 4
A9015 環境建設ゼミナール 1 ◎ 2
E3680 プ ロ ジ ェ ク ト Ⅰ 1 （随時）
E3690 プ ロ ジ ェ ク ト Ⅱ 1 （随時）
A9020 企 業 実 習 1 （随時）
A9991 卒 業 研 究 Ⅰ 3 ◎ 随時
A9992 卒 業 研 究 Ⅱ 3 ◎ 随時

備考
１　種別欄は，それぞれの科目について必修・選択の指定を示すものであり，◎印が必修，
無印が選択を示す。

２　授業時数を括弧書きしている科目は，前期又は後期に開講することを示す。
３　卒業研究を履修するためには，履修に関する規程をみたし，３年次の必修科目を全て
修得しなければならない。
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⑶　専門教育科目（デジタルエンジニアリング学科）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

コース別種別 授　　業　　時　　数 備　
　

考

デ
ジ
タ
ル

自
動
車

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

60010 ３ＤＣＡＤ入門Ⅰ 2 ◎ ◎ 2
60020 ３ＤＣＡＤ入門Ⅱ 2 ◎ ◎ 2
60030 ３ＤＣＡＤ入門Ⅲ 2 ◎ ◎ 2
60040 ３ＤＣＡＤ応用Ⅰ 2 ◎ ◎ 2
60050 ３ＤＣＡＤ応用Ⅱ 2 ◎ ◎ 2
60061 読 図 2 ◎ ◎ 2
60070 テクニカルライティング 2 ◎ ◎ 2
60080 デジタルエンジニアリングⅠ 2 ◎ ◎ 2
60090 デジタルエンジニアリングⅡ 2 ◎ ◎ 2
60110 機 械 製 図 Ⅰ 2 ◎ ◎ 4
60120 機 械 製 図 Ⅱ 2 ◎ ◎ 2
60130 設 計 工 学 2 ◎ ◎ 2
60140 ものづくり演習Ⅰ 2 ◎ ◎ 4
60150 ものづくり演習Ⅱ 2 ◎ ◎ 4
60161 計 測 工 学 2 2
60170 ハードウエア・ソフトウエア 2 2
60180 組 込 み シ ス テ ム 2 2
60190 機 械 系 力 学 2 2
60200 加 工 学 概 論 2 ◎ ◎ 2
60210 電 気 電 子 回 路 2 ◎ ◎ 2
60220 カーエレクトロニクス 2 2
60230 材 料 力 学 2 ◎ ◎ 2
60240 制御システム工学 2 ◎ ◎ 2
60250 メ カ ト ロ ニ ク ス 2 2
60270 成 形 加 工 論 2 2
60280 材 料 工 学 2 2
60290 セ ン シ ン グ 工 学 2 2
60300 ３ＤＣＡＤ実践活用法 2 2
60310 デジタルものづくり入門 2 ◎ ◎ 2
60320 ものづくりワークショップⅠ 2 ◎ ◎ 4
60330 ものづくりワークショップⅡ 2 ◎ ◎ 4
60340 業 界 動 向 2 2
61010 ３ＤＣＡＤ実践Ⅰ 2 ◎ 2
61020 ３ＤＣＡＤ実践Ⅱ 2 ◎ 2
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

コース別種別 授　　業　　時　　数 備　
　

考

デ
ジ
タ
ル

自
動
車

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　

門　

教　

育　

科　

目

61030 機構シミュレーション 2 2
61040 流体シミュレーション 2 2
62010 自 動 車 工 学 2 ◎ 2
62020 デ ジ タ ル 制 御 2 ◎ 2
62030 次世代自動車工学 2 2
62040 ロボット制御工学 2 2
69010 ゼ ミ ナ ー ル 1 ◎ ◎ 2
69020 企 業 実 習 1 （随時）
69991 卒 業 研 究 Ⅰ 3 ◎ ◎ 随時
69992 卒 業 研 究 Ⅱ 3 ◎ ◎ 随時

備考
　 　コース別種別欄（デジタルはデジタルデザインコース，自動車は自動車・ロボットコー
スの略）は，それぞれの科目について各コースの必修・選択の指定を示すものであり，
◎印が必修，無印が選択を示す。
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デザイン学部
⑴　総合共通科目

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

人
間
・
社
会
科
学
系
科
目

70130 歴 史 学 2 2
70190 健 康 科 学 2 2
70151 体 育 Ⅰ 1 2
70161 体 育 Ⅱ 1 2
70210 日 本 文 化 と 社 会 2（◎） 2 留学生対象科目
70320 総 合 社 会 科 学 2 ◎ 2
70310 総 合 人 間 科 学 2 ◎ 2
70220 人 間 関 係 論 2 2
71091 日 本 国 憲 法 2 2
71081 情 報 メ デ ィ ア 論 2 2
71160 日本事情とビジネス 2（◎） 2 留学生対象科目
70920 連携講座（人間・社会科学） （　　　　随　　　　時　　　　）

語　

学　

系　

科　

目

76200 英 語 Ⅰ Ａ 2 ○ 2 　１科目
76210 英 語 Ⅰ Ｂ 2 ○ 2 　選択必修
76220 英 語 Ⅱ Ａ 2 2
76230 英 語 Ⅱ Ｂ 2 2
76241 英 語 Ⅲ 2 2
76280 英 会 話 Ａ 2 2
76290 英 会 話 Ｂ 2 2
76410 中 国 語 Ⅰ 2 2
76420 中 国 語 Ⅱ 2 2
76460 韓 国 語 Ⅰ 2 2
76470 韓 国 語 Ⅱ 2 2
76090 日 本 語 Ⅰ 2（◎） 2 留学生対象科目
76100 日 本 語 Ⅱ 2（◎） 2 留学生対象科目
76151 日 本 語 演 習 Ⅰ 1（◎） 2 留学生対象科目
76161 日 本 語 演 習 Ⅱ 1（◎） 2 留学生対象科目
76910 連 携 講 座（語 学 ） （　　　　随　　　　時　　　　）
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

総
合
教
育
系
科
目

75210 キャリアガイダンスⅠ 1 ◎ 2
75220 キャリアガイダンスⅡ 1 ◎ 2
75230 キャリアガイダンスⅢ 1 ◎ 2
75240 キャリアガイダンスⅣ 1 ◎ 2
75250 キャリアガイダンスⅤ 1 2
75100 自 主 研 究 （　　　　随　　　　時　　　　）
75910 連携講座（総合教育） （　　　　随　　　　時　　　　）

備考
１　種別欄の◎印は必修，〇印は選択必修，無印は選択を示す。
２　自主研究は，学則第32条の３の規定に基づく科目である。
３　日本語Ⅰ・Ⅱ，日本語演習Ⅰ・Ⅱ，日本文化と社会及び日本事情とビジネスは，外国
人留学生を対象として開講する科目である。

４　入学段階で日本語能力試験１級合格を有しない留学生は，英語を選択，日本語を必修
として履修しなければならない。

５　連携講座（人間・社会科学），連携講座（語学），連携講座（総合教育）は，単位互換
協定に基づく受講者に対する振替認定科目であり，学則第32条の規定に基づく科目であ
る。
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⑵　学部共通科目（デザイン学部）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

学　
　

部　
　

共　
　

通　
　

科　
　

目

85010 色 彩 構 成 2 2
85020 メ デ ィ ア 文 化 論 2 2
85041 ユニバーサルデザイン 2 2
85060 人 間 工 学 Ⅰ 2 2
85071 映 像 メ デ ィ ア 論 2 2
85111 生 活 学 2 2
85130 インテリアデザイン 2 2
85140 景 観 デ ザ イ ン 2 2
85150 空 間 デ ザ イ ン 2 2
85170 情 報 リ テ ラ シ ー 2 2
85180 美 術・ デ ザ イ ン 史 2 2
85190 現 代 科 学 入 門 2 2
85200 数 学 入 門 2 2
85230 Ｔ Ｏ Ｅ Ｉ Ｃ Ⅰ 2 2
85240 Ｔ Ｏ Ｅ Ｉ Ｃ Ⅱ 2 2
85250 社 会 倫 理 学 2 2

備考
　 　種別欄は，それぞれの科目について必修・選択必修・選択の指定を示すものであり，
◎印が必修，○印が選択必修，無印が選択を示す。
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⑶　専門教育科目（建築学科）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

コース別種別 授　　業　　時　　数 備　
　

考

建　
　

築

デ
ザ
イ
ン

住
居
・
イ
ン
テ

リ
ア
デ
ザ
イ
ン

環
境
設
備

デ
ザ
イ
ン

建
築
構
造

デ
ザ
イ
ン

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

40001 造 形 演 習 4 ◎ ◎ ◎ ◎ 4
40012 建 築 製 図 4 ◎ ◎ ◎ ◎ 4
40020 建 築 学 概 説 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
40031 建 築 材 料 概 説 2 　 　 　 　 2
40041 建築デザイン基礎 4 ◎ ◎ ◎ ◎ 4
40061 建築構法デザイン 2 　 　 　 　 2
40072 住 宅 デ ザ イ ン 2 　 　 　 　 2
40081 建 築 設 計 Ⅰ 4 ◎ ◎ ◎ ◎ 4
40090 建　築　力　学　Ⅰ 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
40100 建 築 史 Ⅰ 2 　 　 　 　 2
40110 建 築 環 境 工 学 Ⅰ 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
40260 ２ Ｄ・ Ｃ Ａ Ｄ 2 2
40131 建 築 設 計 Ⅱ 4 ◎ ◎ ◎ ◎ 4
40142 都 市 地 域 計 画 2 2
40150 建　築　施　工　Ⅰ 2 2
40160 建　築　力　学　Ⅱ 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
40171 建 築 設 計 Ⅲ 4 ◎ ◎ ◎ ◎ 4
40182 建 築 計 画 Ⅰ 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
40191 建 築 設 備 Ⅰ 2 　 　 2
40200 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造Ⅰ 2 　 　 2
40210 鉄　骨　構　造　Ⅰ 2 　 　 2
40251 建 築 総 合 演 習 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
41010 建 築 史 Ⅱ 2 2
41020 建 築 環 境 工 学 Ⅱ 2 2
41081 建 築 計 画 Ⅱ 2 2
41121 建 築 法 規 2 2
41131 建 築 設 備 Ⅱ 2 2
42200 建 築 測 量 学 演 習 4 4
42030 建 築 力 学 Ⅰ 演 習 2 2
42040 建 築 力 学 Ⅱ 演 習 2 2
42070 建　築　施　工　Ⅱ 2 2
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

コース別種別 授　　業　　時　　数 備　
　

考

建　
　

築

デ
ザ
イ
ン

住
居
・
イ
ン
テ

リ
ア
デ
ザ
イ
ン

環
境
設
備

デ
ザ
イ
ン

建
築
構
造

デ
ザ
イ
ン

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

42080 建　築　力　学　Ⅲ 2 2
42100 建 築 力 学 Ⅳ 2 2
42110 建 築 実 験 2 4
42120 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造Ⅱ 2 2
42130 鉄　骨　構　造　Ⅱ 2 2
42143 ３ Ｄ・ Ｃ Ａ Ｄ 2 2
42180 建 築 ゼ ミ ナ ー ル 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
49020 企 業 実 習 1 （随時）
49991 卒 業 研 究 Ⅰ 3 ◎ ◎ ◎ ◎
49992 卒 業 研 究 Ⅱ 3 ◎ ◎ ◎ ◎
43310 建 築 デ ザ イ ン 4 ◎ － － － 4
43320 住居・インテリアデザイン 4 － ◎ － － 4
43330 環境設備デザイン 4 － － ◎ － 4
43340 建築構造デザイン 4 － － － ◎ 4

備考
　 　コース別種別欄（建築デザインは建築デザインコース，住居・インテリアデザインは
住居・インテリアデザインコース，環境設備デザインは環境設備デザインコース，建築
構造デザインは建築構造デザインコースの略）は，それぞれの科目について必修・選択
の指定を示すものであり，◎印が必修，無印が選択を示す。
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⑶　専門教育科目（情報デザイン学科　メディアデザインコース，プロダクトデザインコース，環境デザインコース）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

コース別種別 授　　業　　時　　数 備　
　

考
Ｍ　

Ｄ

Ｐ　

Ｄ

Ｅ　

Ｄ

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

51011 情報デザイン概論 2 ◎ ◎ ◎ 2
54090 デ ザ イ ン 心 理 学 2 2
50010 イ ン タ ー ネ ッ ト 2 2
51251 コンピュータ概論 2 2
52130 ソフトウェア概論 2 2
51071 ネットワークとセキュリティ 2 2
51240 情 報 シ ス テ ム 論 2 2
51161 デ ー タ ベ ー ス 論 2 2
50120 応 用 力 学 概 論 2 2
50130 シミュレーション 2 2
53011 プログラミング基礎 2 2
52013 Ｃ Ｇ 演 習 Ⅰ 2 ◎ ◎ ◎ 2
52043 Ｃ Ａ Ｄ 演 習 Ⅰ 2 ◎ ◎ 2
50062 ＷｅｂデザインⅠ 2 2
53061 メ デ ィ ア と 法 2 2
52210 マーケティング論 2 2
52200 広 告 論 2 2
52310 生 活 と 法 律 2 2
52320 経 営 学 概 論 2 2
52340 北 九 州 学 2 2
52350 プレゼンテーション I 2 2
52360 プレゼンテーション II 2 2
52370 社 会 福 祉 論 2 2
52380 ベンチャービジネス 2 2
52390 アジアビジネス事情 2 2
52400 環 境 ビ ジ ネ ス 2 2
59010 ゼ ミ ナ ー ル 1 ◎ ◎ ◎ 2
52420 地 域 企 業 研 究 2 2
54016 基 礎 造 形 Ⅰ 2 ◎ ◎ ◎ 2
54014 基 礎 造 形 Ⅱ 2 ◎ ◎ ◎ 4
52061 造 形 演 習 Ⅰ 2 4
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

コース別種別 授　　業　　時　　数 備　
　

考
Ｍ　

Ｄ

Ｐ　

Ｄ

Ｅ　

Ｄ

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

52062 造 形 演 習 Ⅱ 2 4
52140 ド ロ ー イ ン グ 2 4
50140 図 学 2 ◎ ◎ ◎ 2
52044 Ｃ Ａ Ｄ 演 習 Ⅱ 2 2
52045 Ｃ Ａ Ｄ 演 習 Ⅲ 2 2
52150 グラフィックデザイン 2 ◎ ◎ ◎ 2
52091 D T P 2 2
50072 ＷｅｂデザインⅡ 2 2
51041 写 真・ 映 像 基 礎 2 ◎ ◎ ◎ 2
52014 Ｃ Ｇ 演 習 Ⅱ 2 2
52015 Ｃ Ｇ 演 習 Ⅲ 2 2
50111 映 像 編 集 2 2
52101 映 像 デ ザ イ ン Ⅰ 2 2
52102 映 像 デ ザ イ ン Ⅱ 2 2
53021 プログラミング演習 2 2
53041 ゲームデザインⅠ 2 2
53042 ゲームデザインⅡ 2 2
51110 人 間 工 学 Ⅱ 2 2
51140 感 性 工 学 2 2
51270 空 間 構 成 2 2
51280 空 間 構 成 演 習 2 2
52161 プロダクトデザイン基礎 2 2
52221 プロダクトデザイン基礎演習 2 4
52180 プロダクトデザインⅠ 2 2
52190 プロダクトデザインⅡ 2 2
53081 メディアデザイン演習Ⅰ 2 ◎ 4
53091 メディアデザイン演習Ⅱ 2 ◎ 4
52230 プロダクトデザイン演習Ⅰ 2 ◎ 4
52240 プロダクトデザイン演習Ⅱ 2 ◎ 4
51150 プ ロ ジ ェ ク ト Ⅰ 2 ◎ ◎ ◎ 4
51190 プ ロ ジ ェ ク ト Ⅱ 2 ◎ ◎ ◎ 4
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

コース別種別 授　　業　　時　　数 備　
　

考
Ｍ　

Ｄ

Ｐ　

Ｄ

Ｅ　

Ｄ

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専
門
教
育
科
目

51181 企 業 実 習 1 随　時
59991 卒業研究・デザインⅠ 3 ◎ ◎ ◎ 随時
59992 卒業研究・デザインⅡ 3 ◎ ◎ ◎ 随時
51310 環 境 会 計 学 2 2
51320 環境デザイン演習Ⅰ 2 ◎ 4
51330 環境デザイン演習Ⅱ 2 ◎ 4

備考
　 　コース別種別欄（MDはメディアデザインコース，PDはプロダクトデザインコース，
EDは環境デザインコースの略）は，それぞれの科目について各コースの必修・選択の
指定を示すものであり，◎印が必修， ○印が選択必修，無印が選択を示す。
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⑶　専門教育科目（情報デザイン学科　マネジメントデザインコース）

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

51011 情 報 デ ザ イ ン 概 論 2 2
54090 デ ザ イ ン 心 理 学 2 2
50010 イ ン タ ー ネ ッ ト 2 2
51251 コ ン ピ ュ ー タ 概 論 2 2
52130 ソ フ ト ウ ェ ア 概 論 2 2
51071 ネットワークとセキュリティ 2 2
51240 情 報 シ ス テ ム 論 2 2
51161 デ ー タ ベ ー ス 論 2 2
50120 応 用 力 学 概 論 2 2
50130 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 2 2
53011 プログラミング基礎 2 2
52013 Ｃ Ｇ 演 習 Ⅰ 2 2
52043 Ｃ Ａ Ｄ 演 習 Ⅰ 2 2
50062 Ｗ ｅ ｂ デ ザ イ ン Ⅰ 2 2
53061 メ デ ィ ア と 法 2 2
52210 マ ー ケ テ ィ ン グ 論 2 2
52200 広 告 論 2 2
52310 生 活 と 法 律 2 2
52320 経 営 学 概 論 2 2
52340 北 九 州 学 2 2
52350 プレゼンテーションⅠ 2 2
52360 プレゼンテーションⅡ 2 2
52370 社 会 福 祉 論 2 2
52380 ベンチャービジネス 2 2
52390 アジアビジネス事情 2 2
52400 環 境 ビ ジ ネ ス 2 2
59010 ゼ ミ ナ ー ル 1 ◎ 2
52420 地 域 企 業 研 究 2 2
55010 簿 記 ・ 会 計 Ⅰ 2 2
55020 簿 記 ・ 会 計 Ⅱ 2 2
55030 ビ ジ ネ ス マ ナ ー I 2 2

― 46 ―



― 47 ―

区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専　
　

門　
　

教　
　

育　
　

科　
　

目

55040 ビ ジ ネ ス マ ナ ー Ⅱ 2 2
55050 ビ ジ ネ ス 実 務 2 2
55370 現 代 新 聞 論 Ⅰ 2 2
55380 現 代 新 聞 論 Ⅱ 2 2
55080 カラーコーディネート 2 4
55090 生 活 と 金 融 2 2
55100 経 営 組 織 2 2
55110 観 光 産 業 論 2 2
55120 コミュニケーション技法 2 2
55130 Webコミュニケーション 2 2
55140 Ｉ Ｔ 演 習 Ⅰ 2 4
55150 Ｉ Ｔ 演 習 Ⅱ 2 4
55160 インターンシップ論 2 2
55171 マネジメントデザイン演習Ⅰ 2 ◎ 4
55181 マネジメントデザイン演習Ⅱ 2 ◎ 4
55210 消 費 者 行 動 論 2 2
55220 国 際 関 係 論 2 2
55230 日 本 文 化 論 Ⅰ 2 2
55240 ビ ジ ネ ス 英 語 Ⅰ 2 2
55250 企 業 経 営 論 2 2
55260 日 本 経 済 論 2 2
55270 日 本 文 化 論 Ⅱ 2 2
55280 ビ ジ ネ ス 英 語 Ⅱ 2 2
55290 商 法 2 2
55300 経 営 戦 略 論 2 2
55310 マーケティング情報システム 2 2
55320 フ ァ イ ナ ン ス 2 2
55330 貿 易 論 Ⅰ 2 2
55340 商 品 学 2 2
55350 イ ン ベ ス ト メ ン ト 2 2
55360 貿 易 論 Ⅱ 2 2
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区　
　

分

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種　
　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

専
門
教
育
科
目

51181 企 業 実 習 1 随　時
59991 卒業研究・デザインⅠ 3 ◎ 随時
59992 卒業研究・デザインⅡ 3 ◎ 随時

備考
　 　種別欄は，それぞれの科目について各コースの必修・選択の指定を示すものであり，
◎印が必修， ○印が選択必修，無印が選択を示す。
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教職科目 (教養に関する科目)

備考

１ 種別欄 (中数は中学校一種免許状 (数学), 高数は高等学校一種免許状 (数学), 高

工は高等学校一種免許状 (工業), 高情は高等学校一種免許状 (情報) の略) は, そ

れぞれの教育職員免許状取得のために必要な科目を示し, ◎印は必修, ○印は選択必

修を示す｡

２ 情報機器の操作の開設授業科目は, 総合システム工学科及びデジタルエンジニアリ

ング学科については, 情報処理基礎とし, 情報デザイン学科及び建築学科については,

情報リテラシーとする｡

３ 英会話Ａ及び英会話Ｂは, 建築学科及び情報デザイン学科で開設し, 英会話Ⅰ及び

英会話Ⅱは, 総合システム工学科及びデジタルエンジニアリング学科で開設する｡

教育職員免許法施

行規則に規定され

た科目

本学における授業科目, 単位数等

科目

番号

授 業

科 目

単
位
数

種 別 授 業 時 数 備

考
中

数

高

数

高

工

高

情

１年 ２年 ３年 ４年

前 後 前 後 前 後 前 後

日 本 国 憲 法
71091 日本国

憲法 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2 工学部
開 設

71091 日本国
憲法 2 ／ ／ ◎ ◎ 2 デザイン学部

開 設

体 育

70151

70161

体育Ⅰ

体育Ⅱ

1

1

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

2

2
工学部
開 設

70151

70161

体育Ⅰ

体育Ⅱ

1

1

／

／

／

／

◎

◎

◎

◎

2

2
デザイン学部
開 設

外国語コミュ

ニケーション

76070

76080

英会話Ⅰ

英会話Ⅱ

2

2

○

○

○

○

○

○

○

○

2

2

工学部
開 設
１科目
選択必修

76280

76290

英会話Ａ

英会話Ｂ

2

2

／

／

／

／

○

○

○

○

2

2

デザイン学部
開 設
１科目
選択必修

情報機器の操作
80511 情報処理基礎 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2 工学部

開 設

85170 情 報
リテラシー 2 ／ ／ ◎ ◎ 2 デザイン学部

開 設

日本国憲法

日本国憲法
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教育職員免許法

施行規則に規定

された科目及び

最低修得単位数

本学における授業科目, 単位数等

科目

番号
授 業 科 目

単
位
数

種 別 授 業 時 数 備

考
中

数

高

数

高

工

高

情

１年 ２年 ３年 ４年

前 後 前 後 前 後 前 後
第
二
欄

教職の意義等

に関する科目
2 90020 教 職 概 論 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2

第
三
欄

教育の基礎理論

に関する科目
6

90010

90110

90220

教育学概論

教育心理学

教育制度学

2

2

2

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

2

2

2

第

四

欄

教育課程

及び指導

法に関す

る 科 目

中学

12

高校

6

90330

90410

90420

90430

90450

90460

90470

90520

90530

90510

90610

90320

教育課程論

数学科教育法Ⅰ

数学科教育法Ⅱ

数学科指導法Ⅰ

数学科指導法Ⅱ

工業科教育法Ⅰ

工業科教育法Ⅱ

情報科教育法Ⅰ

情報科教育法Ⅱ

道徳教育の研究

特別活動の研究

教 育 工 学

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎ 2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

生徒指導,
教育相談及び
進路指導に
関する科目

4
90730

90720

生徒・進路指導論

教育カウンセリング

2

2

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

2

2

第
五
欄
教育実習

中学
5
高校
3

99910

99920

99930

教育実習Ⅰ

教育実習Ⅱ

教育実習指導

2

2

1

◎

◎

◎

○

◎

◎

◎

◎

◎

◎ 0.5

(集中)

(集中)

0.5
第
六
欄

教職実践演習 2 90820
教職実践演習

(中・高)
2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2

教職科目 (教職に関する科目)

備考

１ 種別欄 (中数は中学校一種免許状 (数学), 高数は高等学校一種免許状 (数学), 高

工は高等学校一種免許状 (工業), 高情は高等学校一種免許状 (情報) の略) は, そ

れぞれの教育職員免許状取得のために必要な科目を示し, ◎印は必修, ○印は選択を

示す｡

2
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教職科目 (教科に関する科目 (数学))

総合システム工学科

備考

種別欄 (中数は中学校一種免許状 (数学), 高数は高等学校一種免許状 (数学) の略)

は, それぞれの教育職員免許状取得のために必要な科目を示し, ◎印は必修, ○印は選

択を示す｡

教育職員免許法施行

規則に規定された科

目

本学における授業科目, 単位数等

科目

番号
授 業 科 目

単
位
数

種 別 授 業 時 数 備

考
中

数

高

数

１年 ２年 ３年 ４年

前 後 前 後 前 後 前 後

代 数 学

80320

80330

A0340

A0350

線 形 数 学 Ⅰ

線 形 数 学 Ⅱ

代 数 学 Ⅰ

代 数 学 Ⅱ

2

2

2

2

◎

◎

○

○

◎

◎

○

○

2

2

2

2

幾 何 学

A0360

A0370

A0380

A0390

幾 何 学 Ⅰ

幾 何 学 Ⅱ

幾 何 学 Ⅲ

幾 何 学 Ⅳ

2

2

2

2

◎

◎

○

○

◎

◎

○

○

2

2

2

2

解 析 学

80410

80430

A0440

80420

80450

A0460

解 析 学 Ⅰ

解 析 学 Ⅱ

解 析 学 Ⅲ

解析学Ⅰ演習

応 用 数 学 Ⅰ

応 用 数 学 Ⅱ

2

2

2

2

2

2

◎

◎

○

◎

◎

○

◎

◎

○

◎

◎

○

2

2

2

2

2

2

｢確率論, 統計学｣
80470

80480

統 計 学 Ⅰ

統 計 学 Ⅱ

2

2

◎

○

◎

○

2

2

コ ン ピ ュ ー タ
80522

80541

基礎プログラミングⅠ

数 値 解 析

2

2

○

◎

○

◎

2

2
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７　教職科目（教科に関する科目（工業））

教育職員免許法施行
規則に規定された科
目

本学における授業科目，単位数等（全学科共通）

科目
番号

授　業　科　目
単 

位 

数

種別 授　　業　　時　　数 備　
　

考
高　

工

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年
前 後 前 後 前 後 前 後

職　 業　 指　 導
90480 職 業 指 導 Ⅰ 2 ◎ 2
90490 職 業 指 導 Ⅱ 2 ◎ 2

備考
　１　種別欄の高工は高等学校一種免許状（工業）を示し，◎印は必修を示す。
　２　この表に規定する科目の他，教科に関する科目は，各学科の専門科目とし，必修及
び選択の別を次の表に示す。

学部・学科名 種別 授業科目

工 学 部
総合システム
工 学 科

必修 工学概説，環境学概論

選択

統合理工学Ⅰ，統合理工学Ⅱ，環境と技術，資源エネルギー，
環境と情報，環境と企業

ものづくり演習Ⅰ，創造工学，ものづくり演習Ⅱ，CADⅠ，機
械工作Ⅰ，機械製図，機構学，機械工作Ⅱ，材料力学Ⅰ，機械
力学Ⅰ，機械要素Ⅰ，機械材料Ⅰ，材料力学Ⅱ，機械力学Ⅱ，
流体力学Ⅰ，工業熱力学Ⅰ，制御工学Ⅰ，機械工学基礎実験，
機械要素Ⅱ，CADⅡ，機械材料Ⅱ，流体力学Ⅱ，工業熱力学Ⅱ，
制御工学Ⅱ，機械工学応用実験，機械設計製図，流体機械，エ
ンジン工学，熱機械，ロボット工学，信頼性工学，CAM

電子計算機概論，基礎プログラミングⅡ，情報技術Ⅰ，情報技
術Ⅱ，情報技術Ⅲ，情報技術Ⅳ，集積回路，電子回路，情報実
験Ⅰ，情報実験Ⅱ，電子機器システム，電子デバイス，電子応
用，基礎電気回路Ⅰ，基礎電気回路Ⅱ，電気回路Ⅰ，電気回路Ⅱ，
パワーエレクトロニクス，電気法規及び施設管理，電気磁気学Ⅰ，
電気磁気学Ⅱ，高電圧工学，電気機器，エネルギー変換，電力
工学，電力伝送システムⅠ，電力伝送システムⅡ，電力発生工学，
電気設計製図，システム工学，過渡解析Ⅰ，過渡解析Ⅱ，電気
基礎実験Ⅰ，電気基礎実験Ⅱ，電気電子工学実験Ⅰ，電気電子
工学実験Ⅱ，電気応用実験，電気電子材料

環境建設創造工学，CGデザイン，CGデザイン演習，GIS，建
設 CAD，測量学，測量学演習，測量学実習Ⅰ，測量学実習Ⅱ，
建設材料学，構造工学，構造工学演習，地盤工学，地盤工学演習，
コンクリート構造工学，防災工学，水理学，水理学演習，交通
計画学，橋梁工学，道路工学，ネットワークプランニング，河
川工学，水処理工学，品質管理学，環境計量学，海岸・港湾工学，
廃棄物処理工学，都市計画，環境・建設法規，環境・建設工学
実験Ⅰ，環境・建設工学実験Ⅱ
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工　 学　 部
デ ジ タ ル
エンジニアリ
ン グ 学 科

必修 工学概説（２単位１年前期），環境学概論

選択

統合理工学Ⅰ，統合理工学Ⅱ，環境と技術，資源エネルギー，
環境と情報，環境デザイン，環境と企業

３DCAD入門Ⅰ，３DCAD入門Ⅱ，３DCAD入門Ⅲ，３DCAD
応用Ⅰ，３DCAD応用Ⅱ，テクニカルイラストレーション，テ
クニカルライティング，デジタルエンジニアリングⅠ，デジタ
ルエンジニアリングⅡ，機械製図Ⅰ，機械製図Ⅱ，設計工学，
ものづくり演習Ⅰ，ものづくり演習Ⅱ，XML，ハードウェア・
ソフトウェア，組込みシステム，機械系力学，加工学概論，電
気電子回路，カーエレクトロニクス，材料力学，メカトロニク
ス，インテリジェントコントロール，成型加工論，材料工学，
センシング工学，３DCAD実践活用法，デジタルものづくり入
門，ものづくりワークショップⅠ，ものづくりワークショップⅡ，
業界動向，３DCAD実践Ⅰ，３DCAD実践Ⅱ，機構シミュレー
ション，流体シミュレーション，自動車工学，ディジタル制御，
次世代自動車工学，ロボット制御工学

デザイン学部
建 築 学 科

必修 建築デザイン基礎，建築力学Ⅰ，鉄筋コンクリート構造Ⅰ，鉄
骨構造Ⅰ，建築環境工学Ⅰ，建築材料概説，都市地域計画

選択

建築学概説，建築構法デザイン，建築計画Ⅰ，建築設計Ⅰ，建
築設計Ⅲ，建築史Ⅰ，建築力学Ⅱ，建築設備Ⅰ，建築施工Ⅰ，
建築設計Ⅱ，建築史Ⅱ，建築環境工学Ⅱ，建築計画Ⅱ，建築法
規，建築設備Ⅱ，建築力学Ⅰ演習，建築力学Ⅱ演習，建築施工Ⅱ，
建築力学Ⅲ，建築力学Ⅳ，建築実験，鉄筋コンクリート構造Ⅱ，
鉄骨構造Ⅱ，建築測量学演習

全学科共通 必修 職業指導Ⅰ（２単位・３年次前期開講），職業指導Ⅱ（２単位・
３年次後期開講）
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教育職員免許法施行

規則に規定された科

目

本学における授業科目, 単位数等 (総合システム工学科)

科目

番号
授 業 科 目

単
位
数

種
別 授 業 時 数 備

考
高

情

１年 ２年 ３年 ４年

前 後 前 後 前 後 前 後

情報社会及び情報倫

理
71081 情報メディア論 2 ◎ 2

コンピュータ及び情

報処理

(実習を含む)

D4011

D4110

D4030

60240

C0150

D4021

プログラミング

ソフトウェア工学

コンピュータ工学

制御システム工学

電気電子計測

論 理 設 計

2

2

2

2

2

2

◎

◎

◎

◎

◎

〇

2

2

2

2

2

2

情報システム

(実習を含む)

D4040

D4100

D4050

D4120

情 報 構 造

データベース

システムソフトウェア

応用プログラミング

2

2

2

2

◎

◎

◎

○

2

2

2

2

情報通信ネットワー

ク

(実習を含む)

D0170

D4090

D3030

D3100

コミュニケーション技術

コンピュータネットワーク

情報通信システムⅠ

情報通信システムⅡ

2

2

2

2

◎

◎

○

○

2

2

2

2

マルチメディア表現

及び技術

(実習を含む)

D3110

D0040

D4080

マルチメディア工学

情報処理応用

画 像 処 理

2

2

2

◎

◎

○

2

2

2

情報と職業 29060 情 報 と 職 業 2 ◎ 2

教職科目 (教科に関する科目 (情報))

総合システム工学科

備考

１ 種別欄の高情は高等学校一種免許状 (情報) を示し, ◎印は必修, ○印は選択を示

す｡
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教職科目 (教科に関する科目 (情報))

情報デザイン学科

備考

１ 種別欄の高情は高等学校一種免許状 (情報) を示し, ◎印は必修, ○印は選択を示

す｡

教育職員免許法施行

規則に規定された科

目

本学における授業科目, 単位数等

科目

番号
授 業 科 目

単
位
数

種
別 授 業 時 数 備

考
高

情

１年 ２年 ３年 ４年

前 後 前 後 前 後 前 後

情報社会及び情報倫
理

85020
71081
53061
51011

メディア文化論
情報メディア論
メディアと法
情報デザイン概論

2
2
2
2

◎
○
○
○ 2

2
2

2

コンピュータ及び情
報処理
(実習を含む)

53011
53021
53041
53042
51251
52130

プログラミング基礎
プログラミング演習
ゲームデザインⅠ
ゲームデザインⅡ
コンピュータ概論
ソフトウェア概論

2
2
2
2
2
2

◎
○
○
○
◎
○

2
2

2

2

2

2

情報システム
(実習を含む)

51161
51240

データベース論
情報システム論

2
2
◎
◎ 2

2

情報通信ネットワーク
(実習を含む)

50010
51071

インターネット
ネットワークとセキュリティ

2
2
◎
◎
2

2

マルチメディア表現
及び技術
(実習を含む)

50062
50072
51041
52013
52014
52091
52101
52102
52230
52240
85071
53081
53091

Web デ ザ イ ン Ⅰ
Web デ ザ イ ン Ⅱ
写 真 ・ 映 像 基 礎
Ｃ Ｇ 演 習 Ⅰ
Ｃ Ｇ 演 習 Ⅱ
Ｄ Ｔ Ｐ
映像デザインⅠ
映像デザインⅡ
プロダクトデザイン演習Ⅰ
プロダクトデザイン演習Ⅱ
映像メディア論
メディアデザイン演習Ⅰ
メディアデザイン演習Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

◎
◎
◎
◎
○
○
◎
○
○
○
◎
○
○

2
2

2

2

2

2

2

2

4

4

2

4

4

情報と職業 29060 情 報 と 職 業 2 ◎ 2
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別表２

入学検定料・学費

　①　入学検定料　　　　３０，０００円

　②　学費

学費種別
入学年度

入　学　金 授　業　料 教育充実費 合　　　計

１　年　次 200,000円 840,000円 330,000円 1,370,000円

２　年　次 840,000円 330,000円 1,170,000円

３　年　次 840,000円 330,000円 1,170,000円

４　年　次 840,000円 330,000円 1,170,000円

備考
　１ 　大学入試センター試験を利用し，本学の入学試験を受ける場合の入学検定料
は，①の入学検定料の２分の１の額とする。

　２ 　本学の学費はスライド制を適用しているので，経済動向等を勘案し必要に応
じて改定を行うものとする。

　３ 　修業年限を超えて在籍した場合は，当該年度４年次の納入金を徴収する。
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２　西日本工業大学履修に関する規程

（目　　　的）
第１条　この規程は，西日本工業大学学則（以下「学則」という。）第29条第３項の規定
に基づき，履修方法等について必要な事項を定めるものとする。

（学　科　目）
第２条　各授業科目は，必修科目，選択必修科目及び選択科目の３種類とする。
２　必修科目の単位数をもって学則第36条の卒業単位数に不足する単位数は，選択必修科
目及び選択科目によって補うものとする。

第３条　各学科の教育課程は，学則別表１によるものとする。ただし，必修科目以外の授
業科目については，自らの判断及び計画に基づいて，時間割及び本規程の履修条件によっ
て受講できる範囲内で履修することができる。

２　他学科開設の専門教育科目は，次の条件，手続きにより30単位を超えない範囲で履修する
ことができ，このうち８単位を選択科目として卒業に必要な単位数に算入することができる。
　⑴　他学科開設の授業科目の履修は，各学期に２科目までとする。
　⑵　他学科開設の授業科目の履修を希望する学生は，各学期の始めにガイダンス担当教
員の履修指導を受け，当該授業科目担当教員の許可を得ることとする。

（履 修 条 件）
第４条　学生は，次の履修条件を守らなければならない。
　⑴　各学期に履修登録できる単位数の上限は下表のとおりとする。

１年 ２年 ３年 ４年
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

25 25 23 23 23 23 23 23

　　 　ただし，既に終了した各学期において修得単位数が上記の単位を下回っている場合
は，その下回った単位数の合計の範囲内で，上記上限履修単位数に追加して登録でき
るものとする。

　　 　なお，前学期のGPA（Grade Point Average）が3.0を超えた学生は，10単位追加し
た単位数を上限として履修登録できるものとする。この場合，追加単位の次学期への
繰り越しはできない。

　⑵ 　前号で定める上限履修単位数を超えて，更に特定の授業科目の受講を希望する場合
は，卒業要件の単位数に算入しない授業科目として履修登録することにより，前号の
例外として取り扱う。

　⑶ 　３ヵ年以上在学し，学納金を完納して，１・２年次の必修科目を含んで100単位以
上を修得しなければ卒業研究に着手することはできない。
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　⑷ 　上学年次の学科目を履修することはできない。
　⑸ 　同一曜日・時限に複数の授業科目を履修することはできない。
　⑹ 　前年度までに不合格となった学科目を再履修することなく試験のみ受けることは原
則としてできない。

　⑺ 　各学科において履修条件の細則がある場合は，これに従うものとする。
（履 修 申 告）
第５条　学生は，各学期に履修しようとするすべての授業科目について，担当教員の履修
許可を得なければならない。

２　履修許可は，履修申告手続によって行われるものとし，手続方法は，次のとおりとする。
　⑴ 　学生は，各学期初めに行われる各学科の履修ガイダンスに出席しなくてはならない。
　⑵ 　学生は，各自の履修計画に基づいて，Webによる履修申告入力を行い，入力内容を
２部印刷し，１部をガイダンス教員に提出しなければならない。この提出により，履
修登録が確定する。

　⑶ 　科目によっては，施設・設備などの問題から履修人数に制限がかかることがある。
履修申告時期終了後に無作為抽選を行い，抽選結果を掲示する。落選者は訂正期間中
に他の授業科目を履修申告できるものとする。

　⑷ 　履修登録確定後の登録内容の変更及び追加・取り消しはできないが，選択科目の場
合，前期は６月10日，後期は11月30日までに限って所定の手続きを経て履修中止申
告を行うことができる。

（授　　　業）
第６条　授業は，原則として月曜日から金曜日，毎日４時限をもって行うが，教職課程科
目の授業は，原則として５時眼目に行うものとし，補講・特別講義等は土曜日に行うも
のとする。授業時間は，次表のとおりとする。

１時限 休憩 2時限 休憩 3時限 休憩 4時限 （休憩）（５時限）
９：00 10　

分

10：40 50　
分

13：00 10　
分

14：40 （
10　
分
）

（ 16：20 ）
～ ～ ～ ～ ～

10：30 12：10 14：30 16：10 （ 17：50 ）

第７条　授業は，次の場合休講とする。
　⑴　大学行事を行う場合（掲示にて連絡する。）
　⑵ 　授業科目担当教員にやむを得ない理由が生じ，授業が行えない場合（掲示にて連絡
する。）

　⑶ 　授業開始時刻から30分を経過しても授業科目担当教員から指示がなく，授業が開始
できない場合

　⑷ 　JR鹿児島本線（博多・門司港間）又はJR日豊本線（宇佐・小倉間）において事故
等により全面的に運行を停止した場合。ただし，午前７時において全面的に運行を停
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止している場合は，午前中の授業を休講とし，午前10時において全面的に運行を停止
している場合は，午後の授業を休講とする。

　⑸　地震，台風等の自然災害，或いは不測の事態が発生した場合
第８条　休講等により授業回数が不足した場合は，補講を行う。補講の日程等は，当該授
業中又は掲示にて連絡する。

（試　　　験）
第９条　試験は，定期試験（期末試験），追試験及び再試験の３種類とし，次の内容のも
のとする。

　⑴ 　定期試験（期末試験）は，学期末の試験期間中に行う試験をいう。
　⑵ 　追試験は，定期試験（期末試験）の受験資格を有しながら，次のやむを得ない理由
により定期試験（期末試験）を受験できなかった場合に行う試験をいう。

　　ア　病気で受験できなかった場合（ただし，医師の診断書が必要）
　　イ 　二親等以内の親族の死亡による忌引きの場合（ただし，往復の日時を含め最短日

数とする。）
　　ウ 　公共交通機関が運休又は遅延した場合（ただし，遅延の場合は，当局の発行した

遅延証明書が必要）
　　エ 　大学が認めた就職試験を受験した場合，及び大学が認めた企業説明会，インター

ンシップ等に参加した場合（ただし，各学科の就職指導委員の承認が必要）
　　オ　本学が認めた課外活動に参加する場合（ただし，学生委員会の承認が必要）
　　　 　この場合において，理由発生当日を含めて３日以内に必要書類を添付して，大学

所定の欠試届（追試願）を学務課に提出し，当該授業科目担当教員に許可された場
合に限って受験することができる。

　⑶ 　再試験は，成績発表によって不合格となった科目の内，再試験の判定を受けた者に
行う試験をいう。

　　 　再試験は，成績発表後，その学期内に行われ（この間に再試験の判定を受けた者に対
する補講を行うことがある。）その実施方法，日時は担当教員が成績発表時に掲示する。

第10条 　試験は，筆記試験を原則とするが，報告書・論文等の審査をもって試験とみなす
こともある。筆記試験の時間は，原則として60分又は90分とする。

第11条 　各試験の期間及び時間割については，以下のとおりとする。
　⑴ 　定期試験（期末試験）の期間は，学年暦に示されたとおりとし，時間割は，原則と
して試験開始１週間前に掲示にて発表する。

　⑵ 　試験時間割で試験科目に重複がある場合は，定められた期日までに学務課に届出，
重複受験処置の指示を得ること。指示は，掲示にて行う。

第12条　各授業科目の受験資格は，次のとおりとする。
　⑴　履修許可済の授業科目であること。
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　⑵　原則として，授業回数の３分の２以上出席していること。
第13条　学生は，試験中，次のことを遵守しなければならない。
　⑴　学生証は，必ず携行すること。
　　 　学生証は，机上の見やすい場所に置き，学生証を忘れた場合は，学務課にて仮学生
証・（当日のみ有効）の発行を受けること。

　⑵　試験監督者の指示に従うこと。
　⑶　不正行為及び私語や疑わしい行為をしないこと。
　⑷　物品（筆記具・消しゴム・ナイフ等）の貸借をしないこと。
　⑸ 　持ち込みを許可されていない携帯電話端末などの電子機器を利用し，計算・通信な
ど疑わしい行為をしないこと。

　⑹　遅刻は，試験開始後20分以内は認めるが，試験時間は延長しない。
　⑺　試験場からの退室は，試験開始後30分を経過しないと許可しない。
　⑻　当該科目の試験終了学生は，答案提出後直ちに試験場から退室しなくてはならない。
第14条　前条第３号でいう不正行為とは，次の行為をいう。
　⑴　他人の答案を書き写す行為，また，他人に書き写させる行為
　⑵　参照を許可されていない教科書等を使用する行為
　⑶ 　カンニングペーパー（電子機器類を含む）等を使用，或いは予め机等に書き込みを
行う行為

　⑷　他人に答案を書いてもらう行為，また，他人の答案を作成する行為
　⑸　他人に受験を依頼し，他人が受験する行為（身代わり受験）
　⑹　その他不正と判断される行為
第15条　不正行為を行った学生には，学則第39条により，教授会の議を経て，次のとお
り処分する。

　⑴　前条第１号及び第２号の行為については，停学２週間及び当該科目を零点とする。
　⑵ 　前条第３号及び第４号の行為については，停学１ヵ月及び当該科目を含み，その期
の履修科目をすべて零点とする。

　⑶ 　前条第５号の行為については，停学６ヵ月及び当該科目を含み，その期の履修科目
をすべて零点とする。

　⑷ 　特に悪質な不正行為については，退学処分とする。
第16条　試験監督者の指示に従わない場合，或いは，私語や疑わしい行為をした場合は，
担当教員が当該科目を零点とする。

第17条　試験場に限らず，採点の際に不正行為・疑わしい行為があったと認められる場合
は，第16条に準じて処置する。
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（成績，評価及び単位認定）
第18条　学業成績は，第９条及び第10条に定める試験の成績や修学状況（平常の授業時
間内に行われる小試験の結果等）を考慮して行う。

第19条　成績は，得点によって次表のとおり判定する。ただし，再試については，70点
をもって最高とする。なお，当学期の授業料が完納されなければ単位認定は行わない。

種　別 評　　語 点　　数 理　　　　由

合　格

A（優） 100点～80点 優れた学力を示した場合

B（良）  79点～70点 妥当と認められる学力を示した場合

C（可）  69点～60点 
合格と認められる最低限度の学力を
示した場合

不合格

E（不可） 59点以下 
合格と認められるに足る学力を示さ
なかった場合

F（履修放棄） ０点 
受講放棄又は定期試験を受験しな
かった

　なお，GPAによる成績評価は，上表の100点満点評価に基づいて行う。
　　　GPAによる成績評価

点　　数 各科目の成績
100～90点 S
 89～80点 A
 79～70点 B
 69～60点 C
 59～０点 D

　総合的な成績評価GPAは，GPA＝Σ（ｎ・GP）／Σｎで算出する。
　ｎは各科目の単位数で，GPは各科目の評価で，60以上は（Ｐ－50）／10
　59以下はＰ／60により求め，小数第１位までの値とする。履修放棄は０とする。
　ただし，GPAが4.0を超えた場合は4.0とする。
　教職科目，自主研究，他大学等で取得した科目はGPAの算出に組み入れない。

第20条　成績発表は，学期末に「成績一覧」を配布することによって行う。ただし，成績
発表の期日は，学年暦で定めるものとし，発表の詳細については，教務委員会の議を経
て決定する。

第21条　発表のあった成績について問い合わせがある場合は，当該科目を履修した学期内
に限って，担当教員に申し出ることができる。
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第22条　合格した学科目については，その科目の修了を認め所定の単位を認定する。
２　いったん卒業要件単位として認定された科目については，成績が不本意であっても再
度履修することはできない。

（卒業に要する最低修得単位数）
第23条　本学における卒業に要する最低修得単位数は，別表１のとおりとする。
（教 職 課 程）
第24条　教職課程の履修については，この規程に準じて行うものとし，授業科目等につい
ては，別に定める。

（雑　　　則）
第25条　追試験料及び再試験料については，別に定める。ただし，追試験料については，
第９条第２号のオに該当する場合において減額又は免除することがある。

第26条　履修申告処理及び成績処理の詳細については，別に定める。
第27条　この規程を施行するために必要があるときは，内規として細則を定めることがで
きる。

　　附　　則
１　この規程は，従前の修学規程を全部改正し，平成５年４月１日から施行する。ただし，
この規程の施行の際，平成４年度以前に入学した学生については，第４条履修条件及び
第23条卒業に要する最低修得単位数の規定にかかわらず，なお従前の例によるものと
し，改正前の修学規程細則を適用する。

２　この規程は，平成９年４月１日から改正施行する。ただし，この規程の改正施行の際，
平成５年度から平成８年度までに入学した学生については，第23条別表１の規定にかか
わらず，なお従前の例によるものとする。

３　この規程は，平成９年７月３日から改正施行する。
４　この規程は，平成12年４月１日から改正施行する。
５　この規程は，平成13年４月１日から改正施行する。ただし，この規程の改正施行の際，
平成９年度から平成12年度までに入学した学生の第３条，第４条，第22条及び第23条
の規定の適用については，なお従前の例によるものとする。

６　この規程は，平成15年４月１日から改正施行する。ただし，この規程の改正施行の際，
平成14年度以前に入学した学生については，なお従前の例によるものとする。

７　この規程は，平成16年４月１日から改正施行する。ただし，この規程の改正施行の際，
平成15年度以前に入学した学生については，なお従前の例によるものとする。

８　この規程は，平成17年４月１日から改正施行する。
９　この規程は，平成18年４月１日から改正施行する。
10　この規程は，平成20年４月１日から改正施行する。
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11　この規程は，平成21年４月１日から改正施行する。
12　この規程は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する。
13　この規程は，平成24年10月１日から改正施行する。
14　この規程は，平成25年４月１日から改正施行する。

　別表１（第23条関係）
授業科目区分 最低修得単位数 合　計
総
合
共
通
科
目

人間・社会科学系 ８

１２６
語 学 系 ６
総合教育系 ４

学部共通科目
９０

専門教育科目
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３　西日本工業大学教職課程規程

第１条　この規程は，学則第35条第３項の規程に基いて，定めるものである。
第２条　学則第35条第２項の免許状を取得しようとする者は，教育職員免許法及び教育職
員免許法施行規則の定めるところにより，次の四分野にわたりそれぞれ必要な単位数を
修得するとともに，幅広く深い教養を身に付けるよう努めなければならない。

（１）教養科目
　　 　教養科目は，学士の学位を取得するために必要な単位数を修得しなければならない。
この場合において，次の授業科目は必修とする。

　　①　日本国憲法（２単位）
　　②　体育Ⅰ（１単位）及び体育Ⅱ（１単位）
　　③ 　総合システム工学科及びデジタルエンジニアリング学科においては，英会話Ⅰ（２

単位）あるいは英会話Ⅱ（２単位）とし，建築学科及び情報デザイン学科において
は，英会話Ａ（２単位）あるいは英会話Ｂ（２単位）とする。  

　　④ 　総合システム工学科及びデジタルエンジニアリング学科においては，情報処理基礎（２
単位）とし，情報デザイン学科及び建築学科においては，情報リテラシー（２単位）とする。

（２）教職に関する科目
　　教職に関する科目の授業科目，単位数及び教育課程表は別表１の通りとする。
（３）教科に関する科目
　　教科に関する科目は，次の通りとする。
　　① 　中学校一種免許状（数学）及び高等学校一種免許状（数学）
　　　 　中学校一種免許状（数学）及び高等学校一種免許状（数学）を取得するための教

科に関する科目は，別表２の教育課程表の必修科目とする。
　　②　高等学校一種免許状（工業）
　　　 　高等学校一種免許状（工業）を取得するための教科に関する科目は，各学科の専

門科目及び職業指導の中で，次の表に示す科目とする。
学部・学科名 種別 授　　業　　科　　目

工　 学　 部
総合システム
工 学 科

必修 工学概説、環境学概論

選択

統合理工学Ⅰ，統合理工学Ⅱ，環境と技術，資源エネルギー，
環境と情報，環境と企業

ものづくり演習Ⅰ，創造工学，ものづくり演習Ⅱ，CADⅠ，機
械工作Ⅰ，機械製図，機構学，機械工作Ⅱ，材料力学Ⅰ，機械
力学Ⅰ，機械要素Ⅰ，機械材料Ⅰ，材料力学Ⅱ，機械力学Ⅱ，
流体力学Ⅰ，工業熱力学Ⅰ，制御工学Ⅰ，機械工学基礎実験，
機械要素Ⅱ，CADⅡ，機械材料Ⅱ，流体力学Ⅱ，工業熱力学Ⅱ，
制御工学Ⅱ，機械工学応用実験，機械設計製図，流体機械，エ
ンジン工学，熱機械，ロボット工学，信頼性工学，CAM
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工　 学　 部
総合システム
工 学 科

選択

電子計算機概論，基礎プログラミングⅡ，情報技術Ⅰ，情報技
術Ⅱ，情報技術Ⅲ，情報技術Ⅳ，集積回路，電子回路，情報実
験Ⅰ，情報実験Ⅱ，電子機器システム，電子デバイス，電子応
用，基礎電気回路Ⅰ，基礎電気回路Ⅱ，電気回路Ⅰ，電気回路Ⅱ，
パワーエレクトロニクス，電気法規及び施設管理，電気磁気学Ⅰ，
電気磁気学Ⅱ，高電圧工学，電気機器，エネルギー変換，電力
工学，電力伝送システムⅠ，電力伝送システムⅡ，電力発生工学，
電気設計製図，システム工学，過渡解析Ⅰ，過渡解析Ⅱ，電気
基礎実験Ⅰ，電気基礎実験Ⅱ，電気電子工学実験Ⅰ，電気電子
工学実験Ⅱ，電気応用実験，電気電子材料

環境建設創造工学，CGデザイン，CGデザイン演習，GIS，建
設 CAD，測量学，測量学演習，測量学実習Ⅰ，測量学実習Ⅱ，
建設材料学，構造工学，構造工学演習，地盤工学，地盤工学演習，
コンクリート構造工学，防災工学，水理学，水理学演習，交通
計画学，橋梁工学，道路工学，ネットワークプランニング，河
川工学，水処理工学，品質管理学，環境計量学，海岸・港湾工学，
廃棄物処理工学，都市計画，環境・建設法規，環境・建設工学
実験Ⅰ，環境・建設工学実験Ⅱ

工　 学　 部
デ ジ タ ル
エンジニアリ
ン グ 学 科

必修 工学概説（２単位１年前期）、環境学概論

選択

統合理工学Ⅰ，統合理工学Ⅱ，環境と技術，資源エネルギー，環
境と情報，環境と企業

３DCAD 入門Ⅰ，３DCAD 入門Ⅱ，３DCAD 入門Ⅲ，３DCAD
応用Ⅰ，３DCAD応用Ⅱ，テクニカルイラストレーション，テク
ニカルライティング，デジタルエンジニアリングⅠ，デジタルエ
ンジニアリングⅡ，機械製図Ⅰ，機械製図Ⅱ，設計工学，ものづ
くり演習Ⅰ，ものづくり演習Ⅱ，ハードウェア・ソフトウェア，
組込みシステム，機械系力学，加工学概論，電気電子回路，カー
エレクトロニクス，材料力学，メカトロニクス，成型加工論，材
料工学，センシング工学，３DCAD実践活用法，デジタルものづ
くり入門，ものづくりワークショップⅠ，ものづくりワークショッ
プⅡ，業界動向，３DCAD実践Ⅰ，３DCAD実践Ⅱ，機構シミュ
レーション，流体シミュレーション，自動車工学，ディジタル制
御，次世代自動車工学，ロボット制御工学，

デザイン学部
建 築 学 科

必修 建築デザイン基礎，建築力学Ⅰ，鉄筋コンクリート構造Ⅰ，鉄骨構造
Ⅰ，建築環境工学Ⅰ，建築材料概説，都市地域計画

選択

建築学概説，建築構法デザイン，建築計画Ⅰ，建築設計Ⅰ，建
築設計Ⅲ，建築史Ⅰ，建築力学Ⅱ，建築設備Ⅰ，建築施工Ⅰ，
建築設計Ⅱ，建築史Ⅱ，建築環境工学Ⅱ，建築計画Ⅱ，建築法
規，建築設備Ⅱ，建築力学Ⅰ演習，建築力学Ⅱ演習，建築施工Ⅱ，
建築力学Ⅲ，建築力学Ⅳ，建築実験，鉄筋コンクリート構造Ⅱ，
鉄骨構造Ⅱ，建築測量学演習，

全学科共通 必修 職業指導Ⅰ（２単位・３年次前期開講），職業指導Ⅱ（２単位・
３年次後期開講）

　　③　高等学校一種免許状（情報）
　　　 　高等学校一種免許状（情報）を取得するための教科に関する科目は，総合システ

ム工学科，情報デザイン学科で開設の別表３の教育課程表の科目とする。
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（４）教科又は教職に関する科目
　　①　中学校一種免許状（数学）
　　　　教科に関する科目（数学）の選択科目の中から８単位以上修得すること。
　　②　高等学校一種免許状（数学）
　　　 　教職に関する科目（高等学校数学）の選択科目，教科に関する科目（数学）の選

択科目及び「道徳教育の研究」の中から16単位以上修得すること。
　　③　高等学校一種免許状（工業）
　　　 　総合システム工学科及びデジタルエンジニアリング学科においては，教科に関す

る科目（工業）として20単位を取得するとともに、「教科又は教職に関する科目」
として，教科に関する科目（工業）の選択科目及び「道徳教育の研究」の中から16
単位以上修得すること。

　　　 　建築学科においては，教科に関する科目（工業）の選択科目及び「道徳教育の研
究」の中から16単位以上修得すること。

　　④　高等学校一種免許状（情報）
　　　 　総合システム工学科においては，教科に関する科目（情報）の選択科目及び「道

徳教育の研究」の中から８単位以上修得すること。　　　
　　　 　情報デザイン学科においては，教科に関する科目（情報）の選択科目及び「道徳

教育の研究」の中から８単位以上修得すること。
第２条の２　前条に定めるもののほか，中学校一種免許状（数学）を取得するためには，
小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律
（平成９年法律第90号）及び小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員
免許法の特例等に関する法律施行規則（平成９年文部省令第40号）に定める介護等の体
験を行わなければならない。

第３条　教職に関する科目及び教育職員免許状取得のために開講される教科に関する科目
は，当該学科の卒業に必要な単位数に算入しない。

第４条　教職に関する科目及び教科に関する科目の単位を修得した者は，本人の請求によ
り，修得した授業科目及び単位の証明を求めることができる。

第５条　教職に関する科目及び教育職員免許状取得のために開講される教科に関する科目
を履修する者は，所定の期間内に別に定める受講料を納入しなければならない。

第６条　教育職員免許状を取得するための細則については別に定める。

　　附　　則
１　この規程は，平成12年４月１日から改正施行する。ただし，平成11年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

２　この規程は，平成13年４月１日から改正施行する。ただし，平成12年度以前に入学
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した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。
３　この規程は，平成14年４月１日から改正施行する。ただし，平成12年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

４　この規程は，平成15年４月１日から改正施行する。ただし，平成14年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

５　この規程は，平成16年４月１日から改正施行する。ただし，平成15年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

６　この規程は，平成17年４月１日から改正施行する。
７　この規程は，平成18年４月１日から改正施行する。ただし，平成17年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

８　この規程は，平成19年４月１日から改正施行する。ただし，平成18年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

９　この規程は，平成20年４月１日から改正施行する。ただし，平成19年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

10　この規程は，平成21年４月１日から改正施行する。ただし，平成20年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

11　この規程は，平成22年４月１日から改正施行する。ただし，平成21年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

12　この規程は，平成23年４月１日から改正施行する。ただし，平成22年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。

13　この規程は，平成25年４月１日から改正施行する。ただし，平成24年度以前に入学
した学生については，この規程にかかわらず，なお従前の例によるものとする。
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別表１
教育職員免許法
施行規則に規定
された科目及び
最低修得単位数

本学における授業科目、単位数等

科目
番号

授 業 科 目
単
位
数

種　別 授　　業　　時　　数 備　
　

考
中　

数

高　

数

高　

工

高　

情

１年 ２年 ３年 ４年
前 後 前 後 前 後 前 後

第
二
欄
教職の意義等
に関する科目

2 90020 教 職 概 論 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2

第　
三　
欄

教育の基礎理論
に関する科目

6
90010 教育学概論 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
90110 教育心理学 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
90220 教育制度学 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2

第　
　
　
　

四　
　
　
　

欄

教 育 課 程
及 び 指 導
法 に 関 す
る 科 目

中学
12

高校
６

90330 教育課程論 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
90410 数学科教育法Ⅰ 2 ◎ ◎ 2
90420 数学科教育法Ⅱ 2 ◎ ◎ 2
90430 数学科指導法Ⅰ 2 ◎ ○ 2
90450 数学科指導法Ⅱ 2 ◎ ○ 2
90460 工業科教育法Ⅰ 2 ◎ 2
90470 工業科教育法Ⅱ 2 ◎ 2
90520 情報科教育法Ⅰ 2 ◎ 2
90530 情報科教育法Ⅱ 2 ◎ 2
90510 道徳教育の研究 2 ◎ 2
90610 特別活動の研究 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
90320 教 育 工 学 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2

生徒指導、教育
相談及び進路指
導に関する科目

4
90730 生徒・進路指導論 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2
90720 教育カウンセリング 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2

第　
五　
欄
教 育 実 習

中学
５
高校
３

99910 教育実習Ⅰ 2 ◎ ○ （集中）
99920 教育実習Ⅱ 2 ◎ ◎ ◎ ◎ （集中）
99930 教育実習指導 1 ◎ ◎ ◎ ◎ 0.5 0.5

第
六
欄
教職実践演習 2 90820 教職実践演習

（中・高） 2 ◎ ◎ ◎ ◎ 2

備考
　種別欄（中数は中学校一種免許状（数学），高数は高等学校一種免許状（数学），高工は
高等学校一種免許状（工業），高情は高等学校一種免許状（情報）の略）は，それぞれ
の教育職員免許状取得のために必要な科目を示 し、◎印は必修，○印は選択を示す。
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別表２　総合システム工学科

教育職員免許法施行
規則に規定する科目

科目
番号

授 業 科 目
単
位
数

種 別 授　　業　　時　　数 備　
　

考
中　

数

高　

数

１年 ２年 ３年 ４年
前 後 前 後 前 後 前 後

代　　数　　学

80320 線形数学Ⅰ 2 ◎ ◎ 2
80330 線形数学Ⅱ 2 ◎ ◎ 2
A0340 代 数 学 Ⅰ 2 ○ ○ 2
A0350 代 数 学 Ⅱ 2 ○ ○ 2

幾　　何　　学

A0360 幾 何 学 Ⅰ 2 ◎ ◎ 2
A0370 幾 何 学 Ⅱ 2 ◎ ◎ 2
A0380 幾 何 学 Ⅲ 2 ○ ○ 2
A0390 幾 何 学 Ⅳ 2 ○ ○ 2

解　　析　　学

80410 解 析 学 Ⅰ 2 ◎ ◎ 2
80430 解 析 学 Ⅱ 2 ◎ ◎ 2
A0440 解 析 学 Ⅲ 2 ○ ○ 2
80420 解析学Ⅰ演習 2 ◎ ◎ 2
80450 応用数学Ⅰ 2 ◎ ◎ 2
A0460 応用数学Ⅱ 2 ○ ○ 2

「確率論、統計学」
80470 統 計 学 Ⅰ 2 ◎ ◎ 2
A0480 統 計 学 Ⅱ 2 ○ ○ 2

コンピュータ
80522 基礎プログラミングⅠ 2 ○ ○ 2
80541 数 値 解 析 2 ◎ ◎ 2

備考
　　種別欄（中数は中学校一種免許状（数学），高数は高等学校一種免許状（数学）の略）
は，それぞれの教育職員免許状取得のために必要な科目を示し，◎印が必修，○印が選
択を示す。
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別表３　総合システム工学科

教育職員免許法施行規
則に規定された科目

科目
番号

授 業 科 目
単
位
数

種
別 授　　業　　時　　数 備　

　

考
高　

情

１年 ２年 ３年 ４年
前 後 前 後 前 後 前 後

情報社会及び情報倫理 71081 情報メディア論 2 ◎ 2

コンピュータ及び情
報処理
（実習を含む）

D4011 プログラミング 2 ◎ 2
D4110 ソフトウェア工学 2 ◎ 2
D4030 コンピュータ工学 2 ◎ 2
60240 制御システム工学 2 ◎ 2
C0150 電気電子計測 2 ◎ 2
D4021 論 理 設 計 2 ○ 2

情報システム
（実習を含む）

D4040 情 報 構 造 2 ◎ 2
D4100 データベース 2 ◎ 2
D4050 システムソフトウェア 2 ◎ 2
D4120 応用プログラミング 2 ○ 2

情報通信ネットワーク
（実習を含む）

D0170 コミュニケーション技術 2 ◎ 2
D4090 コンピュータネットワーク 2 ◎ 2
D3030 情報通信システムⅠ 2 ○ 2
D3100 情報通信システムⅡ 2 ○ 2

マルチメデイア表現
及び技術
（実習を含む）

D3110 マルチメディア工学 2 ◎ 2
D0040 情報処理応用 2 ◎ 2
D4080 画 像 処 理 2 ○ 2

情報と職業 29060 情 報 と 職 業 2 ◎ 2

備考
　　種別欄の高情は高等学校一種免許状（情報）を示し，◎印は必修，○印は選択を示す。
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情報デザイン学科

教育職員免許法施行規
則に規定された科目

科目
番号

授 業 科 目
単
位
数

種
別 授　　業　　時　　数 備　

　

考
高　

情

１年 ２年 ３年 ４年
前 後 前 後 前 後 前 後

情報社会及び情報倫理

85020 メディア文化論 2 ◎ 2
71081 情報メディア論 2 ○ 2
53061 メディアと法 2 ○ 2
51011 情報デザイン概論 2 ○ 2

コンピュータ及び情
報処理
（実習を含む）

53011 プログラミング基礎 2 ◎ 2
53021 プログラミング演習 2 ○ 2
53041 ゲームデザインⅠ 2 ○ 2
53042 ゲームデザインⅡ 2 ○ 2
51251 コンピュータ概論 2 ◎ 2
52130 ソフトウェア概論 2 ○ 2

情報システム
（実習を含む）

51161 データベース論 2 ◎ 2
51240 情報システム論 2 ◎ 2

情報通信ネットワーク
（実習を含む）

50010 インターネット 2 ◎ 2
51071 ネットワークとセキュリティ 2 ◎ 2

マルチメデイア表現
及び技術
（実習を含む）

50062 WebデザインⅠ 2 ◎ 2
50072 WebデザインⅡ 2 ◎ 2
51041 写真・映像基礎 2 ◎ 2
52013 CG演 習 Ⅰ 2 ◎ 2
52014 CG演 習 Ⅱ 2 ○ 2
52091 D T P 2 ○ 2
52101 映像デザインⅠ 2 ◎ 2
52102 映像デザインⅡ 2 ○ 2
52230 プロダクトデザイン演習Ⅰ 2 ○ 4
52240 プロダクトデザイン演習Ⅱ 2 ○ 4
85071 映像メディア論 2 ◎ 2
53081 メディアデザイン演習Ⅰ 2 ○ 4
53091 メディアデザイン演習Ⅱ 2 ○ 4

情報と職業 29060 情 報 と 職 業 2 ◎ 2
備考
　　種別欄の高情は高等学校一種免許状（情報）を示し，◎印は必修，○印は選択を示す。
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４　西日本工業大学奨学生規則

（趣　　　旨）
第１条　この規則は，西日本工業大学（以下「本学」という。）学則（以下「学則」という。）
第66条４項の規定に基づき，奨学生制度に関する必要な事項を定める。

（目　　　的）
第２条　奨学生制度は，学力・人物共に優秀な学生で経済的理由により就学困難な者に対
し，就学上必要な奨学金を学費減免（又は支給）して学業を継続させることを目的とする。
（資　　　格）
第３条　奨学生の資格は，次の各号の一に該当するものであることとする。
　⑴ 　奨学生（就学サポート）（以下「就学サポート生」という。）は，入試要項に定める

奨学生選抜入学試験を受験し，学力・人物共に優れ，本学への進学意欲が強く，経済
支弁者の所得が日本学生支援機構第一種奨学生学生推薦基準の収入基準額以下である
者。

　⑵ 　奨学生（地域サポート）（以下「地域サポート生」という。）は，学力・人物共に優
れ，本学への進学意欲が強く，離島振興法で指定された地域及び沖縄県出身者，又は，
学長が経済的理由で就学困難な者と認める者で，経済支弁者の所得が日本学生支援機
構第一種奨学生学生推薦基準の収入基準額以下である者。

　⑶ 　奨学生（継続サポート）（以下「継続サポート生」という。）は，学生（学則で定め
られた研究生・科目等履修生・委託生を除く）が，入学後，家庭の事情が急変したた
め，本人が修学を希望しているにもかかわらず，経済的理由により修学が困難になっ
た者で，別に定める資格審査の基準に適合した者。

（特典及び定員）
第４条　奨学生の特典及び定員は，次のとおりとする。
　⑴ 　就学サポート生は，４年間の授業料の半額を納付免除とし，定員を各入学年度毎70
名以内とする。

　⑵ 　地域サポート生は，４年間の教育充実費を納付免除とし，定員を各入学年度毎20名
以内とする。

　⑶ 　継続サポート生は，半期分の授業料及び教育充実費を納付免除とし，定員を全学年
で毎年度延べ10名以内とする。

（選　　　考）
第５条　奨学生の選考は，次のとおりとする。
　⑴ 　就学サポート生は，奨学生選抜入学試験の受験生の中から入学試験審議会で選考し，
教授会で決定する。なお，選考に関する基準は，別に定める。

　⑵ 　地域サポート生は，本学の12月までに実施される各推薦入試等を専願で受験して合
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格した者の中から，学生委員会で選考し，教授会で決定する。
　⑶ 　継続サポート生は，学生の申請により学生委員会による資格審査で判定された者を
学長が決定する。なお，申請及び審査に関する基準は，別に定める。

（資格の停止又は喪失）
第６条　奨学生が次の各号の一に該当する場合は，資格の停止又は喪失を教務委員会又は
学生委員会で審査し，教授会で決定する。

　⑴ 　退学あるいは修学を途中で放棄した場合
　⑵ 　著しく学業成績が低下した場合（学業成績に関する基準は別に定める。）
　⑶ 　学則に定める懲戒処分を受けた場合
　⑷　その他，奨学生としてふさわしくない行為があった場合
２　前項の各号に該当する場合は，当該年度の奨学金の全額又は一部を返納させることが
ある。

３　休学した場合は，休学期間中のその資格を停止する。
（所　　　管）
第７条　この規則に関する事務は，学務課が所管する。
（規則の改廃）
第８条　この規則の改廃は，教授会の議を経て，学長が決定する。ただし，第４条の特典
及び定員に関わる規定については，理事会の承認を必要とする。

　　附　　則
１　この規則は，西日本工業大学修学支援生規則及び西日本工業大学特別貸与奨学生規程
を廃止し，平成24年４月１日から施行する。ただし，平成24年度以前に入学した学生
で修学支援生として適用させている者については，この規定に関わらず従前の例による
ものとし，改正前の規則を適用する。なお，就学サポート生及び地域サポート生は，平
成25年度入学生の選抜から適用する。

２　この規則は，平成24年10月１日から改正施行する。
３　この規則は，平成25年３月27日から改正施行し，平成25年度入学生から適用する。
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付　1　　西日本工業大学特別奨学生に関する細則

　（目　　　的）
第１条　この細則は，西日本工業大学特別奨学生規則（以下，「規則」という。）第６条第
１項「選考に関する基準」，第７条第１項第２号「学業成績の基準」に関する必要な事項
について定める。

（選考の方法）
第２条　特別奨学生の選考方法は，規則で定める入学試験で，面接の基準を満たし，かつ
学力試験の成績が上位の者を特別奨学生候補者として入試審議会で決定する。

（選考の基準）
第３条　入試実施委員会は，入学試験の出題レベル及び採点結果を参考にして，それぞれ
の教科・科目の基準点を定めて入学試験審議会に提案する。

２　面接の選考基準は，面接評価ＡからＥまでの５段階評価の原則としてＢ以上とする。
（選考の手順）
第４条　入学試験において，面接評価及び学力成績の選考基準を満たした者については，
志望学科に関係なく，学力試験２教科の合計点の最上位者から順に特別奨学生の合格候
補者として選考する。

（学業成績の基準）
第５条　特別奨学生規則第７条「資格の停止又は喪失」の第１項第２号に規定する「学業
成績が著しく低下した場合」とは，次の基準を満たさない場合をいう。

　⑴ 　前半期に履修した授業科目の成績が，平均80点以上であること，なお１年次前期か
ら３年次後期の間は，前半期に卒業要件に係わる授業科目の履修申告単位数が，10単
位以上であること。

　⑵ 　３年次終了時に卒業研究着手条件をすべて満たしていること。
　⑶ 　デザイン奨学生においては，デザイン学部が指定する科目の平均点が80点以上であ
ること。

２　前項第１号の基準を満たさないときは，教務委員会の審議を経て教務部長が該当者に
警告する。警告を受けた該当者が翌学期も基準を満たさないときは，特別奨学生の資格
を停止する。

３　前項において資格を停止された者が，翌学期以降において奮起し，前条の第１号の基
準を満たした場合は，学科の推薦を受けて教務委員会で審議の上，教授会に諮り資格の
復活を行うことができる。

４　第１項第２号の基準を満たさないときは，翌年度の資格を取り消す。
（所　　　管）
第７条　この細則に関する事務は，学務課が所管する。
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（細則の改廃）
第８条　この細則の改廃は，教授会の議を経て，学長が決定する。
　　附　　則
１　この細則は，平成13年４月１日から施行する。
２　この細則は，平成17年４月１日から一部改正施行する。
３　この細則は，平成21年12月25日から一部改正施行し，平成21年10月１日から適用する。
４　この細則は，平成25年４月１日から改正施行する。ただし，平成25年度以前に入学し
た学生については，この細則に関わらず従前の例によるものとし，改正前の細則を適用
する。
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５　西日本工業大学スポーツ特別奨学生規則

（趣　　　旨）
第１条　この規則は，西日本工業大学学則第66条第３項の規定に基づき，スポーツ特別奨
学生（以下「特別奨学生」という。）に関する必要な事項を定める。
（目　　　的）
第２条　スポーツ特別奨学生制度は，特に優れたスポーツ技能を持つ者を確保し，入学後
特別奨学生として優遇することにより，入学後の競技力向上と学業の両立を促して社会
に有為な人材を養成するとともに，西日本工業大学（以下「本学」という。）のスポーツ
活動の振興を図ることを目的とする。

（特　　　典）
第３条　特別奨学生は，在学４年間の授業料（教育充実費を除く。）全額，若しくは一部を
奨学金として納付免除する。

（採　用　枠）
第４条　特別奨学生の採用枠は，授業料全額免除30名分の範囲内とする。ただし，学長の
裁量で若干の調整を行うことができるものとする。なお，対象とする競技部は，弓道部，
硬式野球部，バレーボール部，ソフトテニス部，ボウリング部及び卓球部とする。

２　各対象サークルの免除対象者枠については，別途定める。
（選考及び資格の決定）
第５条　特別奨学生の選考は，スポーツ特別奨学生選考委員会（以下「選考委員会」という。）
にて行い，教授会で決定する。

２　１年次生については，スポーツ有能者特別推薦入試合格者の中から，スポーツ技能が
特に優れ，本学の課外活動の振興に著しく寄与すると選考委員会から候補者として推薦
された者を入試審議会の承認を経て，教授会に諮るものとする。

３　２年次生以上の在学生については，各学年の採用粋が満たされていない場合に限り，
その枠内で，受験した入試の種類に関わりなく前年度の活動において特に顕著な成績を
収めたと，選考委員会から候補者として推薦された者を学生委員会の承認を経て教授会
に諮るものとする。選考の時期は，年度末とする。

（選考委員会）
第６条　選考委員会は，次に掲げる委員をもって構成し，学生部長を委員長とする。
　⑴　学生部長
　⑵　教務部長
　⑶　学生担当次長
　⑷　教務担当次長
　⑸　体育教員
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　⑹　当該種目の顧問及び監督（専任教職員）
２　選考委員会は，必要の都度委員長が招集し，次の事項について審議する。
　⑴　特別奨学生の選考に関すること。
　⑵　特別奨学生の減免額に関すること。
　⑶　特別奨学生の資格審査に関すること。
３　選考委員会は，構成委員の３分の２の出席により成立する。議決は出席委員の過半数
の賛成により決定し，可否同数のときは委員長の決するところとする。

（資格の喪失）
第７条　次の各号の一に該当する者は，資格の停止又は取消しを選考委員会及び学生委員
会の審査を経て教授会で決定することがある。資格審査についての詳細は別に定める。

　⑴　技能の向上がなく，特別奨学生としての資格がないと認められる者
　⑵　退学，あるいは修学行為を途中で放棄した者
　⑶　授業の出席が悪く，学力が低下して成業の見込みがない者
　⑷　学則による懲戒処分を受けた者
　⑸　納付免除外の学校納付金の納入義務を怠った者
　⑹　自己の都合により，辞退を申し出た者
　⑺　試合又は練習中以外の事故等によってスポーツ活動を継続することができなくなっ
た者

２　前項各号に該当する場合は，当該年度の授業料免除額の全額又は一部を納付させるこ
とがある。

３　休学した場合は，休学の期間中，特別奨学生の資格を停止する。
（事　　　務）
第８条　特別奨学生に関する総括事務は，学務課の所管とする。
（規則の改廃）
第９条　この規則の改廃は，教授会の議を経て，学長が決定する。ただし，第３条の特典
及び第４条の採用枠に関わる規定については，理事会の承認を必要とする。

　　附　　則
１　この規則は，平成14年４月１日から施行する。
２　この規則は，平成15年４月１日から施行する。
３　この規則は，平成16年４月１日から施行する。
４　この規則は，平成18年４月１日から改正施行する。
５　この規則は，平成22年４月１日から改正施行，平成22年度入学生から適用する。
６　この規則は，平成22年４月１日から改正施行する。
７　この規則は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する。
８　この規則は，平成23年４月１日から改正施行する。
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９　この規則は，平成24年４月１日から改正施行する。
10　この規則は，平成24年10月１日から改正施行する。

西日本工業大学スポーツ特別奨学生資格審査に関する細則

（目　　　的）
第１条　この細則は，西日本工業大学スポーツ特別奨学生規則第７条で定める資格の停止
及び取消しに関する資格審査について必要な事項を定める｡

（資格審査の時期及び対象）
第２条　スポーツ特別奨学生としての資格審査は，毎学期末にスポーツ特別奨学生選考委
員会において行うものとする｡

２　前項の規定に係わらず，次の各号の一に該当する事項が生じた場合は，その時点でス
ポーツ特別奨学生選考委員会を開催して事実確認の上，学生委員会に諮り，運営会議の
議を経て教授会で資格の取り消しを決定する｡

　⑴　退学，あるいは修学行為を放棄した場合
　⑵　学則による懲戒処分を受けた場合
　⑶　納付免除外の学校納付金の納入義務を怠った場合
　⑷　自己の都合により，辞退を申し出た場合
　⑸ 　試合又は練習中以外の事故等によってスポーツ活動を継続することができなくなっ
た場合

３　資格審査は減免額に関係なく１年次後期からスポーツ特別奨学生全員を対象として行
うものとする。

（資格審査の項目及び評価基準）
第３条　前条第１項で行う資格審査の結果，次の事項の一つに該当する場合は，学生委員
会の議を経て学生部長がスポーツ特別奨学生としての資格停止を警告する｡

　⑴　技能の向上がなく，特別奨学生としての資格がないと認められる者｡
　　　〔 所属するサークルへの貢献状況（技術，成果，練習状況）及び修学状況を顧問及び

監督が総合的に評価する｡〕
　　　評価基準：顧問及び監督による評価が100点満点の80点を下回る評価を受けた場合
　⑵　授業の出席が悪く，成業の見込みがない者
　　　（授業への出席状況で評価する｡）
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　　　評価基準：当該学期の全授業の出席率が80％を下回った場合
　　　　　　　　ただし，当該サークルの試合等による届出欠席は考慮する
２　前項で資格停止の警告を受けた者が，翌学期も奮起せず同様の評価を受けた場合は，
次学期の資格を停止する｡ この場合，次学期の授業料は減免のない通常の金額を支払わ
なければならない｡

３　前項の資格停止を受けた者が奮起して，翌学期に評価基準を上回った評価を受けた場
合は特別奨学生としての資格を復活させる｡

（資格審査の資料作成）
第４条　毎学期末に行う資格審査は，全てのスポーツ特別奨学生を対象に当該サークルの
顧問及び監督が個人別の評価票を学務事務部（学生課） に提出し，同課が授業の出席率を
調査して審査資料を作成するものとする｡

（審査結果の決定）
第５条　スポーツ特別奨学生選考委員会における審査結果については，学生委員会で審議
の上，運営会議に諮り教授会で正式決定するものとする｡

　　附　　則
１　この細則は，平成18年４月１日より施行する｡
２　この細則は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する｡
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６　 西日本工業大学認証「環境ESDコーディネーター」資格
取得に関する規程

（目　　　的）
第１条　この規程は，学則32条の５に基づき，西日本工業大学認証資格環境ESDコーディ
ネーター（以下「環境ESDコーディネーター資格」という。）養成課程の授業科目の履修
及び修得すべき単位等に関する事項を定めることを目的とする。

２　環境ESDコーディネーター資格養成課程の授業科目及び修得すべき単位等に関する事
項については，学則に定めるほかこの規程によるものとする。

（資格養成課程の履修）
第２条　環境ESDコーディネーター資格養成課程を履修できる者は，本学の学生（大学院
修士学生を含む。）とする。

（資格養成課程の授業科目及び修得単位）
第３条　環境ESDコーディネーター資格を取得しようとする者は，別表に従って授業科目
を履修し，基礎知識講座（講義）８単位，応用的講座（実習・演習）から２単位，発展
的講座（地域連携）から２単位を含め，総計12単位以上を修得しなければならない。

（卒業要件単位への算入）
第４条　学部の学生が，環境ESDコーディネーター資格養成課程を履修し修得した授業科
目は，学則第28条で掲げる同名の授業科目で，また応用的講座の授業科目を修得した場
合は環境建設系の専門教育科目のプロジェクトⅠ・Ⅱに，発展的講座の授業科目につい
ては総合共通科目の自主研究単位として振り替えて認定し，修得した課程の単位は全て
卒業要件単位として算入できるものとする。

（受講料の納入及び科目等履修生の在学期間）
第５条　環境ESDコーディネーター資格養成課程の履修料は，無料とする。

（認定証の交付）
第６条　環境ESDコーディネーター資格養成課程科目を履修し，第３条で定める所定の単
位を修得した者には，課程を修了した学期末に，本人の請求に基づき単位取得証明書及
び修了認定証を交付する。
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　　附　　則
１　この規程は，平成20年４月１日から施行し，平成19年度入学した環境建設学科の履修
者から適用する。

２　この規程は，平成21年４月１日から改正施行する。
３　この規程は，平成22年３月１日から改正施行する。
４　この規程は，平成25年４月１日から改正施行する。

別表
「環境ＥＳＤコーディネーター」資格養成課程の教育課程表

区　　分
科目
番号

授業科目
単
位
数

種　

別

授　　業　　時　　数 備　
　

考
１年 ２年 ３年

前 夏 後 前 夏 後 前 後

基礎知識講座

81110 環 境 学 概 論 2 ◎ 2
81120 環 境 と 企 業 2 ○ 2
81130 環 境 と 法 2 ○ 2
81140 環 境 と 情 報 2 ○ 2
81160 環境と技術 -技術者倫理- 2 ○ 2
81170 資 源 エ ネ ル ギ ー 2 ○ 2
75110 キ ャ リ ア デ ザ イ ン Ⅰ 1 ◎ 2
75120 キ ャ リ ア デ ザ イ ン Ⅱ 1 ◎ 2

応用的講座
E3680 プロジェクトⅠ（地域環境） 1 ◎ （随時）
E3690 プロジェクトⅡ（地域魅力創出演習） 1 ◎ （随時）

発展的講座
75662 コンプライアンス演習 1 ◎ （随時）
75667 連 携 事 業 1 ◎ （随時）

備考
１　種別欄の◎：必修，○：選択必修，空白：選択科目を示す。
２　前期・後期欄の夏は，夏休み集中授業を示す。
３ 　「環境ESDコーディネーター」資格取得のためには，基礎知識講座（講義）から合計
８単位，応用的講座（実習・演習）から合計２単位，発展的講座（地域連携）から合計
２単位を含め，総計12単位を修得しなければならない。

４　応用的講座の各科目は，学部共通正課科目のプロジェクトⅠ，Ⅱの単位として認定する。
５　発展的講座の各科目は，正課の科目の自主研究の単位として認定する。
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７　卒業後の取得資格

１．総合システム工学科機械工学系卒業者
　〇　技術士＜技術士補＞（技術士法）
　　 　４年制の理工大学卒業者は一次試験の共通科目が免除され，専門試験に合格すると
技術士補の免状が与えられる｡ その後必要とする実務経験を得た後，二次試験に合格
すると技術士の免状が与えられる｡

　〇　ボイラー取扱主任者免状（ボイラー及び圧力容器安全規則第89条）
　　 　大学において，ボイラーに関する学科を修めて卒業した者で，その後ボイラー取扱
についての実地修習を経た者は，ボイラー技士の受験資格が与えられる｡

　〇　熱管理士免状（熱管理法施行規則第９条）
　　 　大学卒業生は，短期研修（総計80時間）をうけることができる｡ 受講後３年間熱管
理の実務に従事した者は，熱管理士免状を授与されることができる｡

　〇　冷凍機主任者免状（高圧ガス取締法第31条）
　　 　学歴は受験資格に関係しないが，大学卒業程度の試験が課せられ，学科試験に合格
した者は，３年以上の経験を経た後，第一種冷凍機主任者の免状が与えられる｡

２．総合システム工学科電気電子工学系卒業者
　〇　電気主任技術者（電気事業法第44条第２項）
　　 　総合システム工学科電気電子工学系卒業生で在学中資格認定科目を取得した者は，
申請により免状が交付される｡

　認定に係る授業科目（◎は必修） 
内容区分及び最低修得単位数 資格認定に必要な授業科目

電気・電子理論に関する科目

19単位以上

◎基礎電気回路Ⅰ，◎基礎電気回路Ⅱ， ◎
電気回路Ⅰ，◎電気磁気学Ⅰ，◎電気磁気
学Ⅱ，◎電気電子計測，◎過渡解析Ⅰ，◎
過渡解析Ⅱ，電子回路，集積回路

発電，変電，送電，配電並びに電気材料及
び電気法規に関するもの

10単位以上

◎電力伝送システムⅠ，◎電力伝送システ
ムⅡ，◎電気法規及び施設管理，◎電力発
生工学，◎高電圧工学

電気・電子機器・自動制御，電気エネルギー
利用及び情報伝達・処理に関するもの

12単位以上

◎エネルギー変換，◎電力工学，◎電気機器，
◎制御システム工学，基礎プログラミング
Ⅰ，基礎プログラミングⅡ

電気・電子工学実験及び電気・電子工学実
習に関するもの

６単位以上

◎電気基礎実験Ⅰ，◎電気基礎実験Ⅱ，◎
電気応用実験，電気電子工学実験Ⅰ，電気
電子工学実験Ⅱ
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電気・電子機器設計及び製図に関するもの
２単位以上

電気設計製図

　取得できる免許

免許の種類 学　歴　ま　た　は　資　格
実務の経験

実務の内容 経験年数

第一種電気
主任技術者
免許状

１ ．学校教育法（昭和22年法律第26号）によ
る大学（短期大学を除く｡ 以下同じ｡）も
しくはこれと同等以上の教育施設であっ
て，経済産業大臣の認定を受けたものの
電気工学に関する学科において，第７条
第１項各号の科目を修めて卒業した者

電圧５万ボルト
以上の電気工作
物の工事，維持
または運用

卒業後５年
以上

第二種電気
主任技術者
免許状

１ ．学校教育法による大学もしくはこれと
同等以上の教育施設であって，経済産業
大臣の認定を受けたものの電気工学に関
する学科において，第７条第１項各号の
科目を修めて卒業した者

電圧１万ボルト
以上の電気工作
物の工事，維持
または運用

卒業後３年
以上

第三種電気
主任技術者
免許状

１ ．学校教育法による大学もしくはこれと
同等以上の教育施設であって，経済産業
大臣の認定を受けたものの電気工学に関
する学科において，第７条第１項各号の
科目を修めて卒業した者

電圧500ボルト
以上の電気工作
物の工事，維持
または運用

卒業後１年
以上

　〇　第一級陸上特殊無線技士および第三級海上特殊無線技士
　　 　総合システム工学科（電気電子工学系及び情報システム系）卒業生で次の科目を履
修したものは，卒業後の申請により，上記二つの免状が付与される｡

　　　電気基礎実験Ⅰ， Ⅱ
　　　電気電子計測
　　　情報通信システムⅡ
　　　電子機器システム

３．総合システム工学科環境建設系卒業者
　〇　測量士
　　 　測量に関する所定の科目を修め本学を卒業した者は，測量法の規定による測量士補
の，また卒業後１年以上の測量に関する実務経験を以って測量士の無試験登録申請を
することができる｡
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４．建築学科卒業者
　〇　１級建築士（建築士法第14号）
　　 　下表の受験資格要件を満たし，建築に関して２年以上の実務経験を有する者は，１
級建築士試験の受験資格が得られる｡

　〇　２級建築士（建築士法第15号）
　　 　下表の受験資格要件を満たした者は，２級建築士試験の受検資格が得られる｡
　建築士試験の受験資格要件（指定科目）について 

最低修得単位数（単位数） 資格認定に必要な授業科目
二級・木造建築士 一級建築士 科目名
①建築設計製図

（５単位以上）
①建築設計製図

（７単位以上）
建築デザイン基礎，建築設計Ⅰ，建築設計Ⅱ，
建築設計Ⅲ

②～④
建築計画，建築環境
工学又は建築設備

（７単位以上）

②建築計画
（７単位以上）

住宅デザイン，建築計画Ⅰ，建築計画Ⅱ，
建築史Ⅰ，建築史Ⅱ，インテリアデザイン，
都市地域計画

③建築環境工学
（２単位以上）

建築環境工学Ⅰ，建築環境工学Ⅱ

④建築設備
（２単位以上）

建築設備Ⅰ，建築設備Ⅱ

⑤～⑦
構造力学，建築一般
構造又は建築材料

（６単位以上）

⑤構造力学
（４単位以上）

建築力学Ⅰ，建築力学Ⅰ演習，建築力学Ⅱ，
建築力学Ⅱ演習，建築力学Ⅲ，建築力学Ⅳ

⑥建築一般構造
（３単位以上）

建築構法デザイン，鉄筋コンクリート構造
Ⅰ，鉄筋コンクリート構造Ⅱ，鉄骨構造Ⅰ，
鉄骨構造Ⅱ

⑦建築材料
（２単位以上）

建築材料概説，建築実験

⑧建築生産
（１単位以上）

⑧建築生産
（２単位以上）

建築施工Ⅰ，建築施工Ⅱ

⑨建築法規
（１単位以上）

⑨建築法規
（１単位以上）

建築法規

⑩その他
（適宜）

⑩その他
（適宜）

建築学概説，建築製図，空間デザイン，景
観デザイン，２Ｄ・ＣＡＤ，３Ｄ・ＣＡＤ，
建築測量学演習

必要単位数合計
（40単位以上）

必要単位数合計
（60単位以上）
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８　西日本工業大学学生規程

　　　第１章　一 般 心 得
（学生の本分）
第１条　学生は、大学の使命と学生の本分をわきまえ、教養を高めるとともに専門の学芸
を修得し、民主的で文化的な社会の形成者として、心身ともに健康な国民であらねばな
らない。

第２条　学生は、学則その他の諸規程を守り、学内外を問わず良識のある公民として行動
し、いやしくも大学の名誉又は学生の品位を傷つけるようなことがあってはならない。

　　　第２章　団　　　体
（学長の許可）
第３条　学生は、学内において団体を結成しようとするときは学務課を通じ学生部長を経
て、学長の許可を受けなければならない。

第４条　学生は、学外の団体、連盟等に加盟又は加入しようとするときは、学務課を通じ
学生部長を経て、学長の許可を受けなければならない。

第５条　学生は、学外の団体から指導者又は講演者等を招聘しようとするときは、あらか
じめ学務課を通じ学生部長を経て、学長の許可を得なければならない。

　　　第３章　署名運動その他
（学生部長の許可）
第６条　学生が示威運動、署名運動、世論調査又は寄附金募集等を行おうとするときは、
あらかじめその責任者は学務課を経て、学生部長の許可を受けなければならない。

（準 用 規 定）
第７条　学生が学外で本学名をもって前条に該当する行為をするときは、この規程を準用
する。

　　　第４章　集会及び合宿
（集会願の提出）
第８条　学生が学内で集会を行おうとするときは、その責任者又は代表者は期日の５日前
までに所定の集会願を学務課に提出し、学生部長の許可を受けなければならない。

（講演会等の許可願）
第９条　学生が講演会、競技会、音楽会等を主催し、又は参加しようとするときは、所定
の許可願に計画書を添え学務課に提出し、学生部長の許可を受け、その終了後、責任者
は直ちに結果を報告しなければならない。

（学内施設利用の手続）
第10条　学生が集会のため学内の施設を使用しようとするときは、５日前までに所定の学
内施設使用願を学務課に提出し、許可を受けなければならない。

― 85 ―



（合　　　宿）
第11条　学生が合宿しようとするときは、期日の５日前までに所定の合宿届を学務課に届
け出なければならない。

　　　第５章　掲　　　示
（掲示の手続）
第12条　学生が掲示しようとするときは、掲示期間と掲示責任者氏名を記載した現物を添
えて学務課に提出し、許可を受けなければならない。

（掲 示 場 所）
第13条　掲示は、指示された掲示場以外に掲示をしてはならない。
　　　第６章　印　刷　物
（印刷物刊行等の場合の手続）
第14条　学生が学内外において印刷物を刊行し、又は配布若しくは販売しようとするとき
は、これらの責任者は、その趣旨を明らかにした所定の印刷物配布販売額を学務課に提
出し、許可を受けなければならない。

　　　第７章　放　　　送
（放送の手続）
第15条　意見発表又はこれに類する放送は、その要旨を学務課に提出し、許可を受けなけ
ればならない。

　　　第８章　学生証（身分証明書）
（学生証の所持）
第16条　学生は、入学時、所定の学生証の交付を受け常にこれを着装しなければならない。
第17条　学生証は、身分証明書を兼ねるものとする。
（学生証の交付）
第18条　学生が学生証の交付を受けようとするときは、３ヵ月以内に撮影した無帽上半身
の写真（ライカ判縦40㎜横30㎜）を学務課に提出しなければならない。

（学生証を携帯する場合）
第19条　学生が図書館その他の施設を利用するときは、学生証を携帯しなければならな
い。

（学生証の貸与等の禁止）
第20条　学生証は、これを他人に貸与又は譲渡してはならない。
（受験の不許可）
第21条　学生は学生証を携帯しないときは、試験を受けることができない。
（再交付の手続）
第22条　学生は、学生証を紛失したときは、直ちに学務課に届け出て再交付を受けなけれ
ばならない。
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（返　　　還）
第23条　学生は、卒業、退学又は除籍されたときは、学生証を直ちに学務課に返還しなけ
ればならない。

　　　第９章　服　　　装
（着用の義務）
第24条　学生は、本学学生としての品位と体面を保持した服装を着用しなければならな
い。

（下駄使用の禁止）
第25条　学生は、学内において下駄を使用してはならない。ただし、負傷等のためやむを
得ない場合は、学務課に届け出て、許可を受けなければならない。

　　　第10章　保　　　健
（定 期 健 診）
第26条　定期健康診断は、毎年春１回、本学所定の校医によってこれを実施する。
第27条　学生は、必ず定期健康診断を受け、その旨身分証明書の該当欄に証明印を受けな
ければならない。ただし、やむを得ない事由で健康診断を受けられない者は、学務課に
届け出て、後日改めてこれを受けなければならない。

２　定期健康診断未受診者は、就職又は奨学生の推薦を取り消し、通学証明書、学割及び
その他の証明書の発行を停止する。

（予 防 接 種）
第28条　定期健康診断の他に必要に応じて予防接種を行うことがある。
（治　療　等）
第29条　定期健康診断の結果必要がある場合は、学長は、治療又は登学の停止を命ずるこ
とがある。

　　　第11章　諸 願 届 出
（休学等の手続）
第30条　学生が休学、復学又は退学をしようとするときは、所定の休学、復学又は退学願
にその事由を具体的に記載し、又は医師の診断書を添えて、学務課を経て、学長に願い
出なければならない。

（欠　　　席）
第31条　学生が病気その他の事由により、欠席するときは、所定の様式によって、学務課
に届け出なければならない。

２　前項の規定は、学生が外国に渡航を希望する場合について準用する。
（戸籍等異動の場合の手続）
第32条　学生は、氏名その他戸籍に関し、異動を生じたときは、直ちに学務課を経て、学
長に届け出なければならない。
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（保証人変更の手続）
第33条　学生の保証人について変更を生じたときは、直ちに学務課を経て学長に届け出な
ければならない。

（現住所変更の手続）
第34条　学生が現住所を変更したときは、直ちに学務課を経て、学生部長に届け出なけれ
ばならない。

（自動車等通学者）
第35条　学生が自動車、自動二輪車又は原動機付自転車で通学をする場合は、別に定める
教育環境整備要項及び駐車場使用規程によらなければならない。

　　附　　則
１　この規程は、学則第18条第３項に基づいて定められたものである。したがってこの規
程の改正は教授会の議を経て行われる。

２　この規程は、昭和52年４月１日から施行する。
３　この規程は、昭和54年４月１日から施行する。
４　この規程は、平成元年１月26日から施行する。ただし、第36条の改正は昭和63年４
月１日から適用し、他の改正規程は平成元年４月１日から適用する。

５　この規程は、平成14年４月１日から施行する。
６　この規程は、平成18年４月１日から改正施行する。
７　この規程は、平成22年５月26日から改正施行し、平成22年４月１日から適用する。
８　この規程は、平成24年10月１日から改正施行する。
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９　西日本工業大学総合体育館管理規則

（目　　　的）
第１条　この規則は，西日本工業大学総合体育館（以下「総合体育館」という。）の管理
運営について必要な事項を定め，その円滑かつ適正な運営を図ることを目的とする。

（性　　　格）
第２条　総合体育館は，体育活動を通じて心身の健康を増進させ，集団における人間関係
を緊密にし，人間性，社会性の向上を図るための屋内体育施設とする。

（運 営 管 理）
第３条　総合体育館の運営管理の責任者は，体育館長（以下「館長」という。）とし，学
生部長をもって充てる。

２　総合体育館の運営に関する事項ついては，学生委員会で審議する。
（使 用 許 可）
第４条　総合体育館を本学の行事及び正課授業以外の目的で使用する場合は，館長に許可
を得なければならない。

２　総合体育館を本学の行事，課外活動及び職員の福利厚生以外の目的で使用する場合に
は，別に定める。

（開館及び閉館時刻）
第５条　総合体育館の開館時刻は午前９時とし，閉館時刻は午後４時30分とする。ただし，
本学学生の課外活動については閉館時刻を午後８時30分まで延長することができる。

（休　　　館）
第６条　総合体育館の休館日は，次に掲げるとおりとする。
　⑴　日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日
　⑵　盆休，年末年始休業日及び開学記念日
　⑶　館長が修理その他必要と認めた期間
２　館長が特に必要があると認めたときは，前項の規定にかかわらず開館を許可すること
がある。この取扱いについては，別に定める。

（体育館での遵守事項）
第７条　総合体育館においては，次の事項を遵守しなければならない。
　⑴　常に清潔及び整頓に心がけること。
　⑵　火気に厳重に注意すること。
　⑶　節電及び節水に留意すること。
　⑷ 　施設の備品を破損し，落書等をしないこと。また無断で備品の位置を移動させない
こと。

　⑸　靴は必ず脱ぎ，室内用シューズを使用すること。
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　⑹　所定の場所以外で喫煙しないこと。
　⑺　学務課職員の指示に従うこと。
（使用の中止及び取消し）
第８条　次の各号に掲げる場合には，館長はその使用を中止し，又は許可を取消すものと
する。

　⑴　前条の遵守事項を守らないとき及び館長又は学務課職員の指示に反したとき。
　⑵　公安を害し，風紀を乱すおそれがあるとき。
　⑶　建物又は附属施設を汚損するおそれがあるとき。
　⑷ 　やむを得ない事情により館長において使用を取り消し，又は中止させる必要が生じ
たとき。

（弁　　　償）
第９条　総合体育館使用のため建物附帯設備又は備品を汚損し，若しくは紛失したときは，
使用者は損害を弁償しなければならない。

（事　　　務）
第10条　総合体育館の運営に関する事務は，学務課において処理する。
（規則の改廃）
第11条　この規則を改廃しようとするときは，教授会の議を経て，学長が決定する。

　　附　　則
１　この規則は，昭和53年４月27日から施行する。
２　この規則は，昭和56年４月30日から施行する。
３　この規則は，平成５年12月１日から施行する。
４　この規則は，平成22年４月１日から改正施行する。
５　この規則は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する。
６　この規則は，平成23年７月28日から改正施行し，平成23年３月１日から適用する。
７　この規則は，平成24年10月１日から改正施行する。
８　この規則は，平成25年４月１日から改正施行する。
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10　西日本工業大学クラブハウス管理・使用規程

（目　　　的）
第１条　この規程は，西日本工業大学クラブハウス（以下「クラブハウス」という。）の
管理及び使用について必要な事項を定め，課外活動における体育，文化諸活動の円滑及
び充実を図ることを目的とする。

（管　　　理）
第２条　クラブハウスの管理は，学務課長が当たる。
２　学務課長は，使用する者に対し，使用の適正な指導に当たるとともに，月１回定期に
クラブハウス内外を巡視点検しなければならない。

（施設の使用）
第３条　クラブハウスを使用できる者は，本学学生及び教職員とする。ただし，学長が特
に許可したものは，この限りでない。

２　クラブハウスを使用する各委員会及び各サークル（以下「各委員会等」という。）は，
所定の様式（24号）により学長の許可を受けなければならない。

３　合宿及び会議等で一時使用する場合は，責任者を定め所定の様式（24号）により学長
の許可を得なければならない。

４　前項の使用者は，別に定める宿泊施設等の使用心得を遵守しなければならない。
（使 用 時 間）
第４条　クラブハウスの使用時間は，毎日午前８時30分から午後10時までとする。ただし，
３階格闘技場の使用時間は午後８時30分までとする。

２　前項の規定にかかわらず，所定の時間を延長して使用する場合は，学務課に届け出な
ければならない。

（火気の使用）
第５条　クラブハウス内では，火気を使用してはならない。ただし，特別の事由がある場
合には，学務課の許可を受けて使用することができる。

（保　全　等）
第６条　クラブハウスを使用する者は，次の事項を厳守しなければならない。
　⑴　施設設備は常に正常な状態で使用すること。
　⑵　使用者は必ず使用場所の清掃を行い，常に清潔にすること。
　⑶　節電及び節水に留意すること。
（ の 保 管）
第７条　各委員会等が使用する各室の は，各室の責任者及び学務課が保管する。
（使用の禁止）
第８条　この規程に違反し，クラブハウスの使用が不適当と認められたときは，その使用
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を禁止することがある。
（賠　　　償）
第９条　建物及び附帯設備を故意又は過失により破損した場合には，賠償の責を負うこと
がある。

（協　　　議）
第10条　学務課長は，クラブハウスの円滑適正な管理を行うため，必要があるときは，各
委員会等と協議するものとする。

（そ　の　他）
第11条　使用上の注意事項については，別に定める。
　　附　　則
１　この規程は，平成元年２月23日から施行する。
２　この規程は，平成９年７月31日から施行する。
３　この規程は，平成18年４月１日から改正施行する。
４　この規程は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する。
５　この規程は，平成24年10月１日から改正施行する。

使用上の注意事項

１　各委員会等の室の利用許可は，年度当初に更新するものとし，責任者はクラブハウス
使用願（様式24号）を学務課に提出しなければならない。なお，責任者に変更が生じた
ときは，速やかに学務課へ届け出なければならない。

２　日曜日，国民の祝日，盆休及び年末・年始の休業日等は，原則として使用できない。
ただし，特別の事由がある場合は，責任者が学務課に申し出て許可を受けなければなら
ない。

３　クラブハウス内での宿泊は，原則としてできない。ただし，特別の事由がある場合は，
責任者が学務課に申し出て許可を受けなければならない。

４　クラブハウス内においては，宗教布教活動及び政治活動並びに営利活動をしてはなら
ない。

５　非常口は，緊急時以外開閉してはならない。
６　火気には，厳重に注意しなければならない。
７　風紀を乱すような行為はしてはならない。
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宿泊施設等の使用心得

１　火気は使用しないこと。
２　入浴について
　　入浴は原則として宿泊者のみとする。
　　入浴時間は原則として17時から21時までとする。
　　入浴終了後は，浴室・浴槽の整理，清掃を行うこと。
３　門限及び消灯
　　原則として23時とする。
４　洗濯
　　洗濯は所定の場所以外では行わないこと。
５　清掃
　　宿泊及び使用した部屋（場所）については，整理，清掃をすること。
６　ゴミの処理
　　 燃えるゴミ，燃えないゴミ，ペットボトル，カン，ビンに分別し，学内ゴミ置き場に
毎日出すこと。

７　喫煙
　　喫煙は所定の場所で行うこと。
８　その他
　　使用に当たっては学務課長の指示に従うこと。
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・体 育 系

クラブハウス ・学術文化系 使用申請書・合 宿
・一 時 使 用

西日本工業大学
日月年成平殿長学

名員人的目用使

使 用
団 体 名

会

部
責任者

学 籍 番 号
（所属名）

携 帯 番 号

印名氏

使用場所

階 号室

階 号室

階 号室

自　平成　　年　　月　　日（　）　　　　時　　　　分から
至　平成　　年　　月　　日（　）　　　　時　　　　分まで

自　平成　　年　　月　　日（　）　　　　時　　　　分から
至　平成　　年　　月　　日（　）　　　　時　　　　分まで

火 元

責任者

正

学籍番号
（所属名）

学籍番号
（所属名）

印名氏

副
印名氏

使用期間

許
可
印

的目名員人名体団

期 間

場 所

＊許可後でも公務のため差支えが生じた時は取り消すことがある
＊使用申請書は原則として使用の３週間前までに提出のこと
＊合宿の場合は，合宿者名簿を添付のこと

許 可 証

平成 年 月 日付け申請のあった施設使用については下記のとおり許可する

＊使用にあたっては本許可証を携帯すること
＊使用後は「戸締まり」「消灯」を厳守するとともに，必ず修了の旨を届出ること
＊クラブハウス管理・使用規程・注意事項及び宿泊施設の使用心得を遵守すること

様式（２４号）
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11　西日本工業大学教育環境整備要項

（趣　　　旨）
第１条　この要項は，本学における教育環境の整備のため，通勤，通学用車両の構内運行
及び駐車の規制並びに屋内外の環境保全について，その実施方法を定めるものである。

（実 施 方 法）
第２条　車両の運行及び駐車を制限するために，次のとおり定める。
　⑴　駐車場は，次のとおりとする。
　　　総合体育館裏 （「第１駐車場」という。）
　　　総合体育館東横 （「第２駐車場」という。）
　　　情報科学センター前 （「第３駐車場」という。）
　　　第２体育館横 （「第４駐車場」という。）
　　　東門横 （「第６駐車場」という。）
　　　情報科学センター下 （「第７駐車場」という。）
　　　西門横 （「第８駐車場」という。）
　　　その他指定した場所
　⑵　駐車は，次のとおり区分して行う。
　　　第１駐車場 （ 52台）自動車　　　　　　　　　　　　　　　教職員用
　　　第２駐車場 公用車　　　　　　　　　　　　　　　学 校 用
　　　第３駐車場 （ 42台）自動車　　　　　　　　　　　　　　　教職員用
　　　第４駐車場 （ 20台）自動二輪車・原動機付自転車・自転車　教職員用
　　　第６駐車場 （200台）自動二輪車・原動機付自転車・自転車　学 生 用
　　　第７駐車場 （100台）自動車　　　　　　　　　　　　　　　学 生 用
  （100台）自動二輪車・原動機付自転車・自転車　学 生 用
　　　第８駐車場 （ 78台）原動機付自転車・自転車　　　　　　　学 生 用
　⑶ 　駐車場を使用しようとする者は，別に定める「西日本工業大学駐車場使用規程」に
よらなければならない。

　⑷ 　駐車場の使用許可を受けた者は，許可証の交付を受け，所定の箇所に提示しなけれ
ばならない。

　⑸ 　駐車場の使用許可（自転車を除く。）を受けた学生は，本学が行う「交通安全講習」
を受講しなければならない。

　⑹ 　許可証の提示がない者及び違反者に対しては，警告，許可取消，その他厳重な処置
を行う。

（環境整備対策）
第３条　環境整備対策として，次のことを実施する。
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　⑴ 　屋外の清掃整備を強化する。
　⑵ 　教室及び実験室など室内においては禁煙とし，廊下の特定場所に固定灰皿を置き，
喫煙所とする。

　⑶ 　研究室等の教育研究地区は，特に静隠を維持する。
　　附　　則
１　この要項は，昭和53年６月22日から施行する。ただし，要項第２については，昭和
53年９月10日から適用する。
２　この要項は，昭和63年４月１日から施行する。
３　この要項は，平成５年10月１日から施行する。
４　この要項は，平成11年４月１日から施行する。
５　この要項は，平成21年４月１日から施行する。
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12　西日本工業大学駐車場使用規定

（目　　　的）
第１条　この規程は，本学構内（以下「構内」という。）における自動車，自動二輪車，
原動機付自転車及び自転車（以下「車両」という。）の運行及び駐車を規制し，交通の
円滑安全並びに教育研究環境の保全を図ることを目的とする。

（駐車場使用の義務）

第２条　通勤及び通学に車両を使用する者は，構内の駐車については，特別な理由による
もののほか，所定の駐車場を使用しなければならない。

（使用許可願）
第３条　駐車場の使用許可を受けようとする者は，別に定める使用許可願の手続（学生は
学務課，教職員は施設管理課）を経て，学長の許可を受けなければならない。

（具 備 事 項）
第４条　駐車場使用手続きにあたっては，次の各号を具備しなければならない。
　⑴　車両の長さが５ｍ以下，幅が1.8m以下であること。
　⑵　整備不良車でないこと。
（使 用 心 得）
第５条　駐車場使用にあたっては，次に掲げる使用心得を守らなければならない。
　⑴　入構及び出構のときは，指定された速度以下で標識の進行方向に運行すること。
　⑵ 　構内において衝突又は接触その他事故を起したときは，速やかに学務課（教職員は
施設管理課）に届け出ること。この場合において，大学は一切責任を負わない。

　⑶ 　みだりに警笛を使用し，又は空ふかし，急ブレーキ音及びタイヤ摩擦音等の騒音を
発する運転をしないこと。

　⑷ 　廃棄物（空瓶，缶，紙屑，吸いがら等）は，所定の屑入れ箱に入れ，みだりに構内
に捨てないこと。

　⑸　車内において，風紀を乱す行為をしないこと。
　⑹　災害を起こす恐れのある行為をしないこと。
　⑺ 　駐車場の使用時間は，午前８時30分から午後９時までとする（第６・７駐車場を除
く。）。ただし，教職員で引続き駐車する場合は，守衛に届け出ること。

第６条　駐車中の盗難及び破損については，大学は一切責任を負わない。
（準　　　用）
第７条　この規程は，指定業者の車両についてもこれを準用する。
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　　附　　則
１　この規程は，昭和53年９月10日から施行する。
２　この規程は，昭和60年２月28日から施行する。
３　この規程は，昭和63年４月１日から施行する。
４　この規程は，平成５年10月１日から施行する。
５　この規程は，平成18年４月１日から改正施行する。
６　この規程は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する。
７　この規程は，平成24年10月１日から改正施行する。
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平成　　年　　月　　日

構 内 駐 車 場 使 用 許 可 願

西 日 本 工 業 大 学
　学　長　　　　　　　　　　　　殿

学籍番号

氏　　名　　　　　　　　　　　　印

現　住　所

　　TEL

下記により、構内駐車場を利用したいので、ご許可下さるよう誓約書、保証書を添えてお願いします。

注）※印は記入しないこと。
　　　今後車両を変更した場合は、速やかに届け出ること。

車 　 　 名

通 学 距 離

免許取得種類

所 見 面 接

所 有 者 名
（車検登録者）
保険会社及
び任意保険
加 入 年月日

任 意 保 険
金　　　　額

免 許 取 得
年 月 日

車両で通学
す る 理 由

ナンバー

通学者との関係

免許証番号

排気量 色cc
父　・　母　・　本人
その他（　　　　　　）

車　検　期　限平 成 　 年 　月　日

大型・普通・自二・その他（ 　　　　　　　　　　　 ）

詳細に記入のこと

※

昭 和
平 成 年 　 　月　 　日

約 　 　㎞ 分 分

平成　年　月　日

対人

万円

対物

万円

搭乗者

万円

車両

万円
通学に要
する時間

車両を利用
し た 場 合
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平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

※　保証書は、保証人の署名捺印を必要とする。

誓　　　　約　　　　書

西 日 本 工 業 大 学
　学　長　　　　　　　　　　　　殿

学籍番号

氏　　名　　　　　　　　　　　　印

　このたび、車両で通学するにあたっては、駐車場使用規程を守り、安全運転を心
掛けることを誓約いたします。
　もし、違反した場合は、いかなる処分を受けようとも異存ございません。

保　　　　証　　　　書

保証人氏名　　　　　　　　　　　印

現　住　所

　　　TEL

　上記の者が車両で通学することを承諾するとともに、大学の指示に従い、本人が
交通法規を遵守するよう指導します。
　なお、本人に係る事故などの処理については、すべて保証人が引き受け、責任を
もって解決いたします。
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13　西日本工業大学小倉学生会館管理運用規程

（目　　　的）
第１条　本学は，学生の福利厚生の充実とサークル活動の活性化を主たる目的として，西
日本工業大学小倉学生会館（以下「学生会館」という。）を設置する。この規程は，学
生会館の円滑な管理運用を目的として定めるものである。

（学生会館の施設・設備）
第２条　学生会館に次の施設，設備を置く。
　⑴　サークル室
　⑵　学生宿舎
　⑶　会議室
　⑷　学習室
　⑸　管理室
　⑹　その他学生会館の運営に必要な施設・設備
（学生会館の管理運用責任者）
第３条　学生会館の管理運用の責任者は，学長とする。
（学生会館の利用）
第４条　本学の学生及び教職員は，学生会館を利用することができる。
２　学生会館の開館時間は，原則として次のとおりとする。
　⑴　平　日　：　午前９時から午後５時までとする。
　⑵　土曜日　：　午前９時から午後12時30分までとする。
　⑶　日曜日，祝祭日，大学の休業日　：　閉館とする。
３　学生が学生会館内の施設を占有使用する場合は，施設使用願を提出して，許可を得な
ければならない。

４　学生会館の使用については，次の事項を遵守しなければならない。
　⑴　学生会館内での飲酒については，原則として禁止とする。
　⑵　学生会館内は，全館禁煙とする。
　⑶　学生会館内の所定の場所以外での火気等の使用については厳禁とする。
　⑷　学生会館の屋上の使用について，入居生以外は原則として使用できない。
　⑸　学生会館内の宿泊は，学生宿舎の入居生以外は原則として出来ないものとする。
　⑹　学生会館内で政治活動，宗教活動，営利活動を行ってはならない。
（サークル室）
第５条　サークル室の管理は，デザイン学部事務室室長が当たる。
２　サークル室を使用できるものは，本学で公認された学生団体とする。
３　サークル室の使用については，所定の使用願を提出し，許可を受けなければならない。
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使用許可は，原則として１年ごとの更新とする。更新に当たって，不適当と判断した場
合は，更新を許可しないことがある。

４　サークル室の は，デザイン学部事務室で管理する。
５　サークル室の使用にあたっては，次の事項を遵守しなければならない。
　⑴　サークル室は，サークル活動の目的以外のためには使用してはならない。
　⑵　サークル室内に許可なく部員等関係者以外の部外者を入れてはならない。
　⑶　サークル室を許可なく改修してはならない。
　⑷　サークル室の使用時間は，原則として次のとおりとする。
　　①　平　日　：　午前８時30分から午後10時までとする。
　　②　土曜日　：　午前８時30分から午後12時30分までとする。
　　③　日曜日，祝祭日，大学の休業日　：　使用禁止とする。
　　　＊上記以外の使用については，デザイン学部事務室に相談すること。
　⑸　室内での加熱機器の使用及び火気の使用は厳禁とする。
　⑹　室内は整理整頓に努め，清潔に使用しなければならない。
　⑺　室内にサークル活動に不要なものを持ち込んではならない。
　⑻ 　故意又は重大な過失により，施設・備品等を破損・汚損等をしたときは，復元をし
なければならない。

　⑼　その他，使用について指示のあった事項については遵守すること。
６　サークル室については，管理者が必要と認めた場合は不定期に許可なく立ち入り検査
を行うことがある。

７　サークル室の使用許可後といえども適切な使用状況が維持されていないと判断した場
合は，直ちに許可を取り消し退去させることがある。

（学生宿舎）
第６条　学生会館の学生宿舎の定員は，次のとおりとする。

小倉学生会館 部屋数 定　員

学生宿舎 140室 140名

２　学生宿舎の入居期間は，原則として１年間とする。
３　入居を希望する者は，学生宿舎入居願（別紙様式）に必要な事項を記載の上，学長に
願い出なければならない。

４　入居者の選考は，入居願を提出した者を対象として行い，入居が許可された者は，所
定の期日までに入居誓約書を提出すると伴に入居手続きを行わなければならない。

５　入居を許可されたものには，学生会館への入館カードを交付する。なお，入館カード
所持に当たっては，次の事項を遵守しなければならない。

　⑴　入館カードを他人に貸与又は譲渡してはならない。
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　⑵ 　入館カードを紛失した場合は，届け出を行うとともに再交付（有料）を受けなけれ
ばならない。

　⑶　入館カードは，退去時に返還するものとする。
６　入居を許可された者は，指定された日に入居しなければならない。なお，入居を許可
された者が，正当な理由なく入居しないときは，入居の許可を取り消すことがある。

７　学生宿舎への入居を許可された者（以下「入居生」という。）は，所定の期日までに
家賃等を納入しなければならない。

８　入居生は，学生宿舎の施設，設備及び備品等について，適正に使用し，維持保全に努
めなければならない。また，次に定める事項について遵守しなければならない。

　⑴　施設設備，備品等について，許可なくその用途以外の目的に使用しないこと。
　⑵ 　故意又は重大な過失により，施設・備品等を破損・汚損等をしたときは，復元をし
なければならない。

　⑶ 　火災，盗難防止その他学生宿舎の管理運営上に必要な事項については指示に従わな
くてはならない。

９　入居生は，共同生活の自覚を持ち，日常生活においては教職員等の指示に従うと伴に，
次に定める事項について遵守しなければならない。

　⑴　他の入居生及び地域住民に迷惑となる行為をしてはならない。
　⑵　室内は，整理整頓に努め，清潔に使用しなければならない。
　⑶　居室を居住以外の目的に使用してはならない。
　⑷　室内は許可なく改修してはならない。
　⑸　室内に部外者を宿泊させてはならない。
　⑹　アルバイトを行っている入居生は届出をしなければならない。
　⑺　外泊をする場合は，事前に届出をしなければならない。
　⑻　室内での加熱機器の使用及び火気の使用は厳禁とする。
　⑼　室内で調理を行ってはならない。
　⑽　ペット等の持ち込み，飼育，植物栽培は厳禁とする。
　⑾　その他，指示のあった留意事項。
10　学生宿舎の退去を希望する者は，退去の１ヶ月前までに所定の学生宿舎退去願を提出
し，学長の承認を受けなければならない。

11　入居生が次の各号のいずれかに該当するときは，学長は退去させることができる。
　⑴　休学等により長期間にわたり本学での修学が不可能となったとき。
　⑵　病気や事故等により，学生宿舎での生活継続が困難と判断されるとき。
　⑶　家賃及び共益費の納入を２ケ月以上滞納したとき。
　⑷　この規程に違反する行為を行ったとき。
12　入居生が次の各号のいずれかに該当するときは，学長は退去させるものとする。
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　⑴　本学の学生としての身分を失ったとき。
　⑵　入居期間が満了したとき。
　⑶　学生会館の秩序又は風紀を乱したと判断した場合。
13　入居生は，退去するに当たって事前に居室の施設，設備及び備品等について，点検を
受けなければならない。

14　学生宿舎は，学長が必要と認めた場合，一定期間閉鎖することがある。
（学生会館管理運営委員会）
第７条　学生会館の適正な運用のため，学生会館管理運営委員会（以下「委員会」という。）
を設置する。

２　委員会は，次に規定する事項を協議する。
　⑴　学生会館内の施設・設備の保全及び使用に関する事項
　⑵　学生会館の秩序維持に関する事項
　⑶　その他，学生会館設置の目的を達成するために必要な事項
３　委員会は，次の者をもって構成する。
　⑴　デザイン学部　学部長
　⑵　デザイン学部　学生担当次長
　⑶　国際交流担当次長
　⑷　法人本部長
　⑸　デザイン学部事務室長
　⑹　財務室長
　⑺　その他，必要に応じ学部長が指名する教職員　若干名
４　委員会には，必要に応じて学生団体等の代表者を参加させることが出来る。
５　委員会は，必要に応じて委員長が招集する。
６　委員会の議事は，出席者の過半数により決定する。
７　委員会運営の事務は，デザイン学部事務室で行う。
（学生会館の事務所管）
第８条　学生会館に関する事務は，次のとおり所管する。
　⑴ 　サークル室，学生宿舎及び学生の施設設備の使用に関する事項並びに学生会館の秩
序維持に関する事項は，デザイン学部事務室が所管する。

　⑵ 　学生会館の施設・設備に関する事項，入居費等収納に関する事項及び学生会館の契
約に関する事項は，財務室が所管する。

　⑶　外国人留学生に関することは，国際教育センター事務室が所管する。
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　　附　　則
１　この規程は，平成21年４月１日から施行する。
２　この規程は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する。
３　この規程は，平成24年10月１日から改正施行する。
４　この規程は，平成25年４月１日から改正施行する。
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14　西日本工業大学図書館利用規程

　　　第１章　総則
（目　　　的）
第１条　この規程は，西日本工業大学図書館規則第６条に基づき，西日本工業大学図書館
（以下「図書館」という。）の所属する図書館資料（以下「資料」という。）及び図書館
施設等図書館の利用について必要な事項を定め，図書館の円滑な運営を図ることを目的
とする。

（資　　　料）
第２条　この規程において，次のものを資料という。
　⑴　図書
　⑵　雑誌
　⑶　視聴覚資料
　⑷　電子資料
２　利用対象資料は，図書館で受入，管理された資料とする。
（利　用　者）
第３条　本学図書館の資料を利用することのできる者は，次に掲げる者に限る。
　⑴　本学学部学生
　⑵　本学大学院学生
　⑶　本学教職員，名誉学長及び名誉教授
　⑷　本学非常勤講師，客員教員及び研究センター客員教員
　⑸　本学科目等履修生，聴講生及び研究生等
　⑹　本学を卒業した者及び退職した教職員
　⑺　本学主催公開講座及びインターンシップ等を受講した者
　⑻　館長が特に利用を許可した者
（学生証の携行）
第４条　入館の際学生は，必ず学生証を携行しなければならない。
（開 館 時 間）
第５条　図書館の開館時間は，別表１のとおりとする。
２　館長は，必要に応じて開館時間を伸縮することがある。
　この場合は，予めこれを掲示する。
（休　館　日）
第６条　図書館の休館日は，次のとおりとする。
　⑴　日曜日・国民の祝日に関する法律に規定する休日
　⑵　本学開学記念日
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　⑶　夏期及び冬期休業中の一定期間
２　館長は，必要に応じて臨時休館日を定めることができる。
（閉　館　日）
第７条　図書館の閉館日は，次のとおりとする。
　⑴　館内整理日
２　館長は，必要に応じて臨時閉館日を定めることができる。
　　　第２章　閲覧サービス
（携 出 禁 止）
第８条　資料は，閲覧室以外に携出してはならない。
（退　　　出）
第９条　資料の利用を終ったとき，又は閲覧室閉室時刻になったときは，直ちに退出しな
ければならない。その際利用した資料は，必ず元の位置に返納しなければならない。

（取　扱　い）
第10条　資料は，丁重に取扱い，もし，汚損又は紛失したときは，直ちに係員に届出なけ
ればならない。この場合は，借用者に修理をさせ，又は同一資料をもって償わせ，又は
修理料若しくは相当代価を徴収する。

　　　第３章　館外貸出
（館 外 貸 出）
第11条　資料の館外貸出（以下「貸出」という。）は，第３条第１号から第７号に規定す
る者は，貸出を受けることができる。

（貸出の手続）
第12条　資料の貸出を受けようとする者は，受付において所定の手続きを得なければなら
ない。

（貸出冊数及び期間）
第13条　借用者１名の貸出冊数及び期間の限度は，別表２のとおりとする。
（館長の許可を要するもの）
第14条　辞書，便覧類，製本雑誌及び新着雑誌その他特別の事情のある資料の貸出は，館
長の許可を必要とする。

（冊数，期間の変更）
第15条　試験などで利用の多い期間並びに資料整理の場合には，資料の全部又は一部の利
用の冊数及び期間を変更することがある。

（返納義務及び転貸の禁止）
第16条　帯出した資料は，予定の期限までに必ず返納しなければならない。ただし，返却
期日が閉館日の場合は，翌日とする。

２　延滞した場合は，一定期間資料の帯出を禁止することがある。
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３　帯出した資料は，他人に転貸してはならない。
（請求による返納）
第17条　帯出した資料は，期限に至らぬ場合でも，図書館の請求があったときは，直ちに
これを返納しなければならない。

（貸出及び返納手続）
第18条　貸出及び返納手続は，閉館30分前までに終了しなければならない。
（１ヵ月以上欠席する場合の措置）
第19条　休学，退学又は１ヵ月以上欠席するときは，直ちに帯出資料を返納しなければな
らない。

（３月１日以降の帯出の禁止等）
第20条　卒業予定の学生は，３月１日以降資料を帯出することはできない。また，現に帯
出中の資料は，おそくとも２月末日までに返却しなければならない。

　　　第４章　施設設備の利用
（施設の利用）
第21条　施設設備を利用する者は，所定の手続を経なければならない。
２　設備及び機器類は，図書館の指示通りに正しく使用し，確実に処理しなければならな
い。

３　図書館施設の利用に関する事項は，別にこれを定める。
　　　第５章　複写サービス
（複写の範囲）
第22条　学術研究その他に要するため，著作権法の定める範囲内において文献複写を行う。
（複写物の利用）
第23条　複写するときは，著作権法を遵守し，利用者が責任をもって行う。
（複写の手続）
第24条　図書の複写を希望する者は，所定の申込用紙に記入の上，カウンターに申込まな
くてはならない。

２　複写の許可を得た者は，各自で複写機を操作し，複写する。
３　複写料金は，利用者が負担する。
４　料金等については，館内に掲示する。
　　　第６章　相互利用サービス
（図書館間相互利用）
第25条　図書館は，他大学図書館等との図書館間相互利用（以下「相互利用」という。）サー
ビスを行う。

２　相互利用サービスは，第３条第１号から第７号に規程する者は，相互利用サービスを
受けることができる。
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３　前項の相互利用サービスを希望する者は，所定の申込用紙に記入のうえ，申込まなけ
ればならない。

（相互利用の範囲）
第26条　相互利用サービスについては，相互利用協定を結んでいる範囲内で次のとおりと
する。

　⑴　文献の複写
　⑵　文献の借用
　⑶　他大学図書館等利用のための紹介状の発行
（相互利用の料金）
第27条　相互利用に係る料金は，利用者が負担する。
（学内の相互貸借）
第28条　学内の相互貸借に関する事項については，西日本工業大学図書館資料の相互貸借
利用内規による。

　　　第７章　情報検索サービス
（情 報 検 索）
第29条　図書館は，外部データベースと接続して，図書館に設置する端末機によるオンラ
イン情報検索サービスを行う。

２　情報検索サービスは，第３条１号から第７号に規程する者は，情報検索サービスを利
用することができる。

３　利用料金は，原則として利用者が負担する。
（著　作　権）
第30条　情報検索サービスの利用に伴う著作権法上の責任は，利用者が負う。
　　　第８章　その他
（館 内 規 律）
第31条　館内の利用にあたっては，常に，良識と責任をもって行動しなければならない。
２　館内では，静粛を旨とし，喫煙及び飲食を厳禁する。
３　館内掲示に注意するとともに，係員の指示に従い，館内の諸規程を守らなければなら
ない。

（図書館の利用禁止）
第32条　館内の諸規程に違反した者は，退出を命じ，又は以後図書館の出入を禁止するこ
とがある。

（雑　　則）
第33条　この規程に定めるもののほか，図書館の利用に関する必要な事項は，館長が別に
これを定める。
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　　附　　則
１　この規程は，平成18年２月23日に決定し，平成18年４月１日から改正施行する。なお，
従前の規程は，平成18年３月31日をもって廃止する。

本館用

　別表１　図書館開館時間
　利用規程第５条

授業日 試験期間 授業期間以外
平　日 9:00～18:30 9:00～18:30 9:00～17:00

土曜日 9:00～12:30 　9:00～17:00
　日，祝祭日9:00～17:00 9:00～12:30

　別表２　館外貸出冊数及び期間
　利用規程第３条　⑴本学学部学生

平常貸出 休暇中特別貸出
種　別 図書 雑誌・消耗図書 図書
期　間 15日 7日 当該期間中
冊　数 計10冊 10冊

　利用規程第３条　⑵本学大学院生
種　別 図書・消耗図書 雑誌
期　間 30日 7日
冊　数 計15冊

　利用規程第３条　⑶本学教職員，名誉学長及び名誉教授
種　別 図書 教室用図書 雑誌 製本雑誌 視聴覚・消耗図書
期　間 180日 365日 15日 15日 7日
冊　数 計40冊

　利用規程第３条　⑷～⑺該当者
種　別 図書
期　間 15日
冊　数 5冊
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15　西日本工業大学情報科学センター利用規程

（利用者の資格）
第１条　西日本工業大学情報科学センター（以下「センター」という。）を利用すること
のできる者は，次の各号に掲げる者とする。

　⑴　西日本工業大学（以下「本学」という。）の専任教職員
　⑵　本学の学生
　⑶　その他特に教務部長が認めた者
（利 用 登 録）
第２条　センター利用登録は，次の各号により行う。
　⑴ 　前条第１号及び第２号に掲げる者については，その身分が発生した後に利用登録を
行う。

　⑵ 　前条第３号に掲げる者については，別に定める利用登録申請書を学務課に提出後，
教務委員会で審査して利用登録を行う。

（利 用 時 間）
第３条　センターの利用時間は，原則として次のとおりとする。
　⑴　平　日　午前９時から，午後５時まで
　　　土曜日　午前９時から，午後０時30分まで
　⑵ 　前号の時間外に利用しようとする者は，あらかじめ学務課に申し出て許可を得るも
のとする。

　⑶ 　定期点検等計算機システムの維持運営上必要がある場合は，前号にかかわらず利用
を停止する。

　⑷　春期・夏期及び冬期の休業期間中の利用時間については，教務部長が別に定める。
　⑸　教務部長が特に必要と認めた場合には，前各号によらないことがある。
（利用の報告）
第４条　教務部長は，必要に応じて利用者に対して，利用状況等についての報告を求める
ことができる。

（研究成果の公表）
第５条　利用者がセンターを利用して得た研究成果を公表するときは，センターの設備を
利用した旨を明記しなければならない。

（禁 止 行 為）
第６条　センターの利用に際して次の行為を禁止する。
　⑴　施設あるいは設備を汚損，破損する行為
　⑵　パソコンが設置されている教室での飲食
　⑶　故意にシステムの改変・破壊を行うこと
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　⑷　他の利用者の妨げになる行為
　⑸　本学の品位を汚す行為
　⑹　公序良俗に反する行為
　⑺　その他，教務委員会の議を経て教務部長が禁止した行為
（利用資格の取り消し）
第７条　教務部長は，利用者でこの規程あるいはネットワーク利用規程に違反した者，又
はセンターの運営に重大な支障を与えた者には，利用登録を取り消すことができる。

（雑　　　則）
第８条　この規程に定めるもののほか，センター運用に必要な事項については，教務委員
会の議を経て教務部長が定める。

　　附　　則
１　この利用規程は，平成９年４月１日から施行する。
２　従前の「西日本工業大学情報科学センター利用規程」は，廃止する。
３　従前の「西日本工業大学情報科学センター利用基準」は，廃止する。
４　この利用規程は，平成18年10月19日から施行し，平成18年４月１日から適用する。
５　この利用規程は，平成22年４月１日から施行する。
６　この利用規程は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する。
７　この利用規程は，平成24年10月１日から改正施行する。
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16　西日本工業大学ネットワーク利用規程

（目　　　的）
第１条　西日本工業大学ネットワーク利用規程（以下「本規程」という。）は，西日本工
業大学（以下「本学」という。）において，コンピュータネットワーク（以下「ネットワー
ク」という。）を利用する際に遵守すべき事項を定める。

（ネットワーク）
第２条　本規程におけるネットワークとは，西日本工業大学キャンパスネットワーク（以
下「キャンパスネットワーク」という。），インターネット及び学内で運営されるその他
のネットワーク（以下「その他のネットワーク」という。）をいう。

（利 用 資 格）
第３条　本学において，ネットワークを利用できる者は，以下のとおりとする。
　⑴ 　本学の教職員及び学生は，利用申請の手続きを経ずに原則として第４条に定める利
用範囲のネットワークの利用資格を有する。なお，利用資格は，教職員においては在
職中，学生においては在学中に継続して有効とする。

　⑵ 　卒業生で，ネットワークの利用を希望する者は，第８条に定める利用申請を行い，
利用資格を得なければならない。ただし，利用目的によっては，利用資格が付与され
ないことがある。

　⑶　その他特に教務部長が認めた者
（利 用 範 囲）
第４条　ネットワーク利用者の利用可能なサービスは，以下のとおりとする。
　⑴　教職員及び学生は，すべてのネットワークサービスを利用できる。
　⑵　教職員，学生以外の者の利用範囲は，利用目的に応じて定める。
第５条　ネットワークの利用時間は，原則として24時間とする。ただし，運用上必要があ
る場合には，利用を停止することがある。

第６条　インターネットなどを通して学外のネットワークを利用する場合は，次の規定に
よるものとする。

　⑴ 　他組織のサービスを受ける場合において，利用申請等手続きが必要な場合は，利用
者が行うものとする。

　⑵ 　利用する外部組織において利用料金等費用が発生する場合は，利用者が負担するも
のとする。

　⑶ 　学生等が利用する場合は，担当教員あるいは担当部署の許可を必要とする。
（利 用 目 的）
第７条　ネットワークの利用目的は，以下のものに限る。これらの目的以外にネットワー
クを利用することを禁止する。
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　⑴　教育研究及び事務連絡に必要な電子メールの交換
　⑵　教育研究及び事務処理に必要な情報の提示・公開と閲覧
　⑶　教育研究に必要なデータの収集
　⑷　教育研究に必要な意見の聴取と交換
　⑸　その他特に教務部長が必要と認めたもの
（利 用 申 請）
第８条　卒業生でネットワークの利用を希望する者は，別途定める申請用紙に必要事項を
記入し，学務課を経て，教務委員会に提出しなければならない。

２　教務委員会は，利用の可否及び利用範囲を決定し，審査結果は学務課を通して速やか
に申請者に通知するものとする。

３　利用申請を経て付与された利用資格及び利用範囲は，その申請がなされた年度内のみ
で有効とする。

（資格の審査）
第９条　ネットワークの利用資格及びその利用範囲については，原則として教務委員会が
審査を行う。ただし，教務部長が必要と認めた場合，教務委員以外の者を出席させ，審
査に加えることができる。

（自 己 責 任）
第10条　ネットワークの利用者は，次の項について責任を負う。
　⑴ 　付与されたIDあるいはメールアドレスの下に行ったすべての行為について一切の
責任を負う。

　⑵ 　利用資格を得て，ネットワークの利用を開始する者は，事前に関連する諸規程（本
規程，西日本工業大学情報科学センター利用規程など）を熟知しておかねばならない。

　⑶ 　ネットワーク利用者は，付与されたID，パスワード及びメールアドレスの管理に
ついて一切の責任を負う。また，第三者に自己のID，パスワード及びメールアドレ
スを使用させてはならない。

（禁 止 事 項）
第11条　ネットワークを利用する際には，以下の行為を禁止する。
　⑴　第７条に定めた利用目的以外の行為
　⑵　公序良俗に反する行為
　⑶　本学の品位を汚す行為
　⑷　本学及び第三者を誹膀中傷する行為
　⑸　ネットワーク利用者及び第三者のプライバシーを侵害する行為
　⑹　犯罪的行為に関係する行為
　⑺　営利目的の行為
　⑻　システムの改変・破壊を行うこと
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　⑼　ネットワークの運営を妨げる行為
　⑽　ネットワークを通じて得た情報を許可なく複製し，公開する行為
　⑾　その他，教務委員会の議を経て教務部長が禁止した行為
（利用資格の取り消し）
第12条　前条に掲げる禁止事項に違反した場合あるいは情報科学センター利用規程に違
反した場合は，教務委員会の議を経て，ネットワーク利用資格の取り消しを行うことが
ある。
　　附　　則
１　この利用規程は，平成10年４月１日から施行する。
２　この利用規程は，平成15年４月１日から施行する。
３　この利用規程は，平成18年10月19日から施行し，平成18年４月１日から適用する。
４　この利用規程は，平成22年４月１日から施行する。
５　この利用規程は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する。
６　この利用規程は，平成24年10月１日から改正施行する。
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17　西日本工業大学授業料その他諸納入金規程

（趣　　　旨）
第１条　この規程は，西日本工業大学学則に基づき，本学学生，研究生，科目等履修生及
び委託生から徴収する授業料その他諸納入金及び手数料について，必要な事項を定める
ものとする。

（入学金等の徴収）
第２条　西日本工業大学学則第63条に定める入学金，授業料，教育充実費のほか，委託徴
収金として後援会費，学友会費，共済会費及び新聞会費等の諸費を徴収する。なお，授
業料，教育充実費は，これを二期に分けて徴収する。

２　前項の授業料その他諸納入金の納入時期・方法及び委託徴収金の金額，納入時期・方
法は，別表１のとおりとする。

（退学，停学の場合）
第３条　退学を許可されたときは，その納付期の授業料その他諸納入金は，これを徴収す
る。停学を命ぜられたときは，停学中の授業料その他諸納入金は，これを徴収する。

（休学中の場合）
第４条　休学中の授業料その他諸納入金は，これを徴収しない。なお，前期（又は後期）
分の授業料その他諸納入金を前もって納入し休学した場合には，授業料その他諸納入金
は，復学した時の前期（又は後期）分に充当する。

（再入学の場合）
第５条　再入学の場合は，再入学年度の入学金を納入しなければならない。
（除籍を受けた者）
第６条　除籍を受けた者が再入学を願い出るときは，除籍を受けた納期分の納入金で，未
払いの分はこれを納入しなければならない。

（再入学，編入学，転入学）
第７条　再入学，編入学又は転入学をする者の授業料その他諸納入金は入学を許可された
年度の新入生の授業料その他納入金を準用する。

（授業料その他諸納入金の延納）
第８条　授業料その他諸納入金等の延（分）納を受けようとする者は，延（分）納を学長
に願い出て許可を受けなければならない。

（証明書等発行手数料）
第９条　証明書等の発行を受ける者は，所定の手数料を納入しなければならない。
２　証明書等の発行手数料は，別表２のとおりとする。
（履 修 料 等）
第10条　教職課程の履修者及び科目等履修生の履修料等は，別表３のとおりとする。ただ
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し，特別に認める場合は，履修料等を免除もしくは減免することができる。
２　科目等履修生の履修料は，特別に認める場合は，定額履修料として徴収することがで
きる。

（研 究 料 等）
第11条　研究生の研究料等は，別表４のとおりとする。ただし，特別に認める場合には，
研究料等を免除もしくは一部減免することができる。

（委　託　生）
第12条　委託生の授業料諸費用は，別に定める。
（追試験料，再試験料）
第13条　追試験料及び再試験料は，別表５のとおりとする。
（入学検定料等）
第14条　各種の入学検定料等は次のとおりとする。ただし，特別に認めた場合は，免除す
ることがある。

　⑴　入学検定料30,000円（大学入試センター試験利用入学試験の入学検定料は15,000円）
　⑵　編入（転入）学検定料　30,000円
　⑶　転科選考料　15,000円
　⑷　再入学選考料　30,000円
（学費返還の特例）
第15条　入学を予定している者が，別に定める返還申出期日までに入学辞退を申し出る場
合は，入学金を除く授業料，教育充実費，委託徴収金を返還する。

（所　　　管）
第16条　この規程に関する事務は，財務室が所管する。
　　附　　則
１　この規程は，平成２年４月１日から施行する。
２　この規程は，平成４年４月１日から適用する。
３　この規程は，平成６年４月１日から適用する。
４　この規程は，平成６年５月27日から適用する。
５　この規程は，平成８年４月１日から施行する。
６　この規程は，平成８年５月28日から施行し，平成９年度入学生から適用する。
７　この規程は，平成10年４月１目から施行する。
８　この規程は，平成11年４月１日から施行する。
９　この規程は，平成11年４月１日から施行する。
10　この規程は，平成13年４月１日から施行する。
11　この規程は，平成16年４月１日から施行する。
12　この規程は，平成17年４月１日から適用する。
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13　この規程は，平成18年４月１日から適用する。
14　この規程は，平成19年４月１日から適用する。
15　この規程は，平成20年４月１日から適用する。
16　この規程は，平成21年４月１日から改正施行する。
17　この規程は，平成22年５月26日から改正施行し，平成22年４月１日から適用する。
18　この規程は，平成23年４月１日から改正施行する。
19　この規程は，平成24年10月１日から改正施行する。
20　この規程は，平成25年２月28日から改正施行し，平成25年度入学生から適用する。

別表１
①〔学費内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
区　　　分 入　学　金 授　業　料 教育充実費 合　　　 計
前 学 期 ＊200,000 420,000 165,000 785,000
後 学 期 － 420,000 165,000 585,000
合　　 計 　200,000 840,000 330,000 1,370,000

　②〔委託徴収金内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

区　分
後　援
会　費

学　友
会　費

共　済
会　費

新　聞
会　費

同　窓
会　費

学生教育
研究災害
傷害保険

アルバ
ム　代

合　計

委　託
徴収金 15,000 13,000 2,000 400 10,000 ＊3,300 2,800 46,500

　③〔学費等納入時期〕
区　　　分 納　　　期
前　　学　　期 ４月30日まで
後　　学　　期 10月31日まで

　※注意
　⑴ 　本学の学費は，スライド制を適用しているので，２年次以降については，経済動向
等を勘案し必要に応じて改定を行うものとする。

　⑵　修業年限を超えて在籍した場合は，当該年度４年次の納入金を徴収する。
　⑶　委託徴収金は毎年前期に徴収する。（ただし＊印は入学時のみとする。）
　⑷ 　入学手続に必要な入学金その他納付金の納入時期は，学則第18条第１項に定めると
おりとする。

　⑸　＊印は，入学時のみの徴収とする。
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別表２
〔証明書等発行手数料〕　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
種 別 単 価 取 扱 部 署
卒 業 証 明 書 200 学 務 課
卒 業 見 込 証 明 書 200 〃
在 学 証 明 書 200 〃
在 籍 証 明 書 200 〃
成 績 証 明 書 200 〃
単 位 取 得 証 明 書 500 〃
免許状取得見込証明書 500 〃
学 生 証 再 発 行 1,000 〃
身 体 検 査 証 200 〃

　※各証明書の英文は，300円追加となる。

別表３
〔教職課程の履修者及び科目等履修生の履修科等〕　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

区　　　　　　　　 分 教　職　課　程 科　目　等　履　修　生
在　学　生 大 学 院 生 本学卒業生 一　　　般

選 考 料 － － 10,000 10,000
入 学 金 － － － 50,000
履修料（一単位につき） － 1,000  5,000 10,000
履 修 料（ 全 科 目 ） 30,000 － － －

　※　教育実習費は，別途徴収する。
　※ 　教職課程の履修料（全科目）については，平成17年度入学した者から適用する。た
だし，平成16年度以前に入学した者は，従前の例によるものとする。

別表４
〔研究生の研究料等〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
区　　　　　　　 分 本 学 卒 業 生 一　　　　　 般
選　　　 考　　　 料 10,000  10,000
入　　　 学　　　 金 －  50,000
研　 究　 料（ 年　 間 ） 75,000 150,000

別表５
〔追・再試験料〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
追　　試　　験　　料 1科目につき 1,000
再　　試　　験　　料 1科目につき 2,000
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18　実験・実習における安全確保について

　１年次から３年次において，基礎的実験・実習から各専門的実験・実習が実施されてい
る。更に，４年次における卒業研究では高度な実験・実習が実施されている。これらの実
験・実習においては，予期し得ない事故が起こることが充分考えられる。事故は，実験機
器の損傷ばかりでなく，人体の損傷を伴う場合があり，重大な結果を招くことが危惧され
る。このような，事故を起こさないためには，万全の注意と準備が不可欠である。
　以下に，事故を起こさないための基本的な注意事項を示す。実験・実習に携わる学生は
充分熟読し，事故の危険を回避していただきたい。
１．実験・実習計画
　　内容を充分理解し，教員の指導の下，計画を立てる。
２．実験・実習場所
　　教員の指導の下，場所（実験室，実験台，実習工場など）の設定を行う。特殊な環境
での実験・実習については事前に教員と充分相談する。

３．器具・装置の取り扱い
　　装置の取り扱いを習熟しておき，装置の安全使用限度（温度，圧力，重量，強度，電
圧，電流など）を熟知しておく。特に，高温，高圧，高電圧には充分注意する。

４．薬品の取り扱い
　　使用する薬品の毒性や引火性，爆発性を充分掌握しておく。また，適切な使用場所，
保管場所，取り扱い器具の選択を教員の指示に従う。

５．服　　　装
　　実験時の服装は，危険が伴わない服を着用する。高温や火を扱う実験・実習では，引
火時に融着する化学繊維を避け，できるだけ皮膚の露出を少なくする。回転機を扱う実
験・実習では，巻き込まれない服装および髪型に心がける。化学薬品を扱う実験・実習
では，保護用メガネや保護手袋，防護マスクなどを必要に応じて着用する。

６．装置の整備・点検
　　安全のため装置や機器の整備は定期的に行う。定期点検・整備以外にも，少しでも危
険を感じた場合には，直ちに点検・整備を行う。

７．実験・実習場所の整理・整頓
　　雑然とした実験・実習室は事故の原因となる。実験・実習室は常に整理・整頓，清掃
をしておく。また，実験台上は実験器具，実験機器を整頓し，実験スペースを充分確保
する。

８．健 康 管 理
　　心身が不調の場合には，事故を起こしやすい。身体と精神を常に健康に保つことを心
がける。
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９．後　始　末
　　実験廃液は適切に処理する。最終離室者は，電気，水道，ガスの閉栓を確認する。
10．防災設備と避難経路の確認
　　消火器や防火扉などの防災設備の設置場所を確認しておく。また，火災など避難が必
要な事故が起きたときのために避難経路を事前に把握しておく。

11．事故が起きたときの対処
　　自身に事故が起きた場合には，安全を確認して退避するとともに，指導教員に連絡す
る。他者に事故が起きた場合には，安全を確認して救出するとともに，指導教員に連絡
する。安全が確認できない場合には，無理をして救出を試みず，直ちに指導教員に連絡
する。
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19 奨学制度について

学生諸君が４年間有意義な学生生活を過ごすためには, 食・住をはじめとする諸々の条

件を考慮した生活設計を立てておく必要があります｡ 特に経済的に恵まれず, 自力で学業

を継続させていくことは, 本学のような工科系及びデザイン系の学部においては容易なこ

とではありません｡ アルバイトに追われ, 本来の学業に専念できないという状況は, 本末

転倒で絶対に避けなければならないことです｡

このように, 経済的に恵まれていない学生に教育の機会を与えるものとして奨学制度が

設けられています｡ 奨学生に採用される条件としては, 第一に勉学への強い意欲, しかも

経済的に恵まれない家庭環境であること, 第二にこのような条件の下での努力に対する学

生の人物評価, 第三に入学後の成績等があげられます｡

〇西日本工業大学特別貸与奨学生

本学に入学後, 家庭の事情が急変したため, 修学の希望がありながら主として経済的

な理由により修学が困難になった学生に特別貸与奨学金を貸与する制度で, その概要は

次のとおりです｡

特別貸与奨学金の貸与額及び貸与期間

貸与額は, 毎年, 授業料及び教育充実費相当額とし, 貸与期間は, 最短修業年限

の終期までとします｡

出願及び資格の決定

特別貸与奨学金を希望する学生は, 願書をガイダンス担当教員に提出して下さい｡

その後, 学生委員会において資格審査が行われ, 学長が決定し, 教授会に報告さ

れることによって特別貸与奨学生としての資格が決定されます｡

資格の停止等

特別貸与奨学生が休学した場合は, 休学の期間中その資格を停止します｡

また, 特別貸与奨学生が懲戒処分を受けたり, 懲戒処分に準ずる行為があった場

合はその資格を取り消します｡ 資格を取り消された場合は, 特別貸与奨学金の一部

あるいは全部の返還を命ぜられることとなります｡

問い合わせ

この制度の詳細については, ガイダンス担当教員あるいは学生課職員に問い合わ

せて下さい｡
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19　奨学制度について

学務課職員
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種 別 貸 与 月 額
成 績 の 原 則 的 基 準

新 入 生 ２ 年 次 生 以 上

第１種奨学金
(無利子奨学金)

54,000円または30,000円(自宅通学者) 高 校 時 評 定
3.5 以 上 の 者

在学中の成績が同学年
上位１／３以内の者64,000円または30,000円(自宅外通学者)

第２種奨学金
(きぼう21プラン)
(有利子奨学金)

3万円・5万円・8万円・10万円・

12万円の中から学生が選択
学修に意欲があり, 学業を確実に
終了できる見込みがあると認められる人

〇日本学生支援機構 (旧：日本育英会) (平成21年度)

出願と採用方法

日本学生支援機構 (旧：日本育英会) の奨学金は, 高等学校において出願選考す

る予約採用と大学に入学して出願選考する在学採用の２つがあります｡ 在学採用は,

原則として４月初旬に行う ｢定期採用｣ と, 家計の急変により奨学金を緊急に必要

とする ｢緊急採用｣ ｢応急採用｣ があります｡

出願者の資格

大学に在学し, 学業・人物ともに優秀, かつ健康であって, 学資の支弁が困難と

認められる者であること｡

奨学金の種別及び貸与月額

※ きぼう21プランは, 年0.1～３％の利子がつきます｡

貸与期間

奨学金の貸与期間は, 大学の定める正規の最短就業年限 (４年間) の終期までで,

卒業延期や原級にとどまった場合の期間延長は許されません｡ また, 在学中でも学

業成績不振・性向の状況等により廃止・停止・貸与期間短縮等の処置をとられるこ

とがあります｡

奨学金の交付

交付は, 日本学生支援機構 (旧：日本育英会) より直接奨学生本人の銀行預金口

座に毎月１回当月分 (４・５月分は５月) が当月の11日前後に振り込まれます｡

異動と届出

奨学生が休学・退学・死亡等身分に異動が生じたとき, 連帯保証人等に変更があっ

た場合は, ただちに所定の様式によって学生課に届出なければなりません｡

奨学金の返還

奨学金は貸与であり卒業後には返還しなければなりません｡ この返還金は新たな

奨学生に貸与する奨学金の財源となるので, 定められた期間に必ず返還しなければ

なりません｡ 返還の額は, 貸与金額に応じて定められ, 年賦により卒業後６ケ月以

降より約10年～20年間で返還することになります｡
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第２種奨学金
（有利子奨学金）

※　第２種奨学金は，在学中は無利息，卒業後は3.0%を上限とする利息付です。

学務課

　日本学生支援機構の奨学金は, 高等学校において出願選考する予約採用と大学に
入学して出願選考する在学採用の２つがあります。在学採用は，原則として４月初
旬に行う「定期採用」と，家計の急変により奨学金を緊急に必要とする「緊急採
用」「応急採用」があります。

　交付は, 日本学生支援機構より直接奨学生本人の銀行預金口座に毎月１回当月分
が当月の11日前後に振り込まれます。
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奨 学 団 体 名 貸 与 月 額 奨 学 団 体 名 貸 与 月 額

長 崎 県 育 英 会 41,000円 福岡県教育文化奨学財団 64,000円

佐 賀 県 育 英 会 63,000円 あ し な が 育 英 会 40,000円

山口県ひとづくり財団奨学会 52,000円 ニビキ奨学生 (給与) 14,000円

北 九 州 市 奨 学 資 金 54,000円 宮 崎 県 育 英 資 金 63,000円

田 川 市 育 英 会 10,000円～
30,000 交 通 遺 児 育 英 会 40,000円～

60,000

重政教育財団 (給与) 30,000円 沖縄県国際交流人材育成奨学会 55,000円

大 村 市 奨 学 金 30,000円 徳 島 県 奨 学 金 52,000円

〇その他の奨学金 (平成22年度)

日本学生支援機構 (旧：日本育英会) のほかには地方公共団体及び民間育英団体奨学

会などがあります｡ 現在本学の学生で採用されている奨学団体は別表の通りです｡ 募集・

出願方法・資格等各奨学団体によって若干異なりますので, 出願に当たっては学生課に

相談してください｡

〈別表〉各種奨学金貸与月額一覧
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　日本学生支援機構のほかには地方公共団体及び民間育英団体奨学会などがあります。
募集・出願方法・資格等各奨学団体によって若干異なりますので，出願に当たっては各
奨学団体に相談してください。
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種 別
手数料

単 価
管轄課 種 別

手数料

単 価
管轄課

学 生 証 再 発 行 1,000円 学

務

事

務

在 学 証 明 書 200円 学

務

事

務

通 学 証 明 書 無 料 在 籍 証 明 書 200円

学 割 無 料 卒 業 証 明 書 200円

定期健康診断証明書 200円 卒 業 見 込 証 明 書 200円

成 績 証 明 書 200円

単 位 取 得 証 明 書 500円

免許状取得見込証明書 500円

20 諸証明書の発行出願について

１. 諸証明書の発行については, 次の順序で手続きをする｡

証明書発行願 (様式第10号) に所要事項を記入するとともに証紙販売機にて手数料

合計相当額の証紙を購入し, 証紙貼付欄に貼付して学務事務へ申し込む｡

卒業研究着手者が就職のために成績証明書・卒業見込証明書の発行を受ける場合は,

就職課の確認印のあるものに限り発行する｡

学生証の再発行を受ける場合は, 学務事務にて発行する｡

２. 諸証明書発行願の取扱い業務時間

事務局の業務時間は次のとおりである｡

① 平 日 午前９：00～17：00

② 土曜日 午前９：00～12：30

諸証明書の発行に要する期日は次のとおりである｡

① 平日の場合 午前の申込……当日の午後に発行

午後の申込……翌日の午前に発行

② 土曜日の申込……………………月曜日の午前に発行

学 割 の 発 行……………………翌日に発行

通学証明の発行……………………即時に発行

３. 諸証明書発行手数料単価

※ 各証明書の英文は, 300円追加となる｡
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20　諸証明書の発行出願について

学務課へ申し込む。

学務課にて発行する。

学

務

課

学

務

課
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４. ＪＲ学生運賃割引証 (学割)

学割は, 片道100㎞を超えて乗車, 乗船する場合に使用でき, 有効期間は発行日から

３ケ月間である｡ 学生１人に対する年間発行枚数は10枚までで, １回に発行する枚数は

２枚以内である｡ また, 連続して１週間以内には発行しないので, 充分計画をたてて必

要枚数だけ発行を願い出ること｡ ただし, 課外活動のため必要とする場合は, 各サーク

ルの主務が一括して, 課外活動届を添え願い出ること｡

また, 就職試験のために必要な枚数は, 年間発行枚数に含めない｡

― 123 ―― 126 ―



区 分 事 項

休学願 (様式第１号)

保証人の連署を要す｡ 休

学は１ヵ年以内であるが

２ヵ年連続する者は休学

期間延長願を提出するこ

と｡

疾病その他やむを得ない事由により３ヵ月以上修学を休止

しようとする場合には, 医師の診断書または詳細な理由書

を添えて願い出て許可を得て休学すること｡

(提出先は学務事務)

退学願 (様式第２号)

保証人の連署を要す｡

事由を詳記して (病気のときは医師の診断書添付) 願い出

て許可を受けなければならない｡ (提出先は学務事務)

復学願 (様式第３号)

保証人の連署を要す｡ 疾

病全快者は医師の診断書

を添付すること｡

休学期間が満了となったとき, および中途に於て事由が消

滅し出席するときには願い出なければならない｡

(提出先は学務事務)

再入学願 (様式第４号) (提出先は学務事務)

改姓 (名) 届 (様式第５号)
戸籍抄本を添えて10日以内に届け出なければならない｡

(提出先は学務事務)

保証人異動届

(様式第６号)

保証人が死亡した場合は, 死亡診断書を添付すること｡

(提出先は学務事務)

欠席届 (様式第７号)

就職試験・会社訪問 (提出先は学務事務)

教育実習 (提出先は学務事務)

課外教育活動・病気・忌引 (提出先は学務事務)

忌引の日数は次のとおりとする｡

配偶者の死亡 10日 祖父母の死亡 ３日

父母 〃 ７日 兄弟姉妹〃 ３日

子供 〃 ５日 伯叔父母〃 １日

証明 (会葬御礼など) できるものを添付すること｡ (提出

先は学務事務)

欠試届 (追試願)

(様式第８号)

病気その他正当な事由のために試験を欠席した場合に届け

出る｡

(提出先は学務事務)

住所届 (様式第９号)

学年始め10日以内, 転居したときは３日以内に届け出なけ

ればならない｡

(提出先は学務事務)

証 明 書 発 行 願

( 様 式 第 10 号 )

所定の手続きをとって交付を受けること｡

(提出先は学務事務)

21 諸願い届一覧表及び書式
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（提出先は学務課）

（提出先は学務課）

（提出先は学務課）

（提出先は学務課）

（提出先は学務課）

（提出先は学務課）
（提出先は学務課）

（提出先は学務課）
（提出先は学務課）

（提出先は学務課）

（提出先は学務課）

（提出先は学務課）

先は学務課）

21　諸願い届一覧表及び書式
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見
　

本
ガイダンス担当教員の確認 氏名

納入済
授 業 料 平成 年度 期分 未請求

未 納

会計印

(様式第１号)

休 学 願
平成 年 月 日

西日本工業大学長 菊 池 重 昭 殿

本 人 学 科 学科

学籍番号

氏 名

保証人 住 所

氏 名

この度下記理由により
自平成 年 月 日

至平成 年 月 日
の間, 休学いたしたいので許可さ

れますよう保証人連署の上お願いいたします｡

記
(理 由)

(注 理由は詳細に書くこと｡)

病気の場合は医師の診断書を添付すること｡
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見
　

本
ガイダンス担当教員の確認 氏名

納入済
授 業 料 平成 年度 期分 未請求

未 納

会計印

(様式第２号)

退 学 願
平成 年 月 日

西日本工業大学長 菊 池 重 昭 殿

本 人 学 科 学科

学籍番号

氏 名

保証人 住 所

氏 名

この度下記理由により退学いたしたいので許可されますよう, 保証人連署の上お願いい

たします｡

記
(理 由)
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見
　

本

(様式第３号)

復 学 願
平成 年 月 日

西日本工業大学長 菊 池 重 昭 殿

本 人 学科

学籍番号

氏 名

保証人 住 所

氏 名

自平成 年 月 日

至平成 年 月 日
の間, 休学中のところ, この度下記理由により

平成 年 月 日から復学いたしたいので許可されますよう保証人連署の上お願

い致します｡

記
(理 由)

(注 病気の場合は, 医師の診断書を添付すること｡ )
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見
　

本

(様式第４号)

再 入 学 願
平成 年 月 日

西日本工業大学長 菊 池 重 昭 殿

本 人 学科

学籍番号

氏 名

保証人 住 所

氏 名

平成 年 月 日入学しましたが,

の為平成 年 月 日退学いたしましたとこ

ろ, この度下記理由により再入学いたしたいので許可されますよう, 保証人連署の上お願

い致します｡

記
(理 由)

(注 理由は詳細に書くこと｡)
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見
　

本

(様式第５号)

改 姓 (名 ) 届
平成 年 月 日

西日本工業大学長 菊 池 重 昭 殿

学科

学籍番号

氏 名

このたび, 下記の理由により改姓(名)いたしましたので, 戸籍抄本添付のうえお届けい

たします｡

記

旧 姓
ふ り が な

(名)

新 姓
ふ り が な

(名)

(理 由)

(注 戸籍抄本を添付すること｡)
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見
　

本

保証人（保護者）異動届
平成 年 月 日

西日本工業大学

（様式第６号）

　この度、下記の理由により保証人（保証人の住所）の移動がありましたのでお届けいた
します。

長 菊 池 重 昭 殿

学籍番号
学　　科

氏 名
新保証人（新保護者）　住 所

氏 名

旧保証人（旧保護者）　氏 名

新保証人（新保護者）　氏 名
ふ り が な

年 月 日生
被保証人
との続柄

住 所
職 業（勤務先）

電話番号

（理　由）

（保証人が死亡した場合は、死亡診断書を添付すること。）

確　　　認
財　務　室 学　務　課
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見
　

本

就 職 関 係 教 育 実 習 課外活動 病気・忌引
卒研担当 就職課長 卒研担当 顧問又は監督 ガイダンス教員

理由 このたび, 下記の理由により当該学科目の受講ができませんのでお届けします｡下記の理由により当該学科目の受講ができませんのでお届け 提出先
※就職試験：会社名 (：会社 ) 会場名 ( )
※会社訪問：会社名 (問：会 ) 会場名 (

見見
)

※合同企業説明会説明会：会社名 ( 見見 ))
就職課

※教育実習：学校名 (育実習 見見 ))
※課外活動：サークル名 (外活 )

課外活動内容 ( )
会 場 名 ( )

※病 気： (診断書又は医証添付のこと)
見見

病
※忌 引：父母の死亡：７日 子供の死亡：５日 祖父母の死亡：３日忌

兄弟姉妹の死亡：３日 伯叔父母の死亡：１日
証明 (会葬御礼など) できるものを添付すること｡

※そ の 他： (そ )

土土木 金本本火本曜日 月曜日
月 日月 日 月 日本本月本本時限 月 日

１
担当教員
２

担当教員
３

担当教員
４

担当教員
５

担当教員

本本本本
見見
本本本本本本本本本本

(様式第７号)

欠 席 届
平成 年 月 日

教科担当教員 殿
学 科：機・電・環・建・情・総合・デジタル 学籍番号：(デジタル )
氏 名： 印印
住 所： ＴＥＬ(携帯) ( ))

欠 席 時 間 割 表本本
欠席期間：平成 年 月 日 ( 曜日) ～平成 年 月 日 ( 曜日)

欠席届必要枚数 枚
確認 印

学務課学務

学務課長 学務課長
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見
　

本

就職指導委員 教 務 課 長

欠 試 日 時限 欠試授業科目名 担当教員名

平成 年 月 日 ( )

平 成 年 月 日 ( )

平 成 年 月 日 ( )

平 成 年 月 日 ( )

平 成 年 月 日 ( )

平 成 年 月 日 ( )

平 成 年 月 日 ( )

平 成 年 月 日 ( )

平 成 年 月 日 ( )

平 成 年 月 日 ( )

(様式第８号)

平成 年 月 日

欠 試 届 (追 試 願)

学籍番号

学生氏名

このたび, 下記の通り期末試験を受験することができません (でした) ので, 追試験を

受験させていただきまようお願い申し上げます｡

記

１. 欠試理由 (具体的に)

２. 欠試教科目
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学　務　課　長
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見
　

本
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付 1 　課外活動

　大学の任務は，学術研究を行ない，職業教育を授けるとともに，市民的教養を与え人間
形成を行なうことにある。学術研究，職業教育については主として専門教育を含む正課教
育において行なわれるが，市民的教養，人間形成については正課教育を通じてのみでは,
十分対処できないので，正課外教育活動が絶対に必要である。これが課外活動といわれる
ものである。課外活動は，個人の才能の開発，技術の向上，調和のある人間性の涵養，あ
るいは精神的緊張の解放，身体の練磨など種々な効果をもたらすことができる。しかし,
さらに重要な効果は，集団活動を通じて自己を発見することである。さまざまな集団活動
に積極的に参加することによって，その集団経験の成果として人間関係を満足させ，集団
の仕事に貢献しうる自己を発見し，より明確にどんな種類の人間になりうるかを知ること
ができる。自己の発見は，自己実現を通じて新しい領域におけるイニシアティブ，リーダー
シップを学ぶことができる。またそうした集団経験を通じて，自己指導と自己統制を推進
させることができる。
　課外活動には文化関係活動，体育関係活動など多数あるが，そのいずれかに参加するこ
とが，また学園生活を豊かにみのりあるものとすることでもある。
　現在，課外活動としては次のようなものがある。
　　学術文化会執行委員会
　　　　フォークソング部，美術部，軽音楽部，C.P.U部，漫画アニメーション研究部,
　　　TRPG部，GAME研究部，ライセンス研究部，小倉コミックアート同好会，まちづ

くり支援グループ３R，３Dの会，写真愛好会
　　体育会執行委員会
　　　　自動車部，陸上競技部，柔道部，弓道部，剣道部，卓球部，ソフトテニス部，硬

式野球部，バスケットボール部，サッカー部，バレーボール部，テニス部，ラグビー
部，ソフトボール部，ゴルフ部，ボウリング部，フットサル部，軟式野球部,

　　　３on３バスケットボール愛好会，Stre2t Style，Darts愛好会，バドミントン愛好会，
空手愛好会

　　学友会総務委員会・アルバム委員会・共済会総務委員会・新聞会総務委員会・
　　大学祭実行委員会・会計監査委員会
　課外活動は，次の諸会則によって実施されている。これらの会則は，この便覧の末尾に
添付されている。
　　１．学友会会則　２．大学新聞会規約　３．共済会規約　４．共済会細則
　　５．アルバム委員会規約　６．大学祭実行委員会規約　７．会計監査委員会規約
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会 長

学友会顧問 副 会 長 学友会相談役

体 育 会

執行委員会

学術文化会

執行委員会
学 友 会

総務委員会 会
計
監
査
委
員
会

選 挙 管 理

委 員 会

クラブ対策

協 議 会

体 育 会

主 将 会 議
学生代表会

学術文化会

主 将 会 議

学 生 大 会

付２ 課外活動諸会則

学友会会則

第１章 総 則

第１条 本会は, 西日本工業大学学友会と称し, 本部を大学内に置く｡

第２条 本会は, 学友会総務委員会, 体育会, 学術文化会の各執行委員会から構成される｡

第３条 本会は, 強固なる学生自治と会員相互の親和のもとに, 学問の自由を守り学術研

究, 身体の練磨, 全会員の人格的, 学問的および体育的な発展向上を図ることを目的と

する｡

第４条 本会は, 次の会員をもって構成される｡

１. 正 会 員 本学在学生

２. 特別会員 本学卒業生 本学教職員

学 友 会 機 構
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委 員 長

出 納 長 書 記 長 副委員長２名

専 任 委 員

応 援 団

委 員 長

財 務 副 委 員 長 書 記 渉 外

専 任 委 員

体 育 会 ・ 学 術 文 化 会 各 サ ー ク ル

学友会総務委員会組織

体育会・学術文化会執行委員会組織

第5条　本会会員は，この会則に定める一切の権利と義務を負う｡
第6条　本会に次の役員を置く｡
　1．会長　本学学長とし，本会を代表する｡
　2．副会長　本学副学長があたり，会長を補佐し，会長事故の場合これを代行する｡
　3．学友会顧問は，学生部長，本会所属サークル顧問は教職員とし，顧問は本会，また
　　はサークル運営に関し助言を行う｡
第7条　本学に学生会と合同協議会を置く｡
第8条　本会の経費は，会費，寄付金，その他の収入をもってこれにあてる｡
　　　第2章　学　生　会
第9条　本会は，第3条目的を達成のため，次の組織を置く｡
　1．学生大会
　2．学生代表会
　3．三委員会会議
　4．八委員会会議
　5．学友会総務委員会
　6．体育会執行委員会
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　7．学術文化会執行委員会
　8．予算委員会
　9．選挙管理委員会
　　　第1節　学生大会
第10条　学生大会は，正会員の意志を決定する最高議決機関である。
第11条　本大会は，学友会総務委員会が開催日時を決定し，正会員を招集する。
　　本大会は，次のとき開催される。
　　1．春秋２回の定期学生大会
　　2．学友会総務委員会決議，または正会員の５分の１以上の署名をもって要求された
　　　とき，臨時学生大会を開く。
第12条　本大会は，正会員の3分の１以上の出席により成立し，その議決には出席正会員
　の過半数の賛同を必要とする。ただし，委任状による出席を認め，学生代表が委任状を
　回収し，議長あてに提出しなければならない。なお，卒業研究等により学生代表が委任
　状を回収できない場合，各正会員が委任状を学友会総務委員会に提出しなければならな
　い。
第13条　学生大会が引続き2回以上流会した場合，学生代表会によって承認，または議決
　することができる。
第14条　本大会は，議長1名・書記2名を置き，その都度正会員中より選出することを原
　則とする。
第15条　本大会は，次の事項を提案，審議，または議決する。
　　1．学友会総務委員会，体育会執行委員会，学術文化会執行委員会，新聞会総務委員
　　　会，共済会総務委員会，アルバム委員会，大学祭実行委員会，会計監査委員会（以
　　　下　｢八委員会｣　と称す。） の運営方針に関する件。
　　2．八委員会の予算・決算及び事業計画の承認，または否認
　　3．八委員会の財務担当者による会計報告
　　4．八委員会の決議事項，および処理事項の報告審議
　　5．八委員会，および役員の不信任
　　6．選挙管理委員会による選挙報告
　　7．学友会会則に関する件
　　8．その他重要事項
　　　　第2節　学生代表会
第16条　学生代表会は，学生大会から次期学生大会までの諮問議決機関として，学生大会
　に対して責任を負う。なお，学生代表は各学年・各学科ごとの連絡及び報告，並びに意
　見集約の責任を負う。
第17条　本大会は，次のとき開かれる。
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１. 学生代表の要求があるとき

２. 学生代表会の４分の１以上の要求があるとき

３. 緊急審議を要するとき

以上, いずれの場合も学友会総務委員会委員長がこれを招集する｡

第18条 本会は, 学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術文化会執行委員会の役員,

学生代表, および関係者より構成される｡

第19条 本会は, 議長, 書記, 各１名をその都度学生代表より選出することを原則とする｡

第20条 本会は, ３分の２以上の参加を必要とし, 議決は過半数とする｡ ただし, 委任状

による出席を認める｡

第21条 学生代表会は, 次の事項を審議, または議決することができる｡

１. 学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術文化会執行委員会の方針

２. 学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術文化会執行委員会の活動経過の承認

３. 会則改正の提案

４. 学友会総務委員会の２名迄の辞任受理, および就任の承認

５. その他緊急事項

第22条 学生代表会の審議, 議決に関する書類は, 議長署名のうえ, 学友会総務委員会に

保管される｡

第23条 学生代表の選出および任務は下記とする｡

１. 学生代表は, 各学年各学科より２名ずつ選出され, その任期は１ヵ年 (４月１日

から翌年３月31日まで, また４年生は４月１日から翌年３月19日まで) とする｡

２. 学生代表は, 学生代表会において議長, 書記各１名を互選する｡

３. 学生代表会は, 議決を５日以内に正会員に告示しなければならない｡

第３節 三委員会会議

第24条 本会は, 学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術文化会執行委員会によって

構成され, 必要に応じて関係者の出席を認める｡ その権限は学友会総務委員会委員長に

ある｡

第25条 本会は, 第３条目的達成のための学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術文

化会執行委員会の協議の場であり, 学友会運営を円滑にするための機関である｡

第26条 本会開催は, 学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術文化会執行委員長の要

求があるとき, および役員の３分の１以上の要求があるときとする｡

第４節 八委員会会議

第27条 本会は, 八委員会委員長によって構成され, 必要に応じて関係者の出席を認める｡

その権限は学友会総務委員会委員長にある｡

第28条 本会は, 第３条目的達成のため八委員会の協議の場であり, 学友会運営を円滑に

するための機関である｡

― 138 ―― 141 ―



第29条 本会開催は, 八委員会の委員長の要求があるとき, および各委員会員の３分の１

の要求があるときとする｡

第30条 八委員会運営が人員不足等のために困難になったと判断された場合, 学友会顧問

に協力を依頼することができる｡

第５節 学友会総務委員会

第31条 本会は, 学友会における最高執行機関である｡

第32条 本会は, 委員長, 副委員長, 出納長, および専任委員 (以下 ｢幹部｣ と称す｡)

及び各長補佐, 他学友会総務委員会員によって構成される｡

第33条 本会は, 正会員に対し責任を負う｡

第34条 本会議長は, 委員長がこれにあたる｡

第35条 本会は, 次の任務を行う｡

１. 学生大会に沿った運営, および活動

２. 学生大会に対する活動経過報告

３. 執行に関する諸事項の決定, および実施

第36条 本会は, 第３条, 達成, およびその任務遂行のため, 体育会, 学術文化会各執行

委員会と協力し, 専任委員を定め分担して運営にあたる｡

第37条 本会幹部の任期は, 就任後１ヵ年とし, 本会会員の任期は, 在学期間内とする｡

第38条 本会幹部の任務は, 学生自身の生活を充実させるために, 大学当局との接触をもっ

て常に前進して行くことを目標とし, 幹部の任務は下記とする｡

１. 総務委員長 本会を統轄しその任務を円滑に行うと共に対外折衝を行い, 本会最

高責任者となる｡

２. 副 委 員 長 委員長事故のとき, これを代行する｡

３. 出 納 長 本会の会計一般を任務とする｡

４. 専 任 委 員 委員長のもとに分担された任務を遂行する｡ また本会の運営を円滑

に行うため, 適当な方策を採ることを任務とする｡

第39条 本会加入団体に応援団を置く｡ ただし, 学友会総務委員会解散には責任を負わな

い｡

第６節 体育会・学術文化会執行委員会

第40条 本会は, 学友会会則第２条に基づき, 学友会総務委員会と協力し, 第３条達成を

目的とする｡

第41条 本会は, 委員長, 副委員長, 出納長, および専任委員 (以下 ｢幹部｣ と称す｡)

及び各長補佐, 他体育会, 学術文化会執行委員会執行委員によって構成される｡

第42条 本会は, 正会員に対し責任を負う｡

第43条 本会議長は, 委員長があたる｡

第44条 主将会議, 総会は内規に定める｡
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第45条 本会は, 次の任務を遂行する｡

１. 主将会議の承認に沿った運営と活動

２. 学生大会に対しての活動経過報告

３. 各部部費の審議, および決定

４. 課外活動, および他校交流

５. 体育祭, 文化祭および諸行事

６. その他重要事項

第46条 本会幹部の任期は, 就任後１ヵ年とする｡

第47条 本会執行委員の任期は, 内規に定める｡

第７節 予算委員会

第48条 本会は, 平成22年度より学友会費を学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術

文化会執行委員会, 大学祭実行委員会, 会計監査委員会に分配する｡ 分配率及び学友会

予備費に関しては, 予算委員会において決定する｡ 学友会予備費の使用については, 内

規に定める｡

第49条 本会は, 学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術文化会執行委員会, 大学祭

実行委員会, 会計監査委員会により構成され, 議決は３分の２以上を必要とする｡ なお,

決議権を有するのは, 各委員会２名までとする｡

第50条 本会の司会・進行は, 会計監査委員会委員長が務め, 議長は学友会総務委員会委

員長がこれにあたる｡

第８節 選挙管理委員会

第51条 本会は, 選挙投票日１ヵ月前に学友会総務委員会内に置き, 選挙管理委員会委員

長は学友会総務委員会委員長が任命する｡

第52条 選挙管理委員会委員長の任期は, 選挙投票日１ヵ月前より, 選挙結果発表終了後

迄とする｡

第53条 本会は, 各委員会委員長全ての選挙をつかさどる｡

第54条 選挙管理委員会は, 選挙を正当に行ない, またその方法, 結果を正会員に告示し

なければならない｡

第３章 学友会連絡会

第55条 本会は, 学生部長, 学生課, 各委員会によって構成し, 必要に応じて関係者の出

席を認める｡

第56条 本会は, 下記のとき開催される｡

１. 原則として１ヵ月に１回, 定期的に開催される

２. 学生部長または, 学生課が必要と認めたとき

３. 各委員会委員長が必要と認めたとき
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第57条 本会は, 大学行事, 学生生活の向上, および各委員会と, 学生部長, 学生課との

連絡会である｡

第58条 本会は, 次の事項を連絡, 提案する｡

１. 学生部長, 学生課からの提案事項

２. 各委員会からの提案事項

３. 各委員会担当大学行事の進行状況並び, 方針の連絡

４. その他必要重要事項

第４章 会 議

第59条 学友会に属するすべての会議の召集の告示は, 会議当日まで少なくとも３日の期

間を置き, 原則として学友会関係専用の掲示板を使用する｡ 選挙管理委員会の掲示も同

様とする｡

第60条 学生大会, および学生代表会で議決された事項は, その会議終了後５日以内に内

容を正会員に告示し, 掲示期間は最低５日間とする｡

第61条 定期学生大会が引続き２回流会した場合は, 学生代表会をもってこれにあたる｡

ただし, この場合その後最初に成立した学生大会にこれを報告し, 事後承認を得なけれ

ばならないが, 否認された場合その決定事項は無効となる｡

第５章 選挙諸則

第62条 各委員会委員長の選挙は, 11月15日～12月５日迄に選挙管理委員会によって行わ

れる｡

第63条 各委員会委員長は, 正会員中より立候補者を立て無記名投票により選出されなけ

ればならない｡ ただし, 各委員会委員長の立候補者が１人の場合は投票を行わない｡ そ

の代わり学生大会で出席者の３分の２以上の賛成があれば成立するものとする｡

第64条 選挙用紙, ポスター用紙, 立会演説, 選挙運動, および選挙違反罰則に関しては,

別に定める｡

第65条 学友会関係の全ての選挙は, 無記名投票とする｡ なお, 立候補制の場合はその締

切りまで７日, 投票日まで７日の期間を置く｡ なお, 不在投票は, 必要に応じて選挙管

理委員会委員長が認める｡

第66条 選挙の成立は, 全正会員の３分の１の投票数を必要とする｡ なお, 立候補者は,

有効投票数の過半数を必要とし過半数に満たない立候補者については, 後日再選挙を行

う｡ しかし, 再選挙を行っても規定の投票数が得られなかった場合は学生大会後, 学生

代表会を行う｡ そこで, 過半数以上の同意を得た立候補者は委員長代理として各委員長

の任につく｡ また選挙が不成立になった場合にもこれが適用される｡

第６章 会 計

第67条 本会の会計年度は, 毎年12月12日までの１ヵ年とする｡

第68条 本会の運営に関する経費は, 学友会費, 寄付金, その他をもってこれにあてる｡
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会費は, 次の区分をもって年度始めに大学会計課に納入しなければならない｡ 転入生,

その他特殊な事情のある者については, 別に定める｡

第69条 会計の管理は, 各委員会が行い, 保管を会計課に託し, 会計支出は各委員会委員

長, および財務担当の認印を必要とする｡

第70条 本会の予算は, 本予算および特別予算として次の各号について行う｡

１. 本予算は, 入会金, 会費をもってこれにあて, 学友会独自の事業に使用し学生大

会で承認された予算によって, 各委員会が使用方法を決定する｡

２. 特別予算は, 寄付金その他をもってこれにあて, その用途は各執行委員会が決定

する｡

第71条 会計監査会は, 財務担当の各委員会員に学友会会計の公開を求めることができる｡

このとき, 各委員会は10日以内にその内容を明らかにしなければならない｡

第72条 会計監査委員は, 全ての財務に関する会議に出席することができる｡

第73条 財務担当の各委員会員は, 出納簿を備え, 金銭出納を明らかにしておかなければ

ならない｡

第74条 財務担当の各委員会員は, 決算報告書を会計年度末に作成の上, 会計監査に提出

し, 学生大会の承認を得なければならない｡

第７章 附 則

第75条 学生大会決算報告書に使用する領収書の保管年数は４年間とし, 以降の領収書の

保管は各委員会の任意とする｡ ただし伺い伝票の保管年数は８年とする｡

第76条 罰則に関しては別に記す｡

第77条 催物 (学外) に関しては別に記す｡

第78条 特別委員は, 本会の行う学内行事の全てに参加することができる｡

第79条 一般学生の本会会則改正要求は, 正会員の10分の１の署名をもって提案され, 学

生大会において過半数の賛同により, 附加・削除することができる｡

第80条 本会会則は, 昭和48年４月１日より施行する｡

昭和49年１月16日一部改正

昭和51年２月 一部改正

昭和57年１月16日一部改正

昭和62年１月５日一部改正

平成６年12月６日一部改正

平成９年12月４日一部改正

平成11年12月３日一部改正

平成16年12月７日一部改正
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第48条に関する内規

１ 平成22年度より, 緊急を要する学友会予備費の使用が生じた場合は, その都度 ｢予算

委員会｣ を開催し, 八委員会の承認を得なければならない｡

２ 学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術文化会執行委員会, 大学祭実行委員会,

会計監査委員会の予算については, 各委員会ごとに, 学友会費分配金, 援助金, 前年度

繰越金で運営する｡
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付３ 大学新聞会規約

第１条 名称と位置

本会は, 西日本工業大学新聞会総務委員会と称し, 本会を本大学内に置く｡

(以下 新聞会と称す)

第２条 目 的

本会は, 相互信頼のもと, 学問, 文化の発展を志向し, 情報交換のために本工業大学

新聞を発行することを目的とする｡

第３条 事 業

本会は, 前条の目的を達成するための新聞発行等に関する事業を新聞会に遂行せしめる｡

第４条 会 員

本会は, 次の会員をもって構成する｡
一 正会員－本学に在籍する全学生
二 特別会員－本学の教員並びに職員, 後援会会員, 卒業生

第５条 構成及び役員
一 新聞会の機構は別表による｡
二 本会に次の役員を置く｡

会長 １名

新聞会執行三役, 委員長, 副委員長, 財務長各１名

学生, 若干名

第６条 役員の任務
一 会長は, 本会を代表する｡
二 委員長は, 新聞会を統率し, 新聞発行等の会務を円滑にする｡

第７条 役員の選出
一 会長には学長を推薦する｡
二 新聞会委員長は, 選挙によって選出する｡
三 副委員長並びに財務長は, 委員長が任命する｡

第８条 選 挙
一 委員長の選挙は, 選挙管理委員会が行う｡
二 選挙管理委員会は学友会選挙管理委員会が兼ねる｡

第９条 任 期
一 新聞会執行三役の任期は, 就任後一ケ年とする｡
二 執行三役の再任は妨げない｡
三 本会会員の任期は, 在学期間内とする｡
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第10条 解 散

執行三役は, 次の場合解散する｡
一 任期満了
二 新聞会執行三役の辞任
三 本大会における執行三役不信任決議の提案

第11条 大 会
一 大会は, 新聞会の最高決議機関であり, 年２回催すことを原則とする｡

大会の成立は, 正会員の５分の１以上の出席を必要とし, 大会における議決は,

過半数の賛同を必要とする｡
二 臨時大会は, 新聞会の５分の４以上, もしくは正会員の５分の１以上の署名によ

る要求がある場合, これを召集する｡

第12条 合同協議会
一 会長は, 本会運営に関して必要とみなした時, 若しくは新聞会の要求がある時は,

本学合同協議会を開き, 意見を徴するものとする｡
二 合同協議会は, 学長, 副学長, 学生部長, 学生担当課長, 新聞執行三役及び関係

者の出席をもって構成する｡

第13条 会 計
一 本会の経費は, 正会員の会費, 寄付金, その他の雑収入をもってこれに当てる｡

会計の管理は新聞会が行う｡ 会計支出は委員長, 財務長の認印を必要とする｡
二 本会運営に関する予算報告書, 及び収支に関する決算報告書は会計監査を経て,

大会に提出, 承認を求めるものとする｡
三 会計監査委員は, 学友会会計監査委員会に委任する｡
四 本会計年度は, 毎年４月１日に始まり, 翌年３月31日に終る｡
五 学生大会決算報告書に使用する領収書の保管年数は４年間とし, 以降の領収書の

保管は各委員会の任意とする｡ ただし伺伝票の保管年数は８年とする｡

第14条 本規約の改正は, 大会に諮り, 過半数の賛成を要する｡

第15条 発 行

本規約は, 昭和45年１月28日から執行する｡

昭和54年４月24日一部改正

平成６年12月６日一部改正

平成11年12月３日一部改正

平成15年12月４日一部改正
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会 長

新 聞 会

委 員 長

副 委 員 長 財 務 長

新 聞 会 員

全 学 生

特 別 会 員
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付４ 共済会規約

第１章 総 則

第１条 本会は, 西日本工業大学共済会総務委員会と称し, 本部を学内に置く｡

(以下 ｢共済会｣ と称す｡)

第２条 共済会は, 西日本工業大学学生の傷病保障, および学生生活向上を計る会とする｡

第２章 会 員

第３条 共済会は, 西日本工業大学学生全員を会員とする｡

第４条 会員は, 会費を納入しなければならない｡

第５条 会員は, 次に掲げる事由に至ったときは, その翌日から会員の資格を失う｡

西日本工業大学を卒業したとき

転学又は退学したとき

その他西日本工業大学学生としての身分を失ったとき

第３章 目 的

第６条 共済会は, 会員の相互共済を目的とする｡

第７条 学生生活意識向上のための諸問題討議, および講演を行う｡

第４章 役 員

第８条 本会は, 委員長, 副委員長, 財務長, 給付長, 渉外長, 渉内長および専任委員

(以下 ｢幹部｣ と称す｡) および各長補佐によって構成される｡

第９条 本会には次の役員を置く｡

委 員 長 １名 副委員長 ２名

財 務 長 １名 給 付 長 １名

渉 外 長 １名 渉 内 長 １名

専任委員 数名 給付委員 数名

第10条 第９条に掲げた役員は, 次のごとく定め, 次の内容の任務を遂行する｡

委員長は, 委員会を総括し, 本会を代表する｡

副委員長は, 委員長を補佐し, 委員長不在のときは任務を遂行する｡

給付委員は, 給付にあたって諸事務を遂行する｡

委員長は, 学友会規約第５章選挙諸則に従って選出され, 財務・給付各１名は,

委員の互選とし, 他は委員長が任命する｡

第11条 幹部の任期は, 就任後一ケ年とし, 再任は妨げない｡ 本会会員の任期は, 在学期

間内とする｡

第５章 学生大会

第12条 本大会は, 会員の意志を決定する最高議決機関である｡

第13条 本大会は, 学友会総務委員会が開催日時を決定し, 会員を召集する｡
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本大会は, 次のとき開催される｡

春秋２回の定期学生大会

会員の５分の１以上の署名をもって要求されたとき, 臨時学生大会を開く｡

第14条 本大会は, 会員の５分の１以上の出席により成立し, その議決には, 出席会員の

過半数の賛同を必要とする｡ ただし, 委任状による出席を認め, 学生代表が委任状を回

収し, 議長あてに提出しなければならない｡

第15条 本大会は, 議長１名, 書記２名を置き, その都度会員中より選出する事を原則と

する｡

第16条 本大会は, 次の事項を審議, または議決する｡

共済会の運営方針に関する件｡

共済会の予算決算の承認, 否認｡

会則に関する件｡

その他重要事項

第６章 会 計

第17条 共済会の会費は, 共済会費・寄付金をもってこれにあてる｡

第18条 会費は, １人当り年額2,000円とし, その納入方法は, 次のようにする｡

新入生は, 入学金と同時に大学財務室宛に納入する｡

在学生は, 前期授業料と同時に大学財務室宛に納入する｡

休学, その他の事情により在学延期の場合は, その延期までの共済会費を大学財

務室宛に納入する｡

第19条 他の医療保険の被保険者または被扶養者であって, 当該保険により全額給付を受

けることのできるものは, 共済会管理費として200円を除いた額の, 返還を請求するこ

とができる｡ ただし, 返還請求を行った年度は医療給付金を受けることが出来ない｡

第20条 現金出納は財務が行う｡

第21条 財務の出納, および書類は, 学友会会則による会計監査会の調査を受けるものと

する｡

第21条の１ 学生大会決算報告書に使用する領収書の保管年数は４年間とし, 以降の領収

書の保管は各委員会の任意とする｡ ただし伺伝票の保管年数は８年とする｡

第22条 共済会の会計年度は, ４月１日より翌年３月31日までとする｡

第７章 給 付

第23条 共済会会員のために行う給付は, 次のとおりにする｡

傷病の場合の医療費 (各種保険により窓口支払分), ただし, 入院料は, 室料・

看護料・入院時医学管理料とする｡

すべての医療給付について, 原則として, 医療費および薬代のみとし, その給付

額は半額とする｡ その判断は委員長, 財務長, 給付長の審議によって決定する｡
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予防接種の経費の一部負担, その他｡

第24条 医療は, 原則として保険診断を取扱う国公立病院・診療所, または本学指定病院

において行うものとする｡

第25条 第24条において, 医療給付を受ける場合には共済会の指定の医療費領収証明書を,

共済会宛に提出しなければならない｡

第26条 医療費の検定は, 社会保険診療報酬点表に準じて行う｡

第27条 医療費の給付率は, 健康保健法に準じ個人負担分のみを給付する｡

なお, 医療保険を使用しなかった場合は, 原則として給付しない｡

第28条 年間を通じて会員１人に給付する額は, 原則として３万円とする｡ ただし, 協議

のうえで, この額を超えることができる｡

第29条 会員が死亡した場合には, 原則として共済会の審議により, 弔慰金を１万円贈る｡

ただし, その範囲ではない｡

第８章 付 則

第30条 本規約は, 昭和48年４月１日より施行する｡

第31条 共済会の運営に関する細則は, これを別に定める｡

平成６年12月６日一部改正｡

平成９年12月４日一部改正｡

平成11年12月３日一部改正｡

平成15年12月４日一部改正｡

平成16年12月７日一部改正｡

平成18年12月９日一部改正｡

平成21年12月５日一部改正｡

共済会細則

第１条 休暇中は, 給付金請求の受付け, および給付を行わない｡

第２条 医療費は, 医療を受けた本人が一応全額を支払い, 規約第25条に規定された書類

を医療終了後３ヶ月以内に常任委員宛に提出し, 給付を受けるものとする｡

第３条 正課中における事故に関して, 大学側から保障される場合は, これと重複しない｡

第４条 不正行為があった場合は, 個人に対する保障を１年間停止するとともに, 受取っ

た金額は, 全額これを返済させる｡

第５条 医療費の給付支払日の日から３ヶ月以上を経過しても医療費を受領しない者は,

医療給付請求権利を放棄したものとみなす｡

第６条 学内での傷病の応急処置は, 保健室にて行う｡
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第28条　年間を通じて会員１人に給付する額は，原則として３万円を限度とする。ただし，
　協議のうえで，この額を超えることができる｡
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第７条 学内外において, 西日本工業大学学生の生活意義向上の為の行動中, 傷害に遭遇

した場合には, 共済会において協議のうえ援助することができる｡

第８条 学内外において, 西日本工業大学の生活意義向上の為の課外活動を円滑に行う為の

補助として, 遠征バッグの貸し出しを行う｡ その他の場合には, 役員協議の上決定する｡
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委 員 長

財 務 副委員長２名 書 記 渉 外

専任委員

付５ アルバム委員会規約

第１条 本会は, 西日本工業大学アルバム委員会総務委員会と称し, 本部を学内に置く｡

第２条 本学学生は, アルバム購入を義務とする｡

第３条 アルバム委員会は, 学生大会で作成費の決算報告をする｡

第４条 本学学生は, アルバム代を毎年前期学費納入時に併せて財務室に納入しなければ

ならない｡

ただし, 休学者は, 卒業までに完納する｡

第５条 納入済みのアルバム代は, アルバム作成費の関係上, 返還はしないものとする｡

第６条 アルバム委員会構成委員の任期および任務

１. アルバム委員会構成委員の任期は, 選出時点から原則として在学期間内とする｡

第７条 学生大会決算報告書に使用する領収書の保管年数は４年間とし, 以降の領収書の

保管は各委員会の任意とする｡ ただし伺伝票の保管年数は８年とする｡

平成６年12月６日一部改正

平成11年12月３日一部改正

平成16年12月７日一部改正

補則 アルバム代は, 別に定める｡

アルバム委員会総務委員会組織図
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付６ 大学祭実行委員会規約

第１章 総 則

第１条 本会は, 西日本工業大学大学祭実行委員会と称し, 本部を学内に置く｡ (以下

｢大学祭｣ と称す｡)

第２条 本会には, 企画会議, 模擬店会議を設け, 美夜古祭の円滑な運営を図る｡

第２章 会 員

第３条 本会は, 西日本工業大学の全学生をもって構成する｡

第４条 会員は, 次に掲げる事由にいたったときは, 会員の資格を失う｡

西日本工業大学を卒業したとき｡

転学又は, 退学したとき｡

その他西日本工業大学学生としての身分を喪失したとき｡

第３章 活動内容

第５条 本会は, 学友会会則第３条に基づき, 大学, 学友会総務委員会, 体育会執行委員

会, 学術文化会執行委員会, その他委員会と協力し, 学友会会則第３条達成を目的とす

る｡

第６条 本会は, 学友会会則第３条を達成するために次の事業を遂行する｡

美夜古祭の企画・運営

大学祭, 及び大学諸行事, 各委員会, 各サークル諸行事

課外活動, 及び他大学等との交流の促進

その他重要事項

第４章 役 員

第７条 本会に, 籍を置く者は, すべて役員とする｡

第８条 本会は, 委員長, 副委員長, 財務局長, 広報局長, 企画局長, 編集局長, プロ・

コンサート企画局長, および専任委員 (以下 ｢幹部｣ と称す｡) および各長補佐によっ

て構成される｡

ただし, 大学祭委員長により, 必要に応じて役職を定める事ができる｡

第９条 第８条に挙げた幹部は, 次の任務を遂行する｡

委員長 委員会を統括しその任務を円滑に行い, 大学祭の代表者である｡

副委員長 委員長を補佐し委員長事故あるときは, 委員長の職務を代行する｡

財務局長 本会の予算に関する職務を遂行する｡

広報局長 他大学との交流を図り, 大学祭のＰＲに関する職務を遂行する｡

企画局長 企画会議の決定にもとづき, 美夜古祭期間中の円滑な運営に当たる｡

編集局長 美夜古祭のパンフレット作成にあたり指揮をとる｡

プロ・コンサート企画局長 美夜古祭コンサートを企画運営する｡
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第10条 第７条に挙げた役員は, 大学祭に関して分担された任務を遂行する｡

第11条 幹部の選出については, 次の通りとする｡

委員長 選挙管理委員会による選挙によって選出される｡

その他役員 委員長による選出｡

第12条 幹部の任期は, 就任後一ケ年とし再任は可能とする｡ 又, 欠員により就任した者

の任期は前任者の残任期間とする｡

役員の任期は, 在学期間内とする｡

第13条 大学祭に欠員が生じた場合は, 委員長が任命する｡ 但し本人の意志を尊重し, 各

サークル員引退後及び一般学生から選出する｡

第５章 企画会議

第14条 大学祭を円滑に進めるために企画会議をおく｡

第15条 企画会議の議員は大学祭役員, 及び各委員会, 各サークル代表者, 代議員により

構成され, 議長は大学祭委員長がその都度指名する｡

第16条 企画会議は原則として必要に応じて大学祭委員長が開催を招集する｡

第６章 模擬店会議

第17条 大学祭準備, 及び当日模擬店に関する事業を円滑に進めるため模擬店会議を置

く｡

第18条 模擬店会議は, 大学祭企画局模擬店担当者, 及び模擬店出店を希望する団体の代

表者により構成され, 議長はその都度大学祭委員長, 及び模擬店担当者が指名する｡

第19条 模擬店会議は原則として必要に応じて開催し, 模擬店担当者が招集する｡

第20条 模擬店会議には, 模擬店出店を希望する団体の代表者は, 会議に必ず出席しなけ

ればならない｡ 欠席の目立つ団体は出店の停止又は取り消しをする場合もある｡

第７章 美夜古祭

第21条 大学祭の準備を滞りなく, 円滑に進めるために模擬店出店の有無に関係なく, 夏

期休暇後, 各サークルより, 大学祭スタッフ, 学内警備, プロ・コンサート警備のスタッ

フを招集することができる｡ 但し, 大学祭委員長と各サークルの主将との話し合いによ

り免除することができる｡

第22条 大学祭の運営, 及び準備に関する経費は, 寄付金, 協賛金, 収益金を運営にあて

る｡

第23条 プロ・コンサートのタレント決定の際は, 正会員の声を反映させるためにアンケー

トを取る｡

第24条 その他, 必要事項は内規に定める｡

第８章 企 画

第25条 企画会議を通過した案を企画としてまとめ, 美夜古祭の企画時間割表を作成し円

滑に企画を進める｡ 又, 原則として１つの企画に１人の担当者をつける｡
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第９章 器 材

第26条 大学祭より貸し出した器材を, 故意もしくは, 不慮の事故にて損失・損傷等を起

こした, 委員会・サークル・及びその他団体は, 大学側及び大学祭の指導により, その

一切の責任を負わなければならない｡

第27条 美夜古祭にて使用する器材を, 正しく使用してない団体には, それ相応の罰則を

与えることもある｡

第28条 第27条, 第28条の規定以外の問題が起こった場合は, その都度, 大学祭委員長が

問題に対して対処する｡

第10章 事 故

第29条 美夜古祭期間中学内にて発生した事故については, 大学祭が責任を負う｡

但し, 次の場合を除く｡

駐車場での人身・物損事故

明らかに本人に過失がある場合

第30条 大学祭は事故が発生した場合, 大学側にすみやかに届け出なければならない｡ 又,

その場合の処理は大学側, 大学祭が行う｡

第31条 大学祭は, 事故の防止に努めなければならない｡

第32条 その他, 必要事項は内規に定める｡

第11章 会 計

第33条 学生大会決算報告書に使用する領収書の保管年数は４年間とし, 以降の領収書の

保管は各委員会の任意とする｡ ただし伺伝票の保管年数は８年とする｡

平成６年12月６日一部改正

平成11年12月３日一部改正
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大 学 祭 実 行 委 員 会

企 画 会 議 模 擬 店 会 議

委 員 長

副 委 員 長

プロ・コンサート

企 画 局 長
企 画 局 長 広 報 局 長 編 集 局 長 財 務 局 長

プロ・コンサート

警 備 長

器 材 長 模 擬 店 長

製 作 長

会議構成図

大学祭実行委員会組織図
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付７ 会計監査委員会規約

第１章 総 則

第１条 (名称) 本会は, 西日本工業大学会計監査委員会と称し, 本部を学内に置く｡

(以下 ｢会計監査会｣ と称す｡)

第２章 目的及び原則

第２条 (会計監査の目的) 会計監査会は, 会計の一般原則を満たすべく本学学友会総務

委員会他六委員会の会計監査を行うことを目的とする｡

第３条 (会計の一般原則) 会計の処理は次の原則に従い行われなければならない｡

１項, 真実性の原則 一切の記録計算が適正に行われ, 事実が事実として有りのままに

表示すべしとする｡

２項, 正規の簿記の原則 会計取引を適正に処理し得る記帳制度によって会計処理を行

うことを要求する｡

３項, 明瞭性の原則 計算数字の表現形式を規制するものであって, 一切の会計記録・

計算・表示が整然明瞭にして概観性と簡潔性を有し, 一通りの会計知識を有す者なら

ば何人でも誤った判断や疑義を生ずることのないよう分類, 配列, 綜合, 形式等に特

別の考慮を払い, 報告する事を要求する｡

４項, 確証性の原則 会計は, 必ず的確な方法や手段によって証明し得るものでなけれ

ばならず, 一切の記録計算は適正な証票書類を基礎として的確な組織により秩序的で

整然と処理され, 一定の形式によって明瞭に表示されるべく, 必要に応じて何時でも

直ちに関係書式との照合を可能ならしめ, 原始記録にまで順次遡及し得るように企画

されなければならない｡

５項, 単一性の原則 財務諸表は, 一定時点において一あって二なきものであるとする

原則であり, 提出目的によってその形式は相違するも, 内容の真実な表示を歪めては

ならない｡

６項, (保守主義の原則) 安全性の原則 収益はなるべく内輪に見積もり, 確実なもの

のみを計上し, 損費は細大漏らさず, なるべく過大に計上するところの, ｢一切の可

能損失は計上すべきも予想利益は計上すべからず｣ とする｡

７項, 時間比較または期間比較と経営比較を可能なるしめるべしとする｡

８項, 継続性の原則 一度決定した会計の内容及び形式はこれを継続して実行するべく,

みだりに変更しないように要求する｡

９項, 重要性の原則 金額または計算項目の重要性に応じて, 適正にその計算精粗を決

定すべしとする｡

10項, 連続性の原則 会計は経営の継続する限り中断することなく連続すべきものであ

るとする｡
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第３章 構成及び役員

第４条 (構成) 会計監査会は, 次の会員をもって構成される｡

１項, 役員 本学在学生より選出

２項, 特別会員 学生部長, 学生担当課長

第５条 (役員) 本会には次の役員を置く｡

１項, 委員長 委員会を総括し, 本会を代表する｡

２項, 副委員長 委員長を補佐し, 委員長不在のときは任務を代行する｡

３項, 財務長 会計監査会の財務を総括する｡

４項, 監査委員 役員の指示により, 委員会の円滑な事業遂行を援助する｡

第６条 (任期) 三役の任期は, 就任後一ケ年とし, 監査員の任期は在学期間内とする｡

第７条 (解散) 会計監査会は, 次の条件を満たす時解散するものとする｡

１項, 役員の任期満了｡

２項, 三役の辞任 (委員長・副委員長・財務長)｡

３項, 学生大会において不信任成立の時｡

第４章 任務及び権限

第８条 (任務)

１項, 会計監査会は, 学友会総務委員会他六委員会に会計の公開を求める｡ このとき,

各委員会は, 十日以内にその内容を明らかにしなければならない｡

２項, 学友会総務委員会他六委員会に対して会計監査を行い, 学生大会にて, 監査報告

を行うこと｡

３項, 学友会総務委員会他六委員会の財務に関する会議に出席し, 会計指導を行うこと｡

第９条 (会計一般原則の維持に関する権限)

１項, 会計監査会は, 会計の一般原則に関するいかなる問題も討議し, 学友会総務委員

会他六委員会及びサークルに対して勧告をすることが出来る｡

２項, 学友会総務委員会他六委員会及びサークルは勧告の正当性を認めた場合この勧告

に従わなければならない｡

３項, 相手が会計監査会の正当なる勧告に従わない場合は, 八委員会会議を開催しその

処分を決定する｡

第５章 会 計

第10条 (会計年度) 会計監査会の会計年度は毎年４月１日より翌年３月31日までとする｡

第11条 (会計監査) 会計監査会の出納及び証明書類の会計監査は学友会所属委員会他三

委員会 (学友会総務委員会, 体育会執行委員会, 学術文化会執行委員会) 立会いの下合

同で監査される｡

第６章 附 則

第12条 会計監査会の運営に関する細則は, これを別に定める｡
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平成５年４月１日 改正

平成６年12月６日一部改正

平成11年12月３日一部改正

平成16年12月７日一部改正

第７章 細 則

第13条 (第６章 第12条に関する細則)

１項, 会計監査は前期・後期とに分けて２回行う｡ 期間は前期 (４月) 後期 (12月)

で, 各委員会は, 必ず会計監査を受けること｡

２項, 会計監査を受ける場合, 会計帳簿, 領収証明書, 明細書, 決算報告書, 部費申告

書等を持参すること｡

３項, 会計帳簿について

会計帳簿は, 学生大会決算報告書を作成する際に, その信頼性を保証するもので

あり, 毎年度に作成かつ保存すること｡ 領収書の保管年数は４年間とし, 以降の領

収書の保管は各委員会の任意とする｡ ただし伺伝票の保管年数は８年とする｡

会計帳簿は必ず市販の金銭出納又はこれに準ずるものを使用すること｡ 私製の会

計帳簿は認めない｡

会計帳簿は, 現金の収入及び支出の都度その明細と, 金額を記入すること｡

会計帳簿記入金額等の訂正には, 必ず会計担当の訂正印を使用すること｡

会計帳簿は黒又は青インク又はボールペンにて記入すること｡

４項, 領収書について

領収書は, 決算報告書における支出額及び会計帳簿における支出額の信頼性を保

障するものである｡

支出において領収書の無いものは如何なる理由があろうとも認めない｡

領収書の内容において次のものは無効とする｡

・支払先の押印のないもの｡

・正式サークル名, 委員会名のないもの｡

・支払い金額の但書のないもの｡ (商品代, 品代等は認めない)

・日付のないもの｡

・同一領収書にインク書体の相違のあるもの｡

・支払い金額の明細書のないもの｡

・発行先, 受取人に個人名を用いたもの｡

・ ｢新入生歓迎コンパ代｣ ｢コンパ代｣ など｡

・サークル単位の卒業生記念品等｡

・練習中の飲食代｡
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委 員 長

財 務 副 委 員 長 書 記 渉 外

専任委員

第14条 (渉外費)

１項, 学外渉外費について｡

他大学等外部の団体・個人との公的交流による出費は全額渉外費によりこれを負担

できる｡

２項, 学内渉外費について｡

幹部交代式に関する祝儀代は, 全額を渉外費によりこれを負担できる｡

上記以外の学内における渉外費の支出は, 原則としてこれを認めない｡

３項, 渉外費の申請について｡

渉外費の申請は会計監査会の定めた所定の申請書に従って ｢招待状｣ を添えて申請

すること｡

会計監査委員会組織図
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西日本工業大学

大学院
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大学院工学研究科の理念・目的等について

　大学院工学研究科では，日々進歩発展している工業技術の第一線を担

うことができる技術者，経営的視点を備えた技術者，新しい技術の動向

を見極め新分野への進出や新製品開発のできる技術者を育てたいという

考えから，「幅広い社会的見識と経営的判断力を持つ実践的専門技術者

の育成」という理念に基づく教育研究を実践しています。

　複雑に多様化する現代の技術分野に対応すべく，学部の専門技術教育

を基礎としつつ，幅広い社会的見識と柔軟かつ創造的な技術応用能力の

涵養を図り，高度専門技術者，経営者，起業家を育成することを目的と

しています。

大学院工学研究科の 3方針

１．ディプロマポリシー

　幅広い社会的見識と工学系分野における柔軟な技術応用能力を育成

し，課題の発見と対応・解決能力を備えた高度専門技術者，経営者，起

業家を養成することを目標としています。工学生産系分野（生産システ

ム分野）では，エネルギー，制御，製造などに関する高度な専門性を修

得し，工学生産技術システムへの対応能力を備え，地域の発展と文化・

福祉に貢献できる人材の育成を目標としています。自然・人間環境分野

（環境システム分野）では，制御，計画，デザインなどに関わる高度な

専門性を修得し，自然・人間環境技術システムへの対応能力を備え，地

域の発展と文化・福祉に貢献できる有為な人材を育成することを目標と

しています。
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２．カリキュラムポリシー

　学位授与の方針に基づき，知識・技能をそれぞれの学年で修得すべき

レベルに応じて計画的に配置し，体系的に身に付けさせるよう教育課程

を編成しています。

　工学研究科は，機械，電気・電子・情報，環境建設，建築，情報デザ

インに関する専門分野を横断統合した単一専攻ですが，学生の視野の拡

大，専門分野の強化のために，他の分野の講義科目も履修できるように

しています。幅広い社会的見識と工学系分野における柔軟な技術応用能

力の修得を図れるようにするため，個別的技術分野のうち比較的つなが

りの深いと考えられる複数の領域を緩やかに統合して，工学生産系分野

（生産システム分野）と自然・人間環境分野（環境システム分野）の二

つの分野を設けます。また，幅広い柔軟な社会的見識と経営的判断力を

修得できるように，人文系・社会系教科を含む共通科目を編成していま

す。

３．アドミッションポリシー

　本学の建学の理念，大学院の理念・目的を理解し，幅広い社会的見識

と工学系分野における柔軟な技術応用能力の修得を目指す人を広く受け

入れることとしています。特に，機械，電気・電子・情報工学系の生産

システム分野と土木，建築，情報デザイン系の環境システム分野のいず

れかの研究領域に必要な基礎知識を有し，高い関心と研究意欲を持つ人，

また，これらの分野における生産技術や環境技術に関連する技術者・経

営者を目指す人を求めます。
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１ 西日本工業大学大学院学則

第１章 総 則

(趣 旨)

第１条 この大学院学則は, 西日本工業大学学則 (以下 ｢学則｣ という｡) 第２条の２第

２項の規定に基づき, 西日本工業大学大学院 (以下 ｢本学大学院｣ という｡) に関する

必要な事項を定める｡

(目 的)

第２条 学部における確かな専門技術教育の基礎としつつ, 複雑に多様化する現代の技術

分野に対応すべく, 大学院においては, 幅広い社会的見識と, 柔軟な技術応用能力の涵

養を図り, 高度専門技術者, 経営者, 起業家を育成することを目的とする｡

(人材養成に関する目的)

第２条の２ 人材育成に関する目的は, 次のとおりとする｡

幅広い社会的見識と工学系分野における柔軟な技術応用能力を育成し, 課題の発見と

対応・解決能力を備えた高度専門技術者, 経営者, 起業家を養成する｡

生産システム分野 (工学生産系分野)

エネルギー, 制御, 製造などに関する高度な専門性を修得し, 工学生産技術システム

への対応能力を備え, 地域の発展と文化・福祉に貢献できる有為な人材を養成する｡

環境システム分野 (自然・人間環境分野)

制御, 計画, デザインなどに関わる高度な専門性を修得し, 自然・人間環境技術シス

テムへの対応能力を備え, 地域の発展と文化・福祉に貢献できる有為な人材を養成する｡

(自己点検・評価)

第３条 前条の目的及び社会的使命を達成し, 本学大学院の教育研究水準の向上に資する

ため, 文部科学大臣の定めるところにより, 教育及び研究, 組織及び運営並びに施設及

び設備の状況について自ら点検及び評価を行い, その結果を公表するものとする｡

２ 前項に加え, 本学の教育研究等の総合的な状況について, 政令で定める期間ごとに,

文部科学大臣の認証を受けた評価機関による評価を受けるものとする｡

第２章 研究科, 課程, 専攻, 収容定員及び修業年限

(研 究 科)

第４条 本学大学院に, 工学研究科を置く｡

(課 程)

第５条 工学研究科に修士課程を置く｡

修士課程は, 幅広い社会的見識と工学系分野における柔軟な技術応用能力を育成し, 課

題の発見と対応・解決能力を備えた高度専門技術者, 経営者, 起業家を養成することを

目標とする｡
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(専攻及び教育研究上の目的)

第６条 工学研究科に生産・環境システム専攻を置く｡

生産・環境システム専攻においては, 工学生産系分野 (生産システム分野) におけるエ

ネルギー, 制御, 設計・製造など, 及び自然・人間環境分野 (環境システム分野) にお

ける制御, 計画, デザインなどに関わる学術技術の理解と応用を教授研究し, 幅広い技

術システムへの対応能力を備え, 地域の発展と文化・福祉に貢献できる有為な人材を育

成することを目的とする｡

(収 容 定 員)

第７条 工学研究科の定員は, 入学定員を10名, 収容定員を20名とする｡

(修 業 年 限)

第８条 修士課程の修業年限は, ２年とする｡

２ 在学期間は, 修業年限の２倍の年数を超えることができない｡

第３章 組 織

(教 員 組 織)

第９条 本学大学院の授業及び学位論文の作成等に対する指導 (以下 ｢研究指導｣ という｡)

は, 大学院設置基準 (昭和49年文部省令第28号) に定める資格を有する教員が担当し,

又は分担するものとする｡

(研 究 科 長)

第10条 研究科に, 研究科長を置き, 学長が推薦し, 理事長が任命する｡

(運 営 組 織)

第11条 本学大学院の教学に関する重要事項を審議するため研究科委員会を置く｡

２ 研究科の運営に係る規程については, 別に定める｡

第４章 学年, 学期及び休業日

(学年, 学期及び休業日)

第12条 学年, 学期及び休業日については, 学則第９条, 第10条及び第11条の規定を準用

する｡

第５章 入学, 転入学, 再入学, 休学, 復学, 退学及び除籍

(入学の時期)

第13条 入学の時期は, 学年の始めとする｡

２ 特別の必要があり, 教育上支障がないときは, 入学の時期を学期の始めとすることが

できる｡

(入 学 資 格)

第14条 本学大学院に入学することのできる者は, 次の各号の一に該当する者とする｡

大学を卒業した者

学校教育法第68条の２第３項の規定により学士の学位を授与された者
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外国において, 学校教育における16年の課程を修了した者

外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における16年の課程を修了した者

文部科学大臣の指定した者

大学に３年以上在学し, 又は外国において学校教育における15年の課程を修了し,

本学大学院において, 所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者

本学大学院において, 個別の入学資格審査により, 大学を卒業した者と同等以上の

学力があると認めた者で, 22歳に達した者

その他本学大学院において, 大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者

(入学の出願)

第15条 入学の出願については, 学則第16条の規定を準用する｡ ただし, 入学検定料は,

別表２のとおりとする｡

(入学者の選考)

第16条 前条の入学志願者については, 別に定めるところにより選考を行う｡

(入学手続及び入学許可者の手続)

第17条 入学手続及び入学許可者の手続については, 学則第18条の規定を準用する｡

(外国人留学生等)

第18条 外国人留学生等については, 学則第19条の規定を準用する｡

(転 入 学)

第19条 他の大学院の学生で本学大学院に転入学を志願する者があるときは, 当該年次に

欠員のある場合に限り, 選考のうえ, 入学を許可することがある｡

２ 前項の規定による入学の時期は, 毎学期の始めとする｡

３ 第１項の規定により入学した者の既に修得した授業科目及び単位数の取扱い並びに在

学すべき年数については, 研究科委員会の議を経て研究科長が決定する｡

(再 入 学)

第20条 本学大学院を退学した者又は除籍された者で再入学を志願する者があるときは,

当該年次に欠員のある場合に限り, 選考のうえ, 入学を許可することがある｡

２ 前項の規定による入学の時期は, 毎学期の始めとする｡

３ 第１項の規定により入学した者の既に修得した授業科目及び単位数の取扱い並びに在

学すべき年数については, 研究科委員会の議を経て研究科長が決定する｡

(転入学等の入学手続等)

第21条 前２条に規定する転入学及び再入学に係る入学の出願及び手続については, 第15

条及び第17条の規定を準用する｡

(休 学)

第22条 休学については, 学則第23条の規定を準用する｡
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(休 学 期 間)

第23条 休学期間は, 引き続き１年, 通算２年を超えることができない｡

２ 休学期間は, 第８条に規定する在学年限に算入しない｡

(復 学)

第24条 復学については, 学則第25条の規定を準用する｡

(退 学)

第25条 退学については, 学則第26条の規定を準用する｡

(除 籍)

第26条 次の各号の一に該当する者は, 研究科委員会の議を経て学長が除籍する｡

授業料その他納付金の滞納が長期にわたる者

第８条に定める在学年限を超えた者

第23条に定める休学期間を超えてなお修学できない者

長期間にわたり所在不明の者

第６章 教育課程及び履修方法

(教育課程)

第27条 本学大学院の教育は, 授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導 (以下

｢研究指導｣ という｡) により行うものとする｡

２ 本学大学院において開設する授業科目及び単位数は, 別表１に掲げる ｢教育課程表｣

のとおりとする｡

３ 履修方法は, 本学大学院学則に定めるものの他, 別にこれを定める｡

４ 前項の授業は, 多様なメディアを高度に利用して, 当該授業を行う教室等以外の場所

で履修させることができる｡

５ 第１項の授業を, 外国において履修させることができる｡ 前項の規定により, 多様な

メディアを高度に利用して, 当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合につい

ても, 同様とする｡

６ 本学大学院において教育上有益と認めるときは, 他の大学院又は研究所等との協議に

基づき, 学生を当該大学院又は研究所等に派遣のうえ, 必要な研究指導を受けさせるこ

とができる｡ ただし, 学生が当該研究指導を受ける期間は, １年を超えることができな

い｡

(単 位)

第28条 各授業科目の単位の算出基準及び認定は, 学則第30条, 第31条第２項及び同上第

３項の規定を準用する｡

(入学前の既修得単位の認定)

第29条 本学大学院において教育上有益と認めるときは, 学生が本学大学院に入学する前

に大学院において履修した授業科目について修得した単位 (科目等履修生として修得し
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た単位を含む｡) を, 10単位を超えない範囲で本学大学院に入学した後の本学大学院に

おける授業科目の履修により修得したものとみなすことができる｡

２ 前項により修得したものとみなすことのできる単位数は, 次条に規定する他の大学院

(外国の大学院を含む｡) において修得した単位とは別に, 10単位を超えない範囲で修了

要件に算入できるものとする｡

(他の大学院における授業科目の履修等)

第30条 学生が, 他の大学院における授業科目の履修及び外国の大学の大学院へ留学する

場合については, 学則第32条の規定を準用する｡ この場合において, 同条第２項中 ｢30

単位｣ とあるのは ｢10単位｣ と読み替えるものとする｡

(教育職員免許状)

第31条 高等学校教諭１種免許状授与の所要資格を有する者で, 本学大学院において高等

学校教諭専修免許状を取得しようとする者は, 教育職員免許法及び教育職員免許法施行

規則に定める所定の単位を修得しなければならない｡

２ 本学大学院研究科の修士課程において, 当該所要資格を取得できる教育職員免許状

の種類及び教科は次のとおりとする｡

３ 前項の所要資格を得るための授業科目の履修方法等その他必要な事項については,

別にこれを定める｡

第７章 課程の修了及び学位の授与

(課程の修了)

第32条 課程の修了は, 研究科に２年以上在学し, 36単位以上を修得し, かつ, 必要な研

究指導を受けたうえ, 課程の目的に応じ, 学位論文又は特定の課題についての研究の成

果を提出してその審査及び最終試験に合格しなければならない｡ ただし, 在学期間に関

しては, 優れた業績を上げた者については, １年以上在学すれば足りるものとする｡

(学 位)

第33条 本学大学院の課程を修了した者には, 修士 (工学) の学位を授与する｡

第８章 賞 罰

(表彰及び懲戒)

第34条 表彰及び懲戒については, 学則第38条及び第39条の規定を準用する｡

第９章 研究生及び科目等履修生

(研 究 生)

第35条 研究生については, 学則第41条, 第42条, 第43条, 第44条, 第45条, 第46条, 第

47条, 第48条及び第53条の規定を準用する｡ ただし, 特別の必要があり, 教育研究上支
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工学研究科 生産・環境システム専攻 高等学校教諭専修免許状 (工業)

― 170 ―



　障がないときは，入学の時期を学期の始めとすることができる｡
　（科目等履修生）
第36条　科目等履修生については，学則第49条，第50条，第52条，第53条，第54条，第55
条及び第56条の規定を準用する｡ この場合において，科目等履修生の入学資格について
は第15条の規定を準用する｡

　　　　第10章　　学　　　費
　（学　　　費）
第37条　学生は，授業料その他の学費を納入しなければならない｡ ただし，特別に認めら
れた場合は，その一部を免除することがある｡

２　学費の額は，別表２のとおりとする｡
３　学費の納入方法その他の取扱いについては，別にこれを定める｡
４　納入済の学費は，理由のいかんにかかわらず返還しない｡
　　　　第11章　　特別奨学生
　（特別奨学生）
第38条　人物，学力ともに優秀な学生に対しては，選考のうえ，特別奨学生として授業料
の減免または奨学金を支給する｡

　２　特別奨学生に関する必要な事項は，別にこれを定める｡
　　　　第12章　　雑　　　則
　（雑　　　則）
第39条　この大学院学則に定めるもののほか，必要な事項は，別にこれを定める｡

　　附　　則
　１　この学則は，平成16年４月１日から施行する｡
　２　この学則は，平成17年４月１日から改正施行する｡
　３　この学則は，平成18年４月１日から改正施行する｡
　４　この学則は，平成19年４月１日から改正施行する｡
　５　この学則は，平成20年４月１日から改正施行する｡
　６　この学則は，平成22年４月１日から改正施行する｡
　７　この学則は，平成23年４月１日から改正施行する｡
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別表１

教 育 課 程 表
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区

分

科目

番号
授 業 科 目

単
位
数

分野別種別 授 業 時 数 備

考
生
産
環
境

１ 年 ２ 年

前 後 前 後

生
産
シ
ス
テ
ム
分
野
専
門
科
目

910010
910030
910040
910051
910070
910021
910081
910200
910210
910220
910240
910250
910111
910140
910150
910161

材 料 工 学 特 論 Ⅰ
流 体 工 学 特 論
機 械 力 学 特 論
制 御 工 学 特 論
精 密 加 工 特 論
電 気 電 子 材 料 特 論
電 気 応 用 工 学 特 論
情 報 工 学 特 論 Ⅱ
電 子 デ バ イ ス 特 論
情 報 通 信 工 学 特 論
半導体回路設計特論
ソフトウェア工学特論
電気エネルギー工学特論
生産システム特別講義
生産システム特別実習
生 産 シ ス テ ム 演 習

２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
４ ◎

２
２
２
２

２

２
２

２

２

２

２
２
２
２
２

２

２

環

境

シ

ス

テ

ム

分

野

専

門

科

目

920010
920020
920030
920040
920050
920060
920070
920080
920090
920110
920121
920130
920310
920320
920330
920340
920350
920200
920210
920220
920230
920240

地 域 環 境 工 学 特 論
地域環境情報システム論
地 盤 工 学 特 論
水 圏 環 境 工 学 特 論
交通システム工学特論
都市環境マネージメント論
空 間 設 計 論 Ⅰ
空 間 設 計 論 Ⅱ
構 造 工 学 特 論 Ⅰ
構 造 工 学 特 論 Ⅲ
材 料 工 学 特 論 Ⅱ
空間デザイン史特論
学外構造系インターンシップ
学外プロジェクト型インターンシップⅠ
学外プロジェクト型インターンシップⅡ
学内プロジェクト型インターンシップⅠ
学内プロジェクト型インターンシップⅡ
メディアデザイン特論Ⅰ
プロダクトデザイン特論
情 報 数 学 特 論
メディアデザイン特論Ⅱ
ユニバーサルデザイン特論

２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
１
４
４
４
４
２
２
２
２
２

２

２

２

２

２

２
２
２

２
２

２

２

２

４

２
２

２

２

４

集中講義
集中講義
集中講義
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備考
１　分野別種別欄（生産は生産システム，環境は環境システムの略）は，それぞれの科
目について各分野の必修・選択の指定を示すものであり◎印が必修，無印が選択を示
す｡

２　生産システム分野あるいは環境システム分野いずれかを選択し，各分野の演習及び
生産・環境システム特別研究を修得するとともに，生産・環境システム特別研究を除
く共通科目から２科目以上修得しなければならない｡

３　授業時数欄の（時数） は隔年開講を示す｡

区

分

科目

番号
授 業 科 目

単
位
数

分野別種別 授 業 時 数 備

考
生
産
環
境

１ 年 ２ 年

前 後 前 後
環
境
シ
ス
テ
ム
分
野
専
門
科
目

920250
920260
920140
920150
920161

エルゴノミックス特論
情 報 デ ザ イ ン 特 論
環境システム特別講義
環境システム特別実習
環 境 シ ス テ ム 演 習

２
２
２
２
４ ◎ ２

２

２
２
２

２

共

通

科

目

980011
980060
980041
980021
980091
980101
980230
910120
980991

技 術 経 営 論
工 業 技 術 史 特 論
知 的 財 産 戦 略 論
生産管理システム論
情 報 工 学 特 論 Ⅰ
環 境 経 済 学 論
商品・技術開発戦略論
生 物 工 学 特 論
生産・環境システム特別研究

２
２
２
２
２
２
２
２
８ ◎ ◎

２

２
(2)
２

(2)

２

２

２

(2)

(2)

隔年

隔年

別表２
入学検定料・学費

① 入学検定料 ３０, ０００円

② 学 費

学費種別
年 次 入 学 金 授 業 料 教育充実費 合 計

１ 年 次 100,000円 588,000円 231,000円 919,000円

２ 年 次 588,000円 231,000円 819,000円

備考
１ 本学卒業生の入学検定料は, ①の入学検定料の２分の１の額とする｡
２ 本学卒業生の入学金は免除する｡
３ 修業年限を超えて在籍した場合は, 当該年度２年次の納入金を徴収する｡
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２ 西日本工業大学大学院工学研究科履修に関する規程

(目 的)

第１条 この規程は, 西日本工業大学大学院学則 (以下 ｢学則｣ という｡) 第27条第３項

に基づき, 工学研究科の履修方法等について必要な事項を定めるものとする｡

(教育の方法)

第２条 工学研究科の教育は, 授業科目の授業及び学位論文の作成又は特定の課題につい

ての研究等に対する指導により行う｡

(履 修 方 法)

第３条 学生は, 学則別表に基づいて作成される授業時間割表に従って, 次のように履修

するものとする｡

学生は, 学則別表に掲げる授業科目のうちから36単位以上履修しなければならない｡

学生は, 原則として所属する分野から１名の主指導教員を, 他の分野から１名の副指

導教員を定め, 履修する科目の選択ならびに学位論文の作成又は特定の課題についての

研究等について, 研究指導計画書に基づいてその指導を受けるものとする｡

指導教員に変更の必要が生じた場合には, 研究科委員会の承認により変更することが

できる｡

社会人学生の生産・環境システム特別研究は, 研究科委員会の承認により, 当該社会

人学生が所属する企業等で行うことができる｡

(履 修 申 告)

第４条 学生は, 各学期の始めの定められた期限内に, 担当教員の履修許可を得なければ

ならない｡

２ 履修許可は, 主指導教員の履修指導を受けて履修申告表を提出することによって替え

ることができるものとする｡

(授 業)

第５条 授業については, 西日本工業大学履修に関する規程 (以下 ｢学部規程｣ という｡)

第６条, 第７条及び第８条の規定を準用する｡

(試 験)

第６条 試験は, 授業科目の筆記試験, 口頭試験または研究報告とし, 授業科目の終了す

る学期末に行う｡

２ 学生が, 病気, 忌引, 事故等 (公の証明を要す｡) のため, 試験を受けることができ

なかった場合には, 願い出により追試験を行うことがある｡

３ 学生は, 不合格となった授業科目については, 再試験を受けることができる｡
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(授業科目の履修の認定)

第７条 授業科目を履修した者には, 試験及び出席状況等によって履修の認定を行う｡

２ 授業科目の成績は, 優, 良, 可, 不可の評語をもって表し, 優, 良, 可を合格, 不可

を不合格とする｡

３ 優, 良, 可, 不可の点数は, 学部規程第19条の規定を準用する｡

４ 合格した授業科目については, 所定の単位を与える｡

(学位論文等の提出)

第８条 学生は, 学位論文又は特定の課題についての研究の成果 (以下 ｢学位論文等｣ と

いう｡) の審査を受けようとするときは, 主指導教員の承認を得て, 所定の書類を研究

科委員会が指定した期日までに提出しなければならない｡ 特定の課題についての研究成

果 (作品等) の審査を受ける場合には, 作品等に係る資料を所定の書類に含めるものと

する｡

(最 終 試 験)

第９条 最終試験は, 第３条に規程する履修すべき授業科目の単位を履修し, かつ, 学位

論文等を提出した者について行う｡

(学位論文等の審査及び最終試験の方法)

第10条 研究科委員会は, 審査委員を定めて, 学位論文等の審査及び最終試験を行わせる

ものとする｡

２ 審査委員は, 原則として, 本学大学院の教員の中から選任するが, 審査に付す学位論

文等の内容により, 審査するにあたってより適切な学外の研究者等を審査委員に選任す

ることができるものとする｡

３ 学位論文等の審査は, 以下の審査項目にもとづき審査委員による総合評価により行う

ものとする｡

学位論文等には, 独創的かつ有用的な内容が含まれていること｡

関連する内容の文献調査および研究動向調査が十分であること｡

研究計画が適切であり, かつその遂行により何らかの知見を見いだすこと｡

論文の構成や体裁が適切であり, かつその記述が的確であること｡

研究内容の発表が平易に, かつ適切に行われること｡

４ 最終試験は, 学位論文等を中心とし, これに関連のある科目について, 筆記または口

頭試験により行う｡

５ 研究科委員会は, 審査委員の報告に基づいて, 学位論文等及び最終試験の合否を決定

する｡

(課程修了の要件)

第11条 課程の修了要件は, 課程に２年以上在学し, 36単位以上を修得し, かつ, 必要な

研究指導を受けたうえ, 学位論文等の審査及び最終試験に合格することとする｡ ただし,
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在学期間に関しては, 優れた業績を上げた者については, 大学院に１年以上在学すれば

足りるものとする｡

(学位の授与)

第12条 工学研究科の課程を修了した者には, 学則の定めるところにより, 修士 (工学)

の学位を授与する｡

(教育職員免許状の取得)

第13条 大学においてすでに高等学校教諭一種免許状 (工業) を授与されている者で, 教

育職員免許法による教育職員専修免許状を取得しようとする者は, 別表１に定める授業

科目の中より, 24単位以上を修得しなければならない｡

附 則

１ この規程は, 平成16年４月１日から施行する｡

２ この規程は, 平成17年４月１日から施行する｡

３ この規程は, 平成19年４月１日から施行する｡

４ この規程は, 平成20年４月１日から施行する｡

５ この規程は, 平成22年９月24日から施行し, 平成22年４月１日から適用する｡
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別表１
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科目

番号
授 業 科 目

単
位
数

分野別種別 授 業 時 数

備 考生
産
環
境

１ 年 ２ 年

前 後 前 後

910010
910030
910040
910051
910070
910021
910081
910200
910210
910220
910240
910250
910111
920010
920020
920030
920040
920050
920060
920070
920080
920090
920110
920121
920130
980011
980060
980041
980021
980091
980101
910120

材 料 工 学 特 論 Ⅰ
流 体 工 学 特 論
機 械 力 学 特 論
制 御 工 学 特 論
精 密 加 工 特 論
電 気 電 子 材 料 特 論
電 気 応 用 工 学 特 論
情 報 工 学 特 論 Ⅱ
電 子 デ バ イ ス 特 論
情 報 通 信 工 学 特 論
半導体回路設計特論
ソフトウェア工学特論
電気エネルギー工学特論
地 域 環 境 工 学 特 論
地域環境情報システム論
地 盤 工 学 特 論
水 圏 環 境 工 学 特 論
交通システム工学特論
都市環境マネージメント論
空 間 設 計 論 Ⅰ
空 間 設 計 論 Ⅱ
構 造 工 学 特 論 Ⅰ
構 造 工 学 特 論 Ⅲ
材 料 工 学 特 論 Ⅱ
空間デザイン史特論
技 術 経 営 論
工 業 技 術 史 特 論
知 的 財 産 戦 略 論
生産管理システム論
情 報 工 学 特 論 Ⅰ
環 境 経 済 学 論
生 物 工 学 特 論

２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２

２
２
２
２

２

２
２

２

２

２

２

２
２

２
(2)
２

２

２

２
２

２
２

２

２

２

２

２
２

２

２

２

２

(2)
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３ 西日本工業大学大学院特別奨学生規則

(趣 旨)

第１条 この規則は, 西日本工業大学大学院学則 (以下 ｢学則｣ という｡) 第38条第２項

の規定に基づき, 特別奨学生制度に関する必要な事項を定める｡

(目 的)

第２条 特別奨学生制度は, 学力・人物共に優秀な学生に学費及び修学上の特別な取り扱

いを行うことにより, 本学を代表して将来社会に貢献できる有為な高度専門技術者, 経

営者, 起業家を育成することを目的とする｡

(資 格)

第３条 特別奨学生の資格は, 出願時に奨学生を希望して入学試験を受験し, 学力・人物

共に優秀で, 明確な目的意識を持って入学した者とする｡ 特別奨学生資格の有効期間は

２年間とする｡

(特 典)

第４条 特別奨学生は, 授業料の全額又は半額を納付免除(又は, 奨学金として支給)する｡

(定 員)

第５条 特別奨学生の定員は, 以下のとおりとする｡

授業料全額免除者 若干名

授業料半額免除者 若干名

(選 考)

第６条 特別奨学生は, 出願時に奨学生を希望した受験者の中から大学院工学研究科入学

試験委員会で選考し, 工学研究科委員会で決定する｡ 特別奨学生の選考は, 入学試験の

成績, および, 学部での成績と特別な研究や活動等を総合的に判断して行うものとする｡

２ 入学試験において特別奨学生に選考された者は, 定められた期限内に入学の手続きを

した時から資格を有するものとする｡

(資格の停止又は喪失)

第７条 特別奨学生が次の各号の一に該当する場合は, 資格の停止又は喪失を大学院工学

研究科運営委員会の審査を経て工学研究科委員会で決定することがある｡

退学あるいは修学を中途で放棄した場合

学業成績が著しく低下した場合 (学業成績に関する基準は別に定める｡)

学則による懲戒処分を受けた場合

その他, 特別奨学生としてふさわしくない行為があった場合

２ 前項各号に該当する場合は, 当該年度の授業料免除額の全額または一部を納付させる

ことがある｡

３ 休学した場合は, 休学の期間中その資格を停止する｡
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(規則の改廃)

第８条 この規則の改廃は, 工学研究科委員会の議を経て, 学長が決定する｡

ただし, 第４条の特典及び第５条の定員に関わる規定については, 理事会の承認を必

要とする｡

附 則

１ この規則は, 平成22年４月１日から施行し, 平成22年度入学生から適用する｡

付１ 西日本工業大学大学院特別奨学生に関する細則

(目 的)

第１条 この細則は, 西日本工業大学大学院特別奨学生規則第７条第１項第２号に規定す

る ｢学業成績の基準｣ に関する必要な事項について定める｡

(学業成績の基準)

第２条 特別奨学生規則第７条 ｢資格の停止又は喪失｣ の第１項第２号に規定する ｢学業

成績が著しく低下した場合｣ とは, 次の基準を満たさない場合をいう｡

前半期に履修した授業科目の成績が全額免除者においては平均80点以上であること,

半額免除者においては平均75点以上であること｡

１年次終了時に生産システム演習または環境システム演習を修得していること｡

２ 前項第１号の基準を満たさないときは, 工学研究科運営委員会の審議を経て工学研究

科長が該当者に警告する｡ 警告を受けた該当者が翌学期も基準を満たさないときは, 特

別奨学生の資格を停止する｡

３ 前項において資格を停止された者が, 翌学期以降において奮起し, 第１項の第１号の

基準を満たした場合は, 工学研究科運営委員会で審議の上, 工学研究科委員会に諮り資

格の復活を行うことができる｡

４ 第１項第２号の基準を満たさないときは, 翌年度の資格を取り消す｡

附 則

１ この細則は, 平成22年４月１日から施行する｡
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西日本工業大学施設配置図（おばせキャンパス）
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１階平面図

２階平面図

Ａ棟　配置図
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３階平面図

４階平面図
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（及川）
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空　き

バドミントン愛好会
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ソフトボール部

女子談話室
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おもしろ
科学研究会
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研究部
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空き
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小倉キャンパス
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大学院・地域連携センター配置図
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３Ｆ

４Ｆ
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梶　谷
S301
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5 Ｆ

6Ｆ

7Ｆ

（石垣）

（臼井） （矢野） （山縣）
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